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■ 毛利
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進太郎
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神戸学院大学教授、図書館・情報支援センター所長。1999年大
阪大学大学院工学研究科応用物理学専攻、単位取得満期退学。
博士(工学)。1994年岡山大学工学部情報工学科終了後、同大学
院修了を経て、1999年大阪大学工学研究科応用物理学専攻単
位取得退学。1999年神戸学院大学経済学部講師、2002年同大
学助教授、2017年より現職。2019年度より図書館・情報支援
センター所長を務める。2022年度より数理・データサイエン
ス・AIリテラシープログラムの教育に携わっている。主著とし
て『文科系のための情報科学』共立出版(共著)。

■ 中澤
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明子
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東京大学大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度
化機構EX部門特任准教授。大阪大学大学院人間科学研究科
修了、博士(人間科学)。東京大学教養学部附属教養教育高度
化機構特任助教、東京大学大学総合教育研究センター特任助
教、東京大学大学総合教育研究センター助教を経て、2020年
10月より現職。専門は教育工学。初中等教育や高等教育にお
ける、ICT活用教育やアクティブラーニングの導入・実施支
援をテーマに研究。

■ 村上
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幸三
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昭和大学医学部放射線医学講座放射線学部門准教授、医師、医
学博士。2002年昭和大学医学部卒業。2002年昭和大学大学院
医学研究科外科系脳神経外科学入学し2008年に学位取得。
2011年より昭和大学医学部放射線医学講座に入局し、2017年
昭和大学医学部放射線医学講座放射線治療学部門講師、2022
年昭和大学医学部放射線医学講座放射線治療学部門准教授、
2024年に昭和大学においてAIを活用した医療の発展に寄与す
るため、現職に就く。教育に関しては、ICT基盤教育委員会の
委員として教育におけるICT活用を検討し普及させることに
邁進している。

■ 鈴木
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慎太郎
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昭和大学医学部医学教育学講座／医学教育推進室准教授。
2001年昭和大学医学部卒業。2001年昭和大学医学部内科学講
座呼吸器・アレルギー内科学部門入局、同大学院医学系研究課
程入学(病理系)。2005年横浜市立みなと赤十字病院アレルギー
センター医員、2015年スウェーデン王国イェテボリ大学クレ
フティングリサーチセンター客員研究員、2017年昭和大学医
学部内科学講座呼吸器・アレルギー内科学部門講師、2022年
同准教授を経て現職。医学部卒前教育においてアクティブラー
ニングやICT基盤教育の研究、推進を行い、卒後・生涯教育で
は優れたアレルギー専門の養成事業に従事している。

■ 泉
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美貴
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昭和大学医学部医学教育学講座教授。医師、医学博士。1988年
川崎医科大学卒業。同大学病理診断科、横須賀米海軍病院、NTT

東日本関東病院病理診断科、東京医科大学医学部病理診断学教
室などを経て、2009年より医学教育学講座教授。2017年から
昭和大学医学部医学教育講座に在籍。2020年より、ICTを利用
したオンデマンド講義により、座学講義を廃止する本邦初の医
学教育カリキュラムを実践中。

■ 澤崎
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敏文
����

仁愛女子短期大学教授、福井大学産学官連携本部客員教授、
株式会社ふくいコミュニケーションズ取締役、福井商工会議
所専門アドバイザー、福井県商工会連合会専門相談員、鯖江
市指定管理者第三者評価委員長。2000年米国ラトガース大学
にてMBA取得。その後、行政職員、企業経営を経て現職。著
書に「PowerPointでかんたん！動画作成（技術評論社）」「パワ
ポで描く！図とイラスト（技術評論社）」などがある。

■ 中村
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理
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早稲田大学政治経済学部准教授。1993年京都大学理学部卒業。
2001年東京大学理学系研究科博士課程天文学専攻修了、博士
(理学)。ノッティンガム大学研究員などを経て2005年より早稲
田大学大学院政治学研究科科学技術ジャーナリスト養成プロ
グラム客員研究助手、次第にメディア分析へ。2012年より現職。

■ 竹内
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和広
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大阪電気通信大学情報通信工学部教授。2002年奈良先端科学
技術大学院大学情報科学研究科博士後期課程修了、博士(工

執筆者紹介
学)。2006年より大阪電気通信大学専任講師、2009年より同
大学准教授、2016年より同大学教授。自然言語処理、人工知
能の研究に従事している。

■ 安野
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舞子
���

横浜国立大学教育推進機構准教授。カリフォルニア大学ロサ
ンゼルス校(UCLA)教育学大学院博士課程修了(Ph.D.)。創価大
学教育・学習活動支援センター助教、横浜国立大学大学教育
総合センター講師、高大接続・全学教育推進センター准教授
を経て2024年４月より現職。専門は高等教育。学内の教育改
善活動(FD)に従事。

■ 浦田
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悠
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大阪大学全学教育推進機構教育学習支援部准教授。京都大学大
学院教育学研究科・博士課程修了。2011年に博士(教育学)を取
得。2014年12月より大阪大学。専門はポジティブ心理学，教
育工学、ICT活用教育。現職では学習評価やブレンデッド授業、
生成AIの利活用等のFDを担当しつつ、ICTを用いた学習環境の
改善および評価に関する業務や研究に従事している。

■ 木村
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佐千子
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獨協大学外国語学部ドイツ語学科教授。東京藝術大学大学院音
楽研究科修士課程修了。ボーフム・ルール大学(ドイツ)にて哲
学博士号(音楽学)取得。2020年から、大学教育におけるAI活用
の研究に取り組む。https://researchmap.jp/read0103804/

■ 鈴木
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貴
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大阪大学数理・データ科学教育研究センター副センター長。
1953年生まれ。理学博士(東京大学)。専門は解析学・非線形
偏微分方程式論、数理科学・数理医学。大阪大学理学研究科
教授、基礎工学研究科教授を経て、2017年より数理・データ
科学教育研究センター(MMDS)特任教授。数理・データサイ
エンス・AI教育の構築と実践に携わる。

■ 山田
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明
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神戸大学数理・データサイエンスセンター副センター長、全学
教育部門長、工学研究科電気電子工学専攻教授。神戸大学自然
科学研究科修了。KDDI研究所(現KDDI総合研究所)にてサイバ
ーセキュリティ・ユーザブルセキュリティの研究開発に従事。
東北大学情報科学研究科修了、博士(情報科学）。2022年から現
職。全学の数理・データサイエンス・AI教育を推進。

■ 吉野
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孝
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和歌山大学システム工学部副学部長・データ・インテリジェ
ンス教育研究部門長・教授。博士(情報科学）。1992年鹿児島大
学工学部電子工学科卒業。1994年同大学大学院工学研究科電
気工学専攻修士課程修了。1995年同大学工学部助手。2001年
和歌山大学システム工学部助手。2004年同大学助教授。2013
年同大学教授。現在に至る。コミュニケーション支援およびビ
ッグデータの社会的応用に関する研究に興味を持つ。

■ 西村
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竜一
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和歌山大学データ・インテリジェンス教育研究部門講師。
1999年名古屋大学工学部卒業。2001年奈良先端科学技術大学
院大学情報科学研究科博士前期課程修了。2004年同大学院博
士後期課程修了。博士(工学)。同年和歌山大学システム工学部
助手。2007年同助教。2019年和歌山大学データ・インテリジ
ェンス教育研究部門講師。音情報処理、ヒューマンインタフェ
ースの研究に従事。日本音響学会、電子情報通信学会、情報処
理学会、教育システム情報学会、ヒューマンインタフェース学
会各会員。

■ 三浦
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浩一
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和歌山大学データ・インテリジェンス教育研究部門講師。
1999年大阪大学工学部卒業。2001年大阪大学大学院工学研究
科博士前期課程修了。2003年同博士後期課程中退。同年和歌
山大学システム工学部助手。2007年同助教。2016年大阪府立
大学大学院工学研究科博士後期課程修了。博士(工学）。2019年
和歌山大学データ・インテリジェンス教育研究部門講師。コン
テンツ指向ネットワーク、脳活動分析の研究に従事。

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。
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本学は、近く創立60年を迎え、神戸港に面し

たポートアイランドに第１・第２ポーアイキャン

パス、明石海峡大橋を望む神戸市西区に有瀬キャ

ンパスを持ち、学生数が１万人を超える神戸市内

最大級の私立大学です。栄養学部から始まり、経

済学部や法学部などを含む10学部、13学科を擁

し、幅広い学問領域を提供しています。

本学には数理・情報系の学部は存在しません

が、2023年度には経営学部に経営情報学コース

を発展させる形でデータサイエンス(DS)専攻を新

設しました。この専攻では、企業や自治体のマネ

ジメント方法を扱ってきた経営学を基軸とした教

育を展開し、経営に必要な情報を正しく抽出し、

マーケティング戦略に活用する力を身につけるこ

とを目的としています。さらに、マーケティング

だけでなく、気象情報やスポーツなど、あらゆる

場面でビッグデータの解析が重要となる今、企業

が求めるこれらの能力の習得を目指しています。

また、2022年度には全学部の学生を対象とし

た共通教育科目として「データサイエンス基礎」

(２単位)および「データサイエンス」(２単位)を

１年生向けに新たに開講しました。これらの科目

は、理系・文系を問わず、すべての学生がデータ

の分析や活用について学ぶ重要性を理解し、その

知識を身につけることを目的としています。本学

には、薬学部、栄養学部、総合リハビリテーショ

ン学部、心理学部といった医療系の学部がありま

すが、情報・データサイエンスを専門的に学べる

学部は存在せず、経営学部のデータサイエンス専

攻がその中心的な役割を担っています。そのた

め、学部を横断した講義として数理的な内容をで

きるだけわかりやすく解説し、学生がデータサイ

エンスの基礎を学ぶとともに、自分の専門分野で

データ分析の重要性を認識できるような内容とな

っています。本学では毎年約2,500名の新入生が

入学し、データサイエンス科目の受講が推奨され

ています。開始当初は受講率が期待よりも低く

15％ほどでしたが、2023年度には約40％にまで

向上し、当初の目標を上回る結果となりました。

数年前には「データサイエンス」という言葉自体

がまだ馴染みのないものでしたが、近年の急速な

普及により、その重要性が広く認識されるように

なったと感じています。

本学では、これらの「データサイエンス基礎」

や「データサイエンス」の科目を中心に、文部科

学省の「数理・データサイエンス・AI教育プログ

ラム(リテラシーレベル)」の認定を受け、さらな

る発展と拡充を目指しています。また、2020年

度からのコロナ禍を契機に、LMS(学習管理シス

テム)の活用や遠隔講義、オンデマンド講義の導

入が進められました。この動きに対応するため、

第７次情報環境整備としてネットワークインフラ

の強化も行いました。しかし、ポストコロナの時

代に入り、多くの取り組みがコロナ前の状態に戻

りつつある一方で、コロナ禍で得られた知見が十

分に活かされていない状況が見受けられます。今

後の大学での教育においては、こうしたデジタル

ツールやリソースをより積極的に活用することが

必要だと考えております。そこで大学全体として

この経験で得た知識を活かす方向で推進すべきだ

と考えています。

ここ数年におけるITの飛躍的発展を経て、社会

の中でデータサイエンスの重要度が高まってお

り、専門性にとらわれない活用が望まれる分野で

す。本学では「地域とつながる大学である」とい

う理念を大学憲章に定め、その実践に努めていま

す。各学部の専門教育の中で、地域や自治体、企

業との協力を通じてデータサイエンスの実践を学

び、またその成果を地域へ還元することを期待し

ています。

今後、新しいカリキュラムのもとで「情報Ⅰ」

を必修として学んできた高校生が2025年度より

入学することで、大学でのデータサイエンスの学

びが、さらには多くの専門分野における教育内容

に大きな変化をもたらすでしょう。それが大学で

の学びに対する苦手意識を持たない良い影響を与

えることを願っています。

神戸学院大学教授　
図書館・情報支援センター所長 毛利　進太郎

文理融合のデータサイエンス教育を模索して
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１．はじめに

筆者が所属する本学は、2023年4月に「AIツー

ルの授業における利用について(ver. 1.0)」[1]を公表

し、生成AIの利用を一律に禁止するのではなく、

「問題点を理解しつつも教育・研究・業務利用に

おける可能性を積極的に探り、活用する上での実

践的な知識や注意、長期的な影響に対する対話を

継続し、発信していく方針」を提示しました。こ

うした状況を踏まえ、筆者はアクティブラーニン

グにおいてどのように生成AIを活用できるかを検

討し、自身の授業で実践しています。

本稿では、アクティブラーニングにおける生成

AIの活用事例を紹介し、授業デザインの注意点を

述べます。本稿の内容は、すでに他所[2], [3]で発表

した内容と重複する箇所があります。既発表の内

容もお読みいただければと思います。

２．アクティブラーニングで生成AIをど

のように使うか

本稿では、溝上[4]の「一方向的な知識伝達型講

義を聴くという(受動的)学習を乗り越える意味で

の、あらゆる能動的な学習のこと。能動的な学習

には、書く・話す・発表するなどの活動への関与

と、そこで生じる認知プロセスの外化を伴う」こ

とをアクティブラーニングとします。

アクティブラーニングでは、「個-協働-個」と
「内化-外化-内化」のサイクルを回しながら学習

を進めることが肝要です[5]。「内化」は、「“読む”

“聞く”等を通して知識を習得したり、活動(外

化)後の振り返りやまとめを通して気づきや理解

を得たりすること」[5]、「外化」は「“書く”“話す”

“発表する”等の活動を通して、知識の理解や頭

の中で思考したことなど(認知プロセス)を表現す

ること」[5]です。

生成AIの使用においても、「個-協働-個」と
「内化-外化-内化」のサイクルを意識することが
必要です。そこで、内化と外化とを支援するアク

ティブラーニングでの生成AIの活用を考え、実践

しました。本稿では、３つの事例を紹介します。

いずれも筆者が本学の授業で行った事例です。

３．活用事例の紹介

（１）「視点を得る」ための活用

この事例では、2023年度に開講した授業にお

いて、教員が生成AI(ChatGPT)を使用しました。

より多くの議論内容や自分たちが気にかけていな

い視点に気づいて欲しいという意図から生成AIを

使用しました。

学習活動は、図１の流れで進めました。学生が

グループディスカッションした後、クラス全体で

各グループの議論内容を共有しました。その際、

予めディスカッションの問いを教員が生成AIに尋

ね、得られた回答を、議論内容へのフィードバッ

クとあわせて紹介しました。それから学生たちは、

特　集

アクティブラーニングにおける
生成AIの活用と授業デザイン

東京大学大学院
総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化機構　
特任准教授

中澤　明子

図１　「視点を得る」学習活動の流れ
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ほかのグループの議論内容と生成AIの回答につい

ての感想や意見を考え、さらにグループディスカ

ッションを継続したり感想をグループで共有した

りしました。

例えば、学生がグループで「未来の学びをデザ

インするときに最も重要なことは何ですか」とい

う問いについて議論する際には、事前に教員が生

成AIに「『未来(10年後)の学びをデザインする(設

計する、生み出す)時に、最も重要なことは何で

すか？』という問いについてグループで議論して

います。４つのグループがあるなら、どのような

議論内容が出るでしょうか。」というプロンプト

(指示文)を尋ねました。このプロンプトにより、

生成AIは４種類の議論内容を提示しました。この

授業には２つのグループしかありませんでした

が、生成AIの提示したものとあわせて６つの議論

内容について、学生は感想や意見を考えました。

生成AIにより、議論内容のバリエーションを増や

すことができました。

（２）「プロジェクトを進める」ための活用

この事例では、学生が生成AIを使用しました。

この授業では、学生が研究の問いを立て研究計画

をつくり、研究を実施して得られたデータを基に

論文を書きます。つまり、学生一人ひとりが研究

プロジェクトを行うのです。こうした個人でのプ

ロジェクトを進める際に、生成AIをTA(ティーチ

ング・アシスタント)のように使えないかと考え

ました。生成AIと対話することで、考えを外化し、

生成AIが提示した回答を基にさらに深く考えるこ

とを意図しました。ここでは、2024年度の事例

を紹介します。

学習活動は、図２の流れで進めました。学生は、

授業時間外の課題を行う際に生成AIを使用しまし

た。授業時間外の課題はワークシートの複数の設

問(ワーク)について考え記入することでした。そ

の中に生成AIの使用を認めるワークを設けました。

例えば、研究の問いを考え始める課題では、

①　学びに関することで、この授業で研究してみ

たいこと(問い)は何ですか？

②　①の関心や問いをより学術的な問いにするた

特　集

めに、関連する学術的な概念・用語を調べてみ

ましょう。

③　問いを明確にするために、何についての先行

研究を調べればよいでしょうか。②を踏まえて

自分の考えを書いてください。また、なぜその

ように考えたのか、理由も書いてください。

の３つのワークを設けました。

②の活動は、山内ら[6]の内容を参考に設定し、

ワークシートではプロンプト例を学生に提示しま

した。具体的には、「〇〇〇〇について調べたい

と思っています。〇〇と関連する教育学・心理学

の学術用語や概念を教えてください。」というプ

ロンプトを例示しました。

別の課題では、学生が考えた内容を生成AIが評

価するワークを設けました。ワークシートでは、

研究の問いに関連する先行研究を学生が調べて内

容をまとめた後、先行研究を踏まえて自分の研究

の問いを記入しました。次に、「生成AIに、自分

の問いが適切かを聞いてみましょう。」というワ

ークを、「（学生が考えた研究の問い)は、学術研

究の問いとして適切でしょうか。学術研究の問い

として範囲が適切か、使用している用語が学術的

なものになっているか、研究の実現可能性がある

かの観点から評価してください。学術研究の問い

として十分なものにするためのアドバイスもして

ください。」というプロンプトと併せて提示しま

した。その後で学生は、生成AIから得られた回答

を踏まえて研究の問いを修正する必要があるかを

考え、修正した問いを記入しました。

これらの課題での生成AIの使用について、有益

だと述べる学生もいれば、役立たなかったと述べ

る学生もいました。学生によって捉え方が異なる

点は、活用する際の注意点と思われます。

（３）「考えるきっかけをつくる」ための活用

学生が授業中の学習活動で生成AIを利用した事

例です。この授業の最終課題では、10年後の未

来の学びを表す学びの場面を説明する物語を学生

がレポートとして執筆します。その内容を学生が

考え始める授業回で使用しました。成果物づくり

を円滑に進めること、生成AIの回答を批判的に考

図２　「プロジェクトを進める」学習活動の流れ



えること、それまでの授業で学んだことを振り返

ることを意図して生成AIを使用しました。

学習活動は、図３の流れで進めました。この事

例でもワークシートを用意し、学生がワークシー

トに記入することで活動を進めました。まず学生

は、最終課題を生成AIに問いかけました。得られ

た回答をワークシートにコピーし、回答に賛成/

反対、観点の追加などをコメント・編集しました。

その作業を踏まえて、学生は自分の未来の学びの

考えを深めるためにほかの人から意見を聞きたい

点、あるいは議論したい点や質問を考え、それか

らグループでその質問について議論し、学生が考

えを深めるのに役立つ意見を得ました。このワー

クは、イェール大学の事例[7]を参考に考案しまし

た。

４．授業デザインの注意点

実践する中で感じた授業デザインの注意点を述

べます。

まず、教員が生成AIを使い、強みと弱みを理解

したうえで授業デザインすること、生成AIを使用

する目的や意図を明確にすることです。生成AIの

どのような点が内化と外化の支援に役立つかを教

員が見極める必要があります。そのためには、生

成AIを使って特徴を把握することが求められま

す。これは、使用する目的・意図を明確にするこ

とにも繋がります。

また、学生が思考を深められるワークシートや

学習活動をつくることも大切です。本稿では割愛

しましたが、2023年度の授業では生成AIの回答

に対して、学生が深く考えられていない様子が見ら

れました。学生の深い思考を支援するために生成

AIを使用するならば、それを実現できるワークシ

ートや学習活動をつくることが必要です。生成AI

を使用するタイミングもポイントです。情報のイ

ンプットが少ない状況がよいのか、それとも情報

のインプットを十分に行った後がよいのかといっ

た学習状況の見定めが求められますし、生成AIを

使用する目的・意図にあわせた判断が必要です。

6 JUCE Journal 2024年度 No.2

５．おわりに

本稿では、アクティブラーニングにおける生成

AIについて３つの活用事例を紹介し、授業デザイ

ンの注意点を述べました。

筆者が所属する教養教育高度化機構EX部門で

は、学内の教員を対象とする「駒場アクティブラ

ーニングワークショップ」を開催しています。生

成AIをテーマとするものもあり、筆者やほかの教

員の活用事例の紹介、授業をデザインする際の注

意点の伝達などを行っています。生成AIの教育で

の活用は徐々に広がりつつありますが、十分な実

践や知見が蓄えられているわけではありません。

事例などを共有する場を設け、知見を蓄えていく

ことが必要だと考えています。
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１．はじめに
本学医学部の学習内容に、現状では生成AIに焦点

を絞った講義はありません。2025年度からは専門

家を講師として招き、講義をお願いしようと考えて

いますが、現段階においては各講義で担当講師が自

分の想いを語る程度です。そこで実際に医学生に対

して行った生成AIに関する教育について、その背景

と想いを交えて紹介します。

２．本学医学部における生成AIに関するリテ
ラシー教育の実例
全国の医学部では病態や治療方針に関するレポー

ト記述を課題としていることが日常的です。以前か

ら参考図書の書き写しが問題になり、とくに電子教

科書が流通するにしたがい、PCでコピー＆ペース

ト(以下、コピペ)する学生が目立つようになりまし

た。医師や医学研究者にとっては引用のルール遵守

は鉄則ですが、医学部卒前では剽窃や盗用、著作権

侵害に関するリテラシー教育は不十分な状態と言え

ます。それらに加えて、昨今の生成AIの普及に伴い、

学生による乱用が注目を浴び、利活用ルールに関す

る議論が盛んに行われるようになりました。2023

年７月に文科省が発した「大学・高専における生成
AIの教学面の取扱いについて」[1]では、各教育
機関において行われている教育の実態等に応

じて対応を検討することが示され、学生や教

職員に向けて適切に指針等を示すように提示

されました。また、大学における学修は学生

が主体的に学ぶことが本質であり、生成AIは

あくまでも修学の補助・支援ツールとしての

役割が明示されました。一方で、今後のIT社

会で生成AIが当たり前のように使用されるこ

とを想定し、その原理の理解、プロンプトに

関する工夫、出力されたデータの正確性・信

頼性の検証などを体験して学修できるような

教育活動を採用することが推奨されていまし

た。本学では2020年度から始動した新カリ

キュラムの一環で、学生があるテーマに沿っ

た医学雑誌を作製するアクティブラーニング

「ジャーナルクリエーション」を医学部２年

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

生から４年生までの間に繰り返し行っています。過

去２年間、教員から提供されてきた学修テーマは症

候や疾患など真似しやすい媒体がWeb検索でヒット

しやすく、総説論文や電子教科書からのコピペが散

見され、ファシリテーターが必死に剽窃・盗用をチ

ェックしていました。そこで2023年度はWeb検索

が困難で日常診療上のナラティブなテーマ(例：

「葬儀に出席したら息が苦しくなった…先生、これ

は霊による呪いでしょうか？」等)を提供しました。

まず、生成AIによりSemantic Searchが行われるよう

に発言者の背景や健康状態を討議の上、いくつかの

解釈モデルを生み出す作業を学生に行わせました。

つぎに、生成AIで重要なキーワードを散りばめたプ

ロンプトを様々なパターンで繰り返し入力させ、プ

ロンプトの最適化を経験的に学修させました。さら

に、AIが生成したドラフトを学生が改めて推敲し、

校正を重ね、引用元を探して文献リストを作成する

ことでアカデミックライティングにおけるリテラシ

ーやモラルを学ぶ機会としました。コピペしたがる

学生達を逆手に取り、生成AIを積極的に使わせてみ

て、人間がそのアラ探しをします。プロダクツであ

る雑誌にはAI生成論文と学生が校正した最終版の論

文を併記し、生成AIのウイークポイントがどこにあ

特　集

昭和大学
医学部医学教育学講座医学教育推進室／
医学部内科学講座呼吸器・アレルギー学部門准教授
昭和大学
医学部医学教育学講座教授

(左から　村上、鈴木、泉）

昭和大学
医学部放射線医学講座放射線学部門准教授

図１　本学医学部基礎臨床統合講義「呼吸器」ブロック・ジャーナルク
リエーションにおける生成AIを活用することを学修するプログラ
ムの作業フロー

村上　幸三

鈴木慎太郎

泉　　美貴
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るのか、を明らかにしました(前ページ図１)。

３．臨床医が考える医学生に伝えたいこと
（１）臨床現場において

医師として働いている際に聞いた話です。

放射線科を研修している研修医が、胸部CTで

認められた所見を生成AIに入力し、どんな疾

患が考えられるか質問してみたそうです。そ

の結果は、臨床経験を積んだ筆者が聞いても

妥当であると考えられる内容でした。面白い

と思いました。研修医が入力した単語が正し

かったこともあるかもしれませんが、口語文

での質問に対して適切な回答が導かれている

のは、まるで指導医に指導されるかのような

状況に思えたため、興味深いと思ったのです。

日々の診療の中で突如浮かぶクリニカルクエスチ

ョンがあります。これに対して日本語サイトで検索

をかけても、適切な回答を得られることは少ないで

す。そのため、英語を使用してPubMedにて検索を

かけることが通常手段となっています。英語が得意

であれば問題ありませんが、不得意な筆者としては、

検索結果でヒットしたabstractを読むだけでも大仕事

となります。医療の世界に何年も過ごしている人間

でも同じ状況である人は少なくないのに、医学生に

とっても同様に大変な作業であることは想像に難く

ありません。その理由の一つとして、「医学英語には

独特の言い回しがある」とよく言われることがあげ

られます。学生時代にその言い回しを学習できてい

ることはほぼないです。臨床を続けていて初めて得

られる経験的知識の存在は、決して少なくないです。

この経験の差や、言語の壁を生成AIは超えることが

できます。英語の力が低下することを危惧する側面

がある一方で、早期に臨床経験を積むことを求めら

れている医学生にとっては、非常に有効なツールと

なり得ると考えます。そのため生成AIを活用した文

献検索方法や情報検索方法は、積極的に伝えるよう

にしています。実習中でも、学生に自身のスマート

フォンなどを使用して検索方法を実践してもらって

います。

（２）症例検討会において

医師のプロフェッショナリズムに関する講義の中

で、転移性脳腫瘍に対する治療選択の適応と限界を、

家族の希望に注目した場合と医師の視点に注目した

場合とに分けて説明した後に、それぞれの視点で学

生に考えてもらい意見を出す、と言うことを行いま

した。意見の出し方としては、Google Jamboardに学

生一人ひとりに付箋を作成してもらい、そこに学籍

番号と名前、意見を記載してもらう、という方法を

とりました。事前にこの付箋に書かれた名前と学籍

番号で出席をとると伝えていたので、学生は大真面

目でした。ほとんどの学生は真面目に求められたこ

とを記載しましたが、名前と学籍番号だけで終わる

ものや、一部いたずら書きを行ったものもいました。

ファシリテーターはMicrosoft Edge上でGoogle

Jamboardを展開し、ある程度記載が済んだところで

特　集

Microsoft Copilotのプロンプトに、Webに記載されて

いる内容をまとめて、と記載をし、その後さらに、

Webに記載されている名前と番号を並べて全て抽出

して、と記載しました(図２)。

複数人でアイデアを出し合う方法として、付箋を

活用したブレインストリーミングやKJ法がありま

す。５－６人程度で行うのであればアイデアをまと
めるのは簡単ですが、100人以上の学生がそれぞれ

付箋に考えたことを記載するとなると、アイデアを

まとめるのは一筋縄にはいかなくなります。このよ

うな際に、生成AIを活用して分類や要約を行うこと

は非常に有効な使用方法と言えます。さらにそこに

記載されている学生情報から、出席をとるなどの方

法も効率的な活用方法と言えるでしょう。

100人近い学生のコメントは１分程度でまとめら

れ、それを見た学生達の驚きの声は大きいものでし

た。しかしこの後さらに、付箋に記載されている名

前と学籍番号だけを収集するようにMicrosoft Copilot

に指示し、その通りに行われた際の学生の驚く様は、

ユーモラスと感じる程でした。授業終了後の学生の

コメントにも、その活用方法が強く印象に残ったよ

うで、AIを正しく使うことで自分の能力が拡張され

る未来を感じ取れたといった内容のコメントが多く

寄せられました。

（３）学生に伝えたいこと

近年の科学技術の発展はめざましいものがありま

す。その中でも、ここ数年間社会において強いイン

パクトを表しているものに生成AIがあります。これ

らの技術を正しく活用することで、自分の能力が拡

張されることを知って欲しいと考えています。間違

った使用は自分の能力を拡張させるのではなく縮小

させることになりかねないということも、知って欲

しいです。これらの技術を適正に活用する方法を身

につけることで、日本が目指している未来の医療を

実践できる医師になることが出来ると考えます。

関連URL
[1] 文部科学省

大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて（周知）

https://www.mext.go.jp/content/20230714-mxt_senmon01-

000030762_1.pdf 

図２　Microsoft EdgeとGoogle Jamboardを使用した授業の様子
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１．はじめに
2023年当初から急速に普及し、話題を集めて

いるChatGPTをはじめとした生成AIですが、皆さ

んもご存じのとおり、教育分野では、その活用の

是非が大きな議論となっています。国内の高等教

育機関などでも、早々にその活用についての声明

が出され、利用の是非が検討されて始めました。

例えば、2023年４月３日に公表された東京大学

の声明では、「『検索』ではなく『相談』するシス

テム」とあるように、その仕組み上、生成された

文章等の信頼性に注意を促し、むしろ、利用者の

私的なコンサルタントや補助者のような使い方が

提言されています。[1]

実際に、生成AIでは、生成された結果が正しい

かどうかを評価することが難しく、特に、教育分

野では、授業や演習活動における検索や生成の結

果のみに着目した活用は、その活動そのものに対

する評価が困難であると感じています。一方で、

生成AIを、結果に到達するまでの相談相手として

活用するのであれば、相談役として生成AIを機能

させるためのプロンプト(指示文)の考案から、最

終的な結果にたどり着いた過程までを一連の演習

活動として評価することは可能であると考えまし

た。そこで、最初に生成AIに投入するプロンプト

と、その後の生成AIとのやり取りに着目し、最終

的な結果を生成AIでどのように導き出したかとい

う過程に注目できるような授業設計をおこない、

演習活動にて実践したのが、今回皆さんに紹介す

る事例です。

２．生成AI活用による授業の概要
今回紹介する授業は、非常勤で担当している福

井大学大学院(産学官連携本部)の「技術経営のす

すめ」です。半期15週で、技術経営の基本につ

いて総合的な知識等の習得を目標にしています。

講義科目ではありますが、より実践的な経営セン

スを磨くという観点から、毎年、企業の方々をお

招きし、商品企画・開発を目的としたPBL型の演

習活動も取り入れるなど、学んだ知識をできるだ

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

け実践活動へと応用できるような授業設計にして

います。

この授業、今回の生成AI活用以前からも、

Zoom等の遠隔会議システムを活用してアジアの

海外企業や他大学と連携した商品企画に関するプ

ロジェクトを実施したり、メタバース環境活用に

よる商品企画を実施したりと、様々なプロジェク

トをおこなってきました。2023年度、2024年度

の演習活動では、商品企画の際の補助ツールとし

てChatGPT、Microsoft Copilot等の生成AIを積極

的に利用するような授業設計にしてみました。[2]

（１）企業との連携

これまでも、様々な企業との連携により授業を

実施してきましたが、ここ数年、福井市内に本社

を置く板紙加工会社の中山商事株式会社(代表取

締役社長 中山裕一朗 氏)と連携して、「紙」をテ

ーマにした商品開発について演習活動を行ってい

ます。中山社長には、商品企画・開発に関する講

演やワークショップでの助言、最終発表会での講

評等もお願いしています。

（２）商品企画プロジェクトの主な流れ

基本的な授業ならびに商品企画プロジェクトの

流れは次の５つのステップでおこなわれます。

〇ステップ１(１〜９週目)
授業の前半では、技術経営（Management of

Technology）、マーケティングに関する基礎知識

を習得し、様々なビジネス環境に対応できるよう

に、具体的な事例をとおして学習していきます。

授業は全て対面でおこないますが、Google

Classroom等のLMSを利用しながら、４〜５人程

度の少人数グループに分かれて議論する形式で進

めていきます。

〇ステップ２(９〜10週目)
例年、授業の後半にあたる９〜10週目から具

体的な商品企画プロジェクトに取り掛かります。

特　集

生成AIを活用した商品企画に関する
PBL授業実践と考察

仁愛女子短期大学　
生活科学学科教授 澤崎　敏文
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成AIを活用した商品企画案を各自で作成して授業

に参加します。授業では各自のアイデアを再度議

論しながらまとめていきますが、その際に、生成

AIにどのようなプロンプト(指示文)を投入して補

助的役割を担わせたか等、生成AIとのやり取りに

ついて記録するよう指示しました。また、新商品

等の最終発表時には、最終商品案に加えて、考案

に至った過程や生成AIの活用法についての工夫も

解説することを条件としました。

〇ステップ５(14週目)
各グループの最終商品案を発表し、全体で意見

交換会をおこなっています。発表の場には、課題

を頂いた連携協力企業の中山社長に加えて、大学

職員や他の民間企業、他大学の学生も加わり、オ

ープンな場として実施しています。

写真１　中山社長講演の様子(2024年度)

写真２　学生によるグループワーク

３．AI活用のためのプロンプトの工夫
今回の演習活動においては、最終的な新商品・

新サービス等の提案内容以上に、生成AIにどのよ

うなプロンプトを投入して補助的役割を担わせた

かという提案に至る過程も授業評価のポイントと

しています。ChatGPT等の主要な生成AIは、プロ

ンプトの工夫次第でプロジェクトの目的に応じた

アシスタントとしての役割を演じさせることが可

能です。そこで、どのようなプロンプト(指示文)

を投入すると、新商品開発のためのAIコンサルタ

ントとして機能するか、また、そのための工夫も

最終課題の一部にしました。

前項のステップ３にて、生成AIがコンサルタン

トとして振る舞うプロンプトを教員が事前に例示

し、どのように機能するか受講生全員でシミュレ

ーションをおこないました。そのうえで、各自オ

リジナルのプロンプトを考案することとしまし

た。

（１）プロンプト例を入力後のAIとの会話例

以下は、学生のプロンプト例と、生成AIとのや

り取り(一部抜粋)です。

写真３　商品企画の最終発表と質疑

まず、付加価値戦略をテーマに中山商事の中山社

長に講演をしていただき、連携協力企業の主力製

品でもある「紙」をテーマにした新商品・新サー

ビスを企画・開発するという課題を提示していた

だきます。その際、ChatGPT等の生成AIの活用方

法についても、教員から簡単な解説を実施してい

ます。(AI活用の詳細は、次項を参照ください。)

特に、2024年度は、この週から、筆者の本務校の

仁愛女子短期大学のゼミ学生も議論に加わり、フ

クミラプロジェクト「紙と繊維の未来を考える」

と題して、紙や繊維の再生利用につながるような

商品企画をテーマに議論をおこないました。[3]

〇ステップ４(12〜13週目)
学生は、授業の事前課題として、ChatGPT等生

〇ステップ３(11週目)
４〜５名程度の３つのグループに分かれて、新

商品開発のための背景となる情報を整理するため

のグループワークを実施します。ここでは、いわ

ゆるマーケティング理論に基づいて想定される顧

客のニーズやターゲット層などを検討し、その顧

客が考える付加価値や課題解決策について議論し

ていきます。学生らは、それぞれのグループで出

てきたアイデアから数点選出し、それらに即した

課題解決について、ステップ１で学習したマーケ

ティング理論を考慮しながら引き続き議論を進め

ていきます。
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験のない学生たちによる商品開発とい

う視点では、十分に相談役として機能

していたと考えています。学生から提

案のあった紙素材による最終商品企画

案としては、紙製アクセサリー、紙製

のゴミ回収ボックスといった一般に想

定される商品から、紙製の美顔ローラ

ー、紙製の雨合羽、紙製の割りばし等、

生成AIの活用がなければ発想しにくか

ったであろう商品提案があり、協力企

業や他の参加者からも、実現性・実用

性にも問題の少ないリアルな商品企画

であるとの高い評価を得ることができ

ました。

４．さいごに
今回は、新商品の企画提案というプ

ロジェクトの課題に加えて、アシスタ

ントとして機能するプロンプトの考案

をおこなってきましたが、学生の議論

中の様子を観察する限り、単なる知識

検索のためのツールではなく、議論の

ための補助として適切に機能していた

ようです。これらは、事前にその活用

主旨を明確に学生に伝えていたこと、

対話的にやり取りできるプロンプトの

具体例を事前に例示したこと、また、

既に生成AI等を活用したことがある工

学系の大学院生が多数であり、プロン

プトの設計・指示が、プログラミングを

自然言語でおこなうような行為と類似

している点などの理由が考えられます。

生成AIの授業活用というと、否定的

な意見を聞くことが少なくありません

が、今回ご紹介した２年間の実践で、

授業設計次第では学生が過度にAIに頼

ることなく、適切な距離感で上手に活

用することができると感じました。こ

れら実践が、今後の皆さんの参考にな

れば幸いです。

特　集

（２）具体的な商品企画例と授業との関連

授業では、前項のステップ４において、各自の

生成AIの活用方法と入力したオリジナルのプロン

プトを学生同士で相互評価し、それぞれの工夫を

発表させたことで、生成AI活用に関する技能のみ

ならず、技術経営やマーケティングの理解が深ま

ったと感じています。特に、生成AIとのやり取り

を対話型に指定することで、これまで授業内で学

習したマーケティング等の知識を活用しながら、

商品開発へと応用することができたため、実務経

図１　生成AIのプロンプト例

図２　生成AIとのやり取り(一部)

参考文献および関連URL
[1] 太田邦史 (2023) utelecon, オンライン授業・Web会
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BingAI, Bard, Midjourney, Stable Diffusion等)につ

いて”

https://utelecon.adm.u-tokyo.ac.jp/docs/20230403-

generative-ai

[2] 澤崎敏文(2024), 「生成AIを活用した商品企画に関

するPBL授業実践とその考察」, 仁愛女子短期大

学研究紀要第56号, pp.9-13

[3] 福井大学 フクミラNEWS「紙と繊維のリサイク

ルを考える」

https://fukumira.hisac.u-fukui.ac.jp/news/77/
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１．はじめに
筆者の担当する学部４年の専門ゼミ演習では、

メディアに用いる内容分析という手法をChatGPT

に委ねる取組みをおこなっています。それを以下

に紹介します。

２．内容分析とは
内容分析とは、メディアに流れる情報をコード

(記号)化して集計し、分析するものです。例えば、

新聞記事に登場する人物を「政治家」や「専門家」

といったコードに分類したり、SNSにみられる論

調を「ポジティブ」や「ネガティブ」といったコ

ードに分類したり、です。コードを集計すること

で、情報の特徴を見出すことができます。コード

に分類する作業をコーディングといいます。

内容分析には主に２つの技法があります。第１

はヒューマン・コーディング、すなわち人がコー

ディングをするものです。第２はコンピュータ・

コーディング、すなわちコンピュータでコーディ

ングをするものです。それぞれにはメリットとデ

メリットがあります。

第１のヒューマン・コーディングのメリット

は、細かな分析ができる点です。例えば上にあげ

た登場人物や論調、ほかにも争点など、研究の目

的に応じて必要なコード化をおこなうことができ

ます。分析対象もテキストに限りません。雑誌の

表紙で著名人がとるポーズや表情もコード化でき

ます。一方、デメリットは、たくさんの分析対象

を扱うことはできない点です。コーディングを人

手でおこなうため、数には限界があります。

第２のコンピュータ・コーディングのメリット

とデメリットは、その逆です。メリットは、大量

のテキストを短時間で客観的に分析できる点で

す。一方、デメリットは、これまでのところは細

かな分析ができない点です。特に、意味的な判断

をともなうコーディングがコンピュータは苦手で

す。例えば、単純に「新型コロナウイルス」とい

う語が登場した回数を数えることは得意です。け

れども、新型コロナウイルスの広まりの現状に言

及されたのか、対策に言及されたのか、といった

争点を分類するとなると精度が落ちるのです。ど

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

の争点でポジティブだったかを判断することも得

意ではありません。人の判断にもゆらぎがありま

すが、コンピュータで安価に実現できるコーディ

ングにはより注意が必要というのが現状です。

３．ChatGPTによる内容分析
ChatGPTをはじめとする生成AIは、上にあげる

これまでのコンピュータ・コーディングのデメリ

ットを解消できる可能性を持ちます。そこで、筆

者の2024年度学部４年の専門ゼミ演習で、以下

のように学生にChatGPTによる内容分析を試して

もらいました。受講者は16名、プログラミング

に関する知識は多くの学生にない状態、全体にか

かった授業時間は協調型学習のもとで約90分で

した。

今回の直接の授業目標は、「大阪万博に関する

X(旧Twitter)上のポストが万博開催にポジティブ

かネガティブかをChatGPTに判断してもらう」こ

ととしました。この狙いには、ChatGPTを分析に用

いる方法を体験することで、興味を持った学生に

今後の卒業研究で役立ててもらうことがあります。

学生にはまず、Xから大阪万博に関するポスト

を集めてもらいました。今回は試行のため、一定

の条件下で10から20ほどという、ごく少数のポ

ストを手作業で得てもらいました。Xを試行対象

にした理由は４つあります。第１は短文のため学

生が内容を視認しやすいこと、第２は同じく短文

のためChatGPTで処理するコストを低くできるこ

と、第３は学生が興味を持ちやすいSNSの１つで

あること、第４は教室で容易にアクセスできるこ

とからです。今後、ChatGPTを研究に用いる場合

は、対象をXに限る必要はなく、数も増やせば良

いでしょう。

次に、学生にはChatGPTの開発元である

OpenAIにアカウントを設定してもらいました。

また、OpenAIのAPIというものを利用するための

Keyを得てもらいました。APIとは、ChatGPTに

外からアクセスするための窓口にあたるもので

す。アカウント開設については、インターネット

上でガイドをしてくれているサイトが複数ありま

す。学生には、利用にかかる料金の確認、上限額

特　集

ChatGPTを用いたメディアの内容分析

早稲田大学
政治経済学部准教授 中村　　理
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した。その結果、両者の一致度は、クリッペンド

ルフのαという指標で0.75でした。一般に、人同

士でポジティブ・ネガティブを比較したときのα

が0.7から0.8程度です。したがって、これは研究

に耐えうる数値と言えます。ChatGPTは「誘致に」

という指定も理解していました。

４．ChatGPTを内容分析に用いるメリ
ットと留意点
このようにChatGPTを内容分析に用いるメリッ

トは３つあります。第１は、メディアの内容分析

において、これまでコンピュータ・コーディング

が苦手としてきた意味的解釈を要する部分に手が

届きつつある点です。今回は大阪万博という対象

を指定してポジティブかネガティブかを判断して

もらいました。同様に、争点を判断してもらった

り、判断の理由を述べてもらったりすることもで

きます。

第２は、応用の幅が広い点です。指示文を変え

るだけで、様々なコーディングを実現できる余地

があります。複数の言語を同時に扱うこともでき

ます。また、将来的にはテキストだけでなく、画

像や映像も分析対象として安価に扱えるようにな

るでしょう。

第３は、利用者である学生に難しいスキルが求

められない点です。Excel(やGoogle Sheets)を使え

る程度のスキルがあれば、１時限のうちに分析を

終えるところまでを体験できます。プログラミン

グの素養は必須ではありません。こうした体験は、

学生が将来、研究やビジネスに進む局面で役に立

つはずです。

一方で、教室でこの学びを導入するには２つ、

留意点もあります。第１は、OpenAIのAPIを利用

するにあたり、学生はクレジットカード等で課金

する必要がある点です。参考までに、ここで紹介

した内容(10〜20ポストのみの分析)の場合、gpt-

4o(現時点で高額側のChatGPTのモデル)を用いた

課金総額は0.1〜0.2ドル程度です。額は大きくな

いものの、一般の教室で学生に課金登録をしても

らうハードルは高いものと想像します。

第２は、ChatGPTの解答にいたる過程はブラッ

クボックスである点です。そのため、研究として

用いる場合は、なんらかの方法で結果の信頼性と

再現性に言及する必要があります。

５．終わりに
以上、課題はあるものの、学生が研究を進める

にあたってChatGPTをはじめとする生成AIは内容

分析に大きな果実をもたらすことが期待されま

す。皆さまとの情報共有がより効果的・効率的な

授業運営と研究の進展につながれば幸いです。

ポストの内容
「大阪もいつ地震が起きるかわからない状況
なのに、これで万博なんて本気で開催する
気なのかしら」とツイートすると、一部の
方々の逆鱗に触れるらしい。不謹慎な人間
で悪うございましたね。
#エコノモーニング 金曜日は経済ジャーナ
リスト内田裕子さんの経済情報！ 今朝は

「2025年万国博覧会 大阪の誘致活動」につ
いてでした。 実現すれば20年ぶりの万
博！時代の先を行く新しい形の万博が開催
されるかも！ みんなで盛り上げて、実現さ
せたいですね！ #nack5 #レディオファン
トム
大阪の（市営）地下鉄では半世紀前頃まで
黙認されていたそうですが、万博開催前に
取り締まったのだと聞いたことがあります。
まあそうは言いながら、関西のどこかの路
線の某駅では、公式（違）の自販機に隣接
して回数券を一枚ずつ売る金券ショップの
自販機が設置されていたりもするようです
けれど（笑）

ネ
ガ
テ
ィ
ブ

表１　XのポストとChatGPTの判断例

判断

ポ
ジ
テ
ィ
ブ

い
ず
れ
で
も
な
い

の設定も、同時に済ませてもらいました。

次に、学生にはGoogle Sheetsへ行き、OpenAI

のAPIを経由してChatGPTにアクセスするための

関数を作ってもらいました。この方法についても、

インターネット上でガイドをしてくれているサイ

トが複数あります。基本的にはそうしたガイドが

例示する関数を、自分のGoogle Sheets上に持って

くる作業になります。上で得たKeyはここで用い

ます。

次に、学生には、さきほど得たXのポストを

Google Sheetsに貼り付けてもらいました。

最後に、学生にはそれらポストの一つ一つを、

「次の文書は大阪万博の開催に対してポジティブ

か、ネガティブか、いずれでもないか、判別して

ください」という指示文とともに、ChatGPTへ投

げてもらいました。ChatGPTへ投げる作業は、上

で作ったGoogle Sheets上の関数に、この指示文と

ポストを入力することでおこないます。そうする

と、ChatGPTからの答えが「ポジティブ」などと

Google Sheetsに返ってきます。Google Sheets上

では、先頭のポストでこの作業をおこなった後、

オートフィルをすることで、続くすべてのポスト

の結果を短時間のうちに得ることができます(表

１に例示)。今回は少数のXのポストだけで試しま

した。しかし、数千〜数万のポストや文書でも時

間はかかりません。

精度も良好です。筆者とChatGPT(GPT-4)のそ

れぞれが大阪万博に関するX上のポスト50個を読

み、誘致にポジティブかネガティブかを判断しま
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１．はじめに

本学の情報通信工学部情報工学科(１学年の定

員は160名。以下、単に学科と呼びます)では、

2023年度から学科にChatGPTを導入しました。

具体的には、学科全体として学科教員と学科学生

全員の情報交換のためのコミュニケーションツー

ルとしてSlackを導入していることを背景として、

学部長が主導してSlackにChatGPTボットのチャ

ネルを設置しました。著者が担当する授業では、

左記のSlack設置のChatGPTの活用について、

2023年度前期の講義科目(２年生配当の１科目お

よび３年生配当の１科目)と演習科目（３年生配

当の１科目)で紹介し、積極的な利用を呼びかけ

ました。その結果、授業や授業課題で疑問に思っ

た点をChatGPTに問い合わせること

も見られ、講義内容に関するFAQを

リアルタイムの共有できる環境とな

っています。

他方、学生の多くはChatGPTを個

人のアカウントで自分専用のアシス

タントとして利用し、疑問点を他者

に知られることを嫌う傾向が見られ

るようになってきました。本稿では、

このChatGPTの個人活用について記

述します。具体的には、2023年度

前期および2024年度前期に実施した演習科目に

て、後者ではChatGPTの個人活用を積極的に取り

入れて、２年間で対照性のある実施ができました。

その知見は第２節で記述します。また、2023年

度後期では、プレゼミナール(卒業研究の準備活

動として３年生を卒業研究実施予定の研究室に仮

配属して実施)で、ChatGPTを活用した活動を行

いました。その知見については、第３節で記述し

ます。

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

２．情報システム構築型演習へのChatGPT

導入

学科では、図１のように１年生から２年生まで、

週２回のC言語を基本としたプログラミング演習

を継続的に実施するカリキュラムを提供していま

す。３年前期にはプログラミング演習を総括する

形で、テーマを選択した演習を行います。著者が

担当する情報システム設計演習は、その選択肢の

一つであり、受講生が自ら構築したい情報システ

ムを自由に決定し、構築の実践を目指すグループ

ワークを伴う演習科目です。具体的には、部分モ

ジュールの実装を通じて実験的にシステム設計を

行い、可能であれば、試作システムの完成を目指

します。

特　集

ChatGPTを活用した情報システム構築型演習の
支援と課題

大阪電気通信大学　
情報通信工学部教授 竹内　和広

2023年度の実施では実質受講者は17名であり、

2024年度の実施では23名でした。両年とも５班

が形成され、次ページ表１のような情報システム

の設計がなされました。なお、表１中に*で示し

たシステムは実装の実践的テンプレートとなる書

籍を参考にシステムを実装した班であり、Bは部

分モジュールの試作・実験とそれに基づくシステ

ム設計に留まった班、Aは左記だけではなくシス

テムの試作まで達成できた班です。表１が示すよ

図１　学科におけるプログラミング演習科目



A
A
A

A
B

A
B
B

B
B

2023年度実施
Web掲示板*
IoT端末通信システム*
機械学習演習支援シス
テム* 
図書管理システム
冷蔵庫余り物レシピ提
案システム

2024年度実施
Web掲示板*
OSの実装*
全文検索システム

時間割配信システム
アルバイトシフト管理
システム
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由記述から計26件分の問題点の指摘が抽出され

ました。その分類結果を図２に示します。問題点

は、(a)不正確さと信頼性の問題、(b)意図の伝達

と理解の問題、(c)学習と理解の阻害、(d)デバッ

グや環境構築の難しさ、(e)ループと非効率性の

問題、(f)ユーザーのスキルに依存、として整理し

ています。これらの区分名は「ループ」といった

自由記述のままの表現も残っているが、意見を大

きく分けると、意図を正確に伝えること及び回答

理解の難しさ(b, c)と、提案プログラムの適用に際

して修正やデバッグに高度なスキルが必要となる

点(a, d, e, f)に集約されます。

以上のように、スタッフから個別アドバイスを

提供しながらChatGPTの個人活用を推進すること

により、受講生がChatGPTを効果的に活用するス

キルを向上させたと考えられます。特に、必要な

技術文献を読む知識をChatGPTに個別に問い合わ

せることで、システムの構造的理解を深める学習

負担を軽減したと捉えています。また、システム

構築の部分要素に対するプログラム自動生成もシ

ステム完成に有効に働いたものと考えています。

他方、このようなChatGPTの活用には、提案され

たプログラムに対する修正・デバッグ作業が必要

であり、何らかのプログラミング言語でのプログ

ラミング力を持っていることが前提となることも

明らかになりました。

表１　情報システム設計演習で各班が設計した情報システム

うに、2024年度は大幅にシステム試作まで達成

した班が増える結果となりました。

2024年度から90分15回授業から105分13回授

業と授業体制が変化しましたが、教員と正規

TA(修士学生)とサポート学生(筆者の研究室の４

年生 ２名)の計４名のスタッフで各班を支援する

体制は両年で同じでした。

当該科目では、自分たちの課題とするシステム

の概要を決定するために、班相互にプレゼンテー

ションを繰り返しながら、適切な参考文献を調査

する作業に授業期間中の約４割を費やすスケジュ

ールになっています。例年、学生が希望するシス

テム構築の実践的テンプレートとなる書籍を見つ

けることは難しく、仮に見つかったとしても、そ

れを読みこなし実装するにはスタッフの多大なサ

ポートが必要となることが問題でした。

2024年度は、スタッフが第３節で述べるよう

な課題によりChatGPTの使い方を理解した上で、

受講者にChatGPTの利用法を適宜解説するサポー

トを行いました。そのことで受講者が自立的に

ChatGPTを活用できるようになり、その結果、多

くの班がシステムの試作まで達成できたと考えて

います。

実際に受講者にChatGPTの有用性を５段階評価

させたアンケートを実施したところ、回答者22

名中19名(評価４が11名、評価５が８名)が有用で

あったと回答しました。同時に実施した自由記述

アンケートでは、ChatGPTのポジティブな点に関

して、システム構築に必要な知識や理解を深める

ことができる点があげられました。また、プログ

ラミング・実装の観点からは、コード生成や改善

提案によりプログラムの効率化や質の向上したこ

とや、作業の行き詰まりの解消、コーディングの

時間短縮といった点があげられました。

他方、自由記述アンケートに記載された内容を

ChatGPT-4oによって分類した結果、22名分の自

図２　自由記述アンケートの指摘する問題点

３．プロンプト記述の習熟課題

2023年度後期に実施したプレゼミナールでは、

発表者の研究室に仮配属された11名の学生が、

発表者の専門である自然言語処理と人工知能の基

礎を学習します。また、人工知能システムを実装

する上で重要となるWebシステムの構築を例年演

習しています。2023年度後期は、ChatGPTを活

用する課題を実施しました。この経験が第２節で

問題点カテゴリ
a b c d e f

8

6

4 4
3

2

回
答

数

8

6

4

2

0



説明したスタッフによるChatGPT個人活用サポー

トの実施力の源泉になったと考えています。

課題内容は、研究室で開発したビジュアルプロ

グラミングブロック[1]を基に、学生が新たなブロ

ックを作成するというものです。これらのブロッ

クはBlockly[2]を使って作成しています。例えば、

図４のようにブロックを組み合わせることで、

ChatGPTでプログラムを生成するためのプロンプ

トを出力します。ブロックの設計では、Webコン

テンツのHTML、CSS、JavaScriptを生成するため

に、適切なプログラムを促すプロンプトを試行錯

誤する必要があります。一方、Webコンテンツの

基本構造であるテンプレートは既にブロック化さ

れて提供されているため、学生は特定のWebコン

テンツやモジュールに集中して、ブロックやプロ

ンプトの設計に取り組むことができます。

このような課題実践の結果、自己紹介ページ作

成ブロック、アンケートフォーム作成ブロック、

データ検索機能ブロックなどが提案され、全員が

Webコンテンツ生成のためのプロンプト記述を学

ぶことができました。

今回紹介した実践はWebコンテンツを例と

していますが、多くの情報システム構築にお

いても、そのシステムに対応する構造的なテ

ンプレートに相当する知識が存在すると考え

られます。そのようなテンプレート構造をあ

らかじめブロックとして整備しておくことが

できれば、全体構造の中の部分的なモジュー

ルの生成からプロンプト記述の学習を始めら

れる教材を開発できると考えています。

４．まとめ

本稿では、情報システム構築型演習におけ

るChatGPTの個人活用の利点と課題について

報告しました。また、ChatGPTのプロンプト
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図４　ブロックからのプロンプト出力

  

図３　ビジュアルブロックの組み合わせ例（左）
対応するWebコンテンツ（右）

記述スキルを向上させるための

方向性の一つとして、具体的な

課題実践例も紹介しました。

参考文献および関連URL
[1] 宿谷海斗, 竹内和広: WEBデザ

インに向けたビジュアル開発

ブロックの設計, 情報処理学会

コンピュータと教育研究会

172回研究発表会, 2023

[2] Blockly 

https://developers.google.com/blockly
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生成AIが、大学教育に大きな変化をもたらす新

しい技術として期待と不安両方の側面から注目を

集めている中、横浜国立大学教育推進機構(旧高

大接続・全学教育推進センター)では、本学教員

が、日々の教育活動でこうした生成AIをどの程度、

またどのように活用しているのか、さらに、どの

ような困りごとがあるかを把握し、今後の教育活

動に活かしていくことを目的に、2023年11月、

「生成AIの活用等に関する教員アンケート」を実

施しました。そのアンケート中で、「生成AIを授

業(講義、演習・ゼミ、実験・実習)で活用してい

る」と回答した教員に、より詳細な活用状況を聞き

取り、翌年３月に実践事例集としてまとめたのが

「生成AIの活用に関するグッドプラクティス集」[1]

です。本稿では、その事例集に収められている、

授業で「教員が利用する場合」と「学生に利用さ

せる場合」の計８事例を紹介します。

【教員が利用する場合】
（１）“世界的標準”を意識した授業設計とグルー

プワークのファシリテーション準備

担当教員：田名部　元成先生(経営学部）

科 目 名：情報システムとイノベーション

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：３年次以降

履修者数：100名

授業内容：

社会、企業組織、個人の活動に必要な情報の収

集、蓄積、処理、伝達、利用に関わる一連の仕組

み(情報システム)が、現代社会やビジネスにおけ

る問題解決や価値創造という文脈において持つ意

味を理解し、情報システムの企画、設計、構築、

実施、運用における望ましい働きかけに関して、

社会的組織的文脈や倫理的課題事項を踏まえた現

実的提案を行うための分析視点を身につけること

を目的とする。

活用している生成AI：ChatGPT
《活用法１》授業設計に活かす

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

授業で取り上げる学習項目や授業の構成に関す

る世界的標準を概観し、その結果を授業設計に活

用している。

《具体例》
例えば、経営情報システム(MIS、Management

Information Systems)という科目において、AIのビ

ジネスにおける活用を教える場合、以下のように

プロンプトに聞く。

MISの授業において、AIのビジネスにおける活用を
教える場合、どのような学習項目が世界的標準ですか。

回答は次の通り。

ChatGPT
MIS(Management Information Systems)の授業

において、AIのビジネスにおける活用を教える際には、
以下のような学習項目が世界的な標準とされています。
ただし、これらの項目は変化する可能性があり、最新
のトレンドや技術の進展に合わせてカリキュラムをア
ップデートすることが重要です。
１．基本的なAIの概念と原則：

・ 機械学習、ディープラーニング、自然言語処理
などの基本的な概念の理解。

・ AIの原則と倫理に関する基本的な知識。
２．ビジネスインテリジェンス(BI)との統合：

・ AIをビジネスインテリジェンスに統合し、意思
決定プロセスにどのように活用するかの学習。

３．データ分析と前処理：
・ データの前処理とクレンジングの技術。
・ 特徴選択と変換、データの正規化、欠損データ

の取り扱いなど。
４．機械学習モデルの構築と評価：
・ 機械学習アルゴリズムの基本的な理解。
・ モデルの訓練、テスト、評価の手順。

５．ディープラーニング：
・ ニューラルネットワークの基本原則と構造。
・ ディープラーニングアプローチの理解と実践。

６．自然言語処理(NLP)と音声処理:
・ テキストおよび音声データの処理と解析。
・ 言語モデルの概念と利用。

７．AIのビジネスアプリケーション：
・ CRM(Customer Relationship Management)、

供給チェーン管理、財務予測など、異なるビジネ

特　集

生成AIを活用した授業のグッドプラクティス
―「教員が利用する場合」と「学生に利用させる場合」―

横浜国立大学
教育推進機構准教授 安野　舞子
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ス領域でのAIの応用。
８．セキュリティとプライバシーの考慮：

・ AIシステムにおけるセキュリティおよびプライ
バシーの問題への対処。

９．実践的なプロジェクト：
・ 実際のビジネス課題に対するAIソリューション

の設計と開発。
10．最新のトレンドと事例研究：

・ AIの最新のトレンドや実際のビジネスケースス
タディの分析。

これらの学習項目は、学生がAIを理解し、実際のビ
ジネス状況で活用できるようにするための基本的な要
素を網羅しています。また、業界の変化に追随してカ
リキュラムを更新し、実践的な経験を積ませることも
重要です。

この結果と、自身が当初用意していた内容とを

比較し、新しく追加すべき項目があれば、さらに

それを詳細に調べていく。

《活用法２》グループワークのファシリテーショ
ンの準備に活かす

授業中に受講生に問いかけようとする質問事項

に関して、予想される受講生からの回答を

ChatGPTにて事前に収集し、授業の円滑かつ効果

的な進行に役立てている。

《具体例》
例えば、特定の企業やビジネスを選択してそれ

を調べさせるグループワークを受講生に行わせる

場合、受講生が選びそうな企業をあらかじめ

ChatGPTから取得しておくことで、グループワー

クのファシリテーションを効果的に行うことがで

きる。一例として、「近年の(日本)企業の不祥事

について取り上げ、授業で学んだいくつかの視点

から論じなさい」というグループ討議課題を出す

場合、学生等がどのような不祥事を取り上げるの

かを、ChatGPTを使うことで事前に想定すること

ができるとともに、どのような不祥事なのか(内

容)と、どういった点が特徴的なのかを事前に把

握しておくことで、より円滑にファシリテートす

ることができる。

（２）四択問題の誤答の生成で、毎回の小テスト

作問労力が大幅に減少

担当教員：吉田　直樹先生(情報戦略推進機構)

科 目 名：情報セキュリティマネジメントA/B

授業方法：講義

授業形態：併用(対面系)

履修学年：２〜４年

履修者数：50名

授業内容：

情報のセキュリティにかかわる会社などの組織

の取組みや、技術について理解する。

活用している生成AI：ChatGPT

特　集

《活用法》
自作の四択問題の作問において、誤答の作成を

してもらう。

《具体例》
授業の頭に、毎回の予習や復習の確認テストを

行っており、また授業の終わりには受講の確認テ

ストを行っている。期末テストは行わず、授業の

毎回の小テストで評価している。この小テストの

問題作成に活用している。ITパスポート試験など

をイメージしており、四択問題を基本としている。

授業の意図や狙いに沿ったことを回答してほしい

ので、問題とその正解択は簡単に作成できる。し

かし、残りの誤答三択を作成するのは創造性や語

彙力が求められるため非常に手間がかかる。この

労力を軽減するためにChatGPTを使っている。

下記のような流れで問題作成と、その問題の妥

当性の検証を行っている。

※ChatGPT3.5を利用。
あなた
Q：監査(かんさ、auditまたはauditing)とは何か？
A：「ある事象・対象に関し、遵守すべき法令や社内

規程などの規準に照らして、業務や成果物がそれら
に則っているかどうかの証拠を収集し、その証拠に
基づいて、監査対象の有効性を利害関係者に合理的
に保証すること。」

という四択問題を作る予定です。誤った回答を５案あ
げてください。

ChatGPT
以下は誤った回答の５つの例です：

監査は企業の経済的な利益を最大化するための手法
である。

監査は個人のプライバシーを侵害することを目的と
している。

監査は組織内のコンフリクトや不和を解決するため
に行われる。

監査は将来の業績予測や市場トレンドの予測を行う
ために行われる。

監査は組織の信頼性や透明性を向上させるための手
段ではない。

（上記案を見て、自分で問題に落とし込んで、学生
が回答を正しくできるかチェックする）

あなた
監査について正しい説明文を選べ。
１．証拠に基づき、監査対象の有効性を利害関係者に

合理的に保証すること。
２．証拠に基づき、企業の経済的な利益を最大化する

こと。
３．証拠に基づき、将来の業績予測や市場トレンドの

予測を行うこと。
４．証拠に基づき、組織内のコンフリクトや不和を解

決すること。
またそれぞれの選択肢について正答の理由も説明し

てください。
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ChatGPT
正しい説明文は以下の選択肢です：
１．証拠に基づき、監査対象の有効性を利害関係者に

合理的に保証すること。
正答の理由：
監査の主な目的は、ある事象・対象に関して遵守す
べき法令や社内規程などの規準に照らして、業務や
成果物がそれらに則っているかどうかを確認し、そ
の証拠に基づいて監査対象の有効性を利害関係者に
合理的に保証することです。この選択肢が正解です。

２．証拠に基づき、企業の経済的な利益を最大化する
こと。
誤りの理由：
監査は企業の経済的な利益を最大化することを目的
としているわけではありません。監査の主な目的は、
適切な規制遵守や業務の適正性を確認し、利害関係
者に対して信頼性のある情報提供を行うことです。

３．証拠に基づき、将来の業績予測や市場トレンドの
予測を行うこと。
誤りの理由：
監査は将来の業績予測や市場トレンドの予測を行う
ための手段ではありません。監査は過去の業績や実
績に基づいて、適切な規制遵守や業務の適正性を評
価することに重点が置かれます。

４．証拠に基づき、組織内のコンフリクトや不和を解
決すること。
誤りの理由：
監査の主な目的は、組織内のコンフリクトや不和を
解決することではありません。監査は遵守すべき規
準に照らして業務の適正性を確認することを通じて、
信頼性や透明性を向上させることが目的です。

以上のように、単に誤答を出してもらうだけで

なく、生成された誤答案を確認した上で、「学生

が回答を正しくできるかチェックする」という作

業まで行うことが重要である。

（３）ChatGPTとのやり取りを題材として、記述

型の試験問題を作成

担当教員：村井　基彦先生(理工学部）

科 目 名：流体静力学

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：１年

履修者数：40名

授業内容：

本授業では、海洋空間のシステムデザインコー

スの主たる学問分野である船舶海洋工学で基本と

なる「波の無い静止流体中に浮いている物体に作

用する力と静的安定性」について考え方や計算手

法を学ぶ。学部１年生の必修科目である。

活用している生成AI：ChatGPT
《活用法》
記述型の試験で、専門用語に関するChatGPTと

の会話的なやり取りを示した上で、その回答例の

問題点を指摘するタイプの出題をした。

《具体例》
本授業では中間テストと期末テストを実施して

おり、中間テストの１つの設問をChatGPTを使っ

て作成してみた。自分(担当教員)が質問者Q、

ChatGPTが回答者Aの役割を担当する形で会話形

式の文章を提示し、回答者Aの回答内容の誤りを

修正させる、という問題を作成した。

大学で初めて接する専門用語について、学生が

ChatGPTを辞書代わりに使うかもしれないと思い

つつ、こちらで対話をしてみると、案外、世間一

般で間違う、あるいは、大学生がよく間違う間違

いの回答をChatGPTがしてきた。そこで、「これ

なら、反面教師的に問題になるな」と感じ、問題

文に採用してみることにしてみた。

記述型では、単に「○○の用語について説明せ

よ」よりも、「○○の用語についての記述を修正

せよ」のほうが、少し理解の精度のハードルが高

くなると考える。そこで、誤答の例を、“こちら

側の創作”ではなく、ChatGPTにその役割を果た

してもらった、という感じである。まさに、反面

教師としての役割をしてもらった。

＜実際の試験問題文＞
１．ChatGPTに、流体静力学に関係する質問Qをした

ところ、次のような回答Aを得た。この題材をもと
に回答せよ。
Q1：浮いているものに作用する浮力は、物体表面

に作用する静水圧と関係していますよね？
A1：物体が液体中に浮いている場合、物体表面に

は静水圧がかかります。この静水圧は、物体の
深さによって増加し、その深さにある液体の重
さに相当します。静水圧は上向きの力として作
用するため、物体が浮いている場合には、浮力
と静水圧が釣り合っています。

Q２：静水圧と浮力とアルキメデスの原理の関係を
説明するとどうなりますか？

A２：ある水深における静水圧は、その水深にある
液体の上にある液体の重さに相当します。水深
が深くなると、上にある液体の重さが増えるた
め、下方向への圧力が増加します。したがって、
アルキメデスの原理によれば、「物体が液体中に浸
かっている場合、物体が排除する液体の体積に
比例する浮力が働き、その浮力は物体表面全体
に均等にかかる静水圧と釣り合う」とされます。

Q３：物体表面に作用する静水圧を積分すると、押
しのけた水の重量に等しいというのはどうやっ
て証明するのですか？

A３：以下の手順を通じて説明します。
（ア）物体表面に作用する静水圧の微小な要素を考

えます。微小な表面要素における静水圧は、そ
の位置における液体の重さによって決まります。
微小な表面要素の面積をdA、その位置の水深を
hとすると、微小な要素にかかる静水圧はP =
ρghとなります（ここで、ρは液体の密度、g
は重力加速度です）。

特　集

①
②
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（オ）物体表面全体にかかる静水圧の積分Fと浮力
F_buoyantが等しいことを示すために、積分結
果と浮力の関係を比較します。積分結果を評価
すると、

F = ∬S (ρgh) dA = ρ_fluid * g * V_displaced = F_buoyant
以上の手順により、物体表面に作用する静水圧
の積分が押しのけた水の重量に等しいことを証
明できます。

Q4：先ほどの（オ）は等式の証明の説明にはなっ
ていませんね。等式が成り立つはずという概念
を述べているに過ぎないと思います。等式の証
明とは、式変形を経て恒等的な関係が示されて、
証明されるもので、上記のモノは数値的に値が
同じになれば同じであるとなっていて解法と、
証明が混同しているように思います。少々細か
い点で、F=∬S PdAとしていますが、ρとgを
くくりだしたとしても圧力には向きがありませ
ん。上向きの力に限定するためには、微小な表
面要素の法線方向の定義を用いないと、筋が通
らないですよね？などなど、いろいろ怪しい説
明ですね。

A4：おっしゃる通り、私の説明が不十分でした。
申し訳ありません。

問1：A1の下線部には誤りがあると考えられる。そ
れぞれの修正案を記せ。

問2：A2の文の中で、誤っていると思われる部分に
下線を引き、修正案を記せ。また、誤っている
部分が無いと思う場合には、回答欄に“修正部
分無し”と記すこと。

問3：Q3〜A4までのやり取りを踏まえつつ、２次
元問題として、物体表面に作用する静水圧を積
分すると、押しのけた水の重量に等しい上向き
の力を得ることをガウスの定理を用いて、証明
的に説明せよ。

（４）レポート採点時にAI生成物か否かを判断す

るためChatGPTでチェック

担当教員：清野　友規先生(都市科学部）

科 目 名：Prospects of Arch, Infstr & Ecosystem Sci

授業方法：講義

授業形態：オンデマンド

履修学年：１年〜

履修者数：224名

授業内容：

本講義は、建築学、都市基盤学、環境リスク共

生学の基本的な考え方を英語で学び、科学的に都

市を理解し、都市の創生を英語で考えることがで

きる素養を身につける。

活用している生成AI：ChatGPT
《活用法》
学生のレポートがAI生成物か否かを判断するた

めに、レポート課題文をChatGPTに入力して回答

を確認。

特　集

《具体例》
主に１年生を主対象とした全学教育／教養教育

科目において、提出されたレポートの中に論理が

不自然かつ文章が冗長というAI生成物の特徴が顕

著なものがあり、レポート課題文をそのままプロ

ンプトに入力したところ、そうした不自然なレポ

ート中に表れるキーワードが共通していたことに

気付いた。なお、課題文は、技術士試験の２次試

験問題を真似た以下のようなものである（英語の

科目なので、実際は英文）：

「〜という背景を踏まえ、あなたが〜の立場にあ
ると想定して、以下の(１)から(３)の問いに答え
よ。
(１)　〜
(２)　(１)の回答に基づき〜
(３)　(２)の回答に基づき〜」

課題文作成の際にChatGPT対策という意識は全

くなかったが、採点の都合上、ある程度正解の方

向性が絞られる課題文にしようという意識はあ

り、技術士試験の形式を真似ることを思いつい

た。

レポート課題文を全文そのままプロンプトに投

げることを、４、５回ほど行った。ChatGPT3.5

の回答は２、３パターンくらいに限定されている

ようであった。AI相手にせよ、人間相手にせよ

「正解の方向性が絞られる課題文」の形式は似通

ってくるのだと考える。

このような取組みを行った結果、ChatGPT利用

と思わしきレポートは２割くらいあったように感

じる。正直、かなり多いと驚いたが、

１．教養科目なので授業内容に興味は無いが、単

位は欲しいという学生が少なくない。

２．大抵の日本人学生は英作文に慣れていないの

で、翻訳だけでなくいっそ内容もAIに書かせよ

うという怠惰な考えに至りやすい。

３．AIが出力した不自然な英文を校正できるだけ

の英語力が無いのでボロが出やすい。

という辺りが原因ではないか、と想像している。

実際の採点では、内容はChatGPTの回答に類似

しているものの、１ページに収まるように情報を

取捨選択しているレポートは減点していない。フ

ォーマットを整える過程で内容をある程度咀嚼し

ていると期待しての判断である(独自性は乏しい

ので大抵は可、一部は良に相当する点数にした）。

２ページ以上のレポートの殆どはAI丸投げが疑わ

れる内容で、60点前後の点を付けた。本人にAI

利用の確認はしていないが、「フォーマットを守

ってないのは低評価で当然」というのが出題者と

しての言い分である(なお、当該授業は講義担当

が毎週変わる形式だったので、筆者の配分は総得

点の1/15だけである）。
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【学生に利用させる場合】
（１）ディスカッションの活性化と調べ学習に活用

担当教員：田名部　元成先生(経営学部）

科 目 名：情報システムとイノベーション

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：３年次以降

履修者数：100名

授業内容：

社会、企業組織、個人の活動に必要な情報の収

集、蓄積、処理、伝達、利用に関わる一連の仕組

み(情報システム)が、現代社会やビジネスにおけ

る問題解決や価値創造という文脈において持つ意

味を理解し、情報システムの企画、設計、構築、

実施、運用における望ましい働きかけに関して、

社会的組織的文脈や倫理的課題事項を踏まえた現

実的提案を行うための分析視点を身につけること

を目的とする。

活用している生成AI：ChatGPT
《活用法１》ディスカッションに活かす
グループディスカッションの際に、グループメ

ンバーの一人として生成AIを加え、ディスカッシ

ョンを活性化させている。

《具体例》
グループディスカッションのお題として、例え

ば「ソーシャルメディア上での紛争解決策として、

運営者がアカウントを停止するといったケースが

しばしば見られるようになってきた。今後、様々

な紛争解決の手段としてどのようなものが考えら

れるか。」と出す。ChatGPTを利用させる以前は，

グループ内でまったく意見が出ずディスカション

が成り立たなかったことがあったが、ChatGPTに

より無言で時間を過ごすことは無くなった。

ChatGPTとともに、アイデアを「壁打ち」するこ

とによってそれを洗練させるということが効果的

ではないかと感じている。

なお、生成AIを利用しても良いとは言うが、プ

ロンプトへの尋ね方は指導せず、むしろ考えさせ

ている。ファシリテーションの過程で、学生から

「こんな回答が得られたのですけど、これって本

当ですか？」という質問もある。その場合は、プ

ロンプトに何と聞いたのかを確認するとともに、

その聞き方について多少コメントすることもあ

る。例えば、「日本語のデータが少ないので間違

ったことを答えているね、英語で聞いてみたらど

うなる？おそらく結果は正反対なのでは？」のよ

うに伝えている。

《活用法２》調べ学習に活かす
授業で取り扱う内容を事前に調べさせるときに

使わせている。

《具体例》
次回の授業で取り扱う内容を深く理解するため

に、いわゆる調べ学習をさせており、例えば、以

下のような課題を出している。

課題番号：IS2023-04 企業情報システムの発展
情報システムの発展の歴史について、まとめ(キュレー
ション)を作成しなさい。
・まとめ(キュレーション)の要件

冒頭に全体の要約を記載し、最後に全体の総括を
記載する
・ 最低５つの記事等をまとめに含めるが、自身の

見解を必ず含める
・ 一貫した文脈に沿って記事等を配置する(※ア

グリゲーションでは駄目）
・ 引用に際しては、引用箇所を明示した上で、必

ず引用元のURLを明記する
・ ChatGPTやBingを用いる場合は、使用したシ

ステム(サービス)を明記するとともに、記載内容
の真偽について、引用文献を提示しながら検討す
る

・Teamsチャネル：IS2023-04 企業情報システムの
発展

・作成締切：2023/5/9 11:59 PM

上述のように、ChatGPTやBingを使った場合は、

利用したことを明確にし、その結果の妥当性につ

いて、参考文献とともに検討することを義務付け

ている。ただ、生成AIを活用したと申告する学生

は、教員側が想定したよりも圧倒的に少ない。毎

回課題を提出する学生(60名程度)に対して、５％

程度(２〜４名)といった状況である。利用した学

生のうち、１〜２名は極めて慎重にAIの答えをチ

ェックしていて、時折、AIの答えが間違っている

ことを指摘し、正しい答えに修正している。一方

で、「時間がなかったのでAIを使ってみた」とい

う学生も１〜２名はいる。成果物(提出された課

題)を見れば、AIの回答を精緻に調べたかものと、

そうでないものとの差は一目瞭然である。AIの回

答をベースに課題を作成したと思われる課題は、

概ね議論に深さがないという状況であった。

なお、授業アンケートの自由記述（この授業の

良かった点や改善した方が良いと思った点につい

て書いてください。）では、「ChatGPTの回答を検

証していく方法は他の資料のどこに注目すれば良

いかが明確なため理解をしやすい。今後も

ChatGPTの回答を検証していく方法を実践した

い。」という回答があった。

（２）講義の中で実演し生成AIの有用性と有限性

を伝える

担当教員：平川　嘉昭先生(理工学部）

科 目 名：浮体運動学

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：３年

履修者数：35名

特　集
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特　集

「分かりにくく説明してください。」という指示

を出して分かりにくい回答を返せるかどうかに

ついても示した。どういう説明の仕方をすると

分かりにくいかを示したいという意図で行った

が、分かりにくい説明を返すことは無かった。

④　「〇〇についての研究を10件教えてくださ

い」という指示を与え、それに対する回答がど

の様になるかを示した。３年生の講義というこ

ともあり、４年生で卒研着手をした際に先行研

究の調査補助や、自身のテーマを考えるうえで

使えそうかどうかを考えてもらいたいという意

図で行った。また、現在実際に行われている研

究なのかどうか不明であっても閃きを得ること

には使えるかも知れないとコメントした。

⑤　卒業研究等では参考文献としてウェブサイト

を利用することもあり、情報量が多いウェブサ

イトと情報量が少ないウェブサイトを要約する

様子を実演し、要約できている・できていない

様子や、図・グラフについては対応できていな

い様子を示した。

⑥　Pythonでグラフを表示するコードを書かせる

様子の実演を行った。グラフのデータとなる数

値を並べてあるcsvファイルを用意し、BingAI

の画面、csvファイルの中身、Pythonでの実行

結果もスクリーンショットとしてスライドに表

示し、⑤までの調査系の指示と比較して正確な

結果を返してくる様子を示した。

⑦　PDFファイルの要約の実演として、同日提示

した「運輸安全委員会の船舶事故報告書の要約」

というレポート課題の説明をしたあとに、その

レポート課題にBingAIを使用するとどのような

結果が返ってくるかを実演した。指定した事故

とは全く異なる回答を返してきたことから、誤

りを指摘し再度回答させたが正しい回答を返す

ことは無かった様子を示した。

（３）実演を通して「生成AIには技術的限界があり、

正解を選ぶ際の知性が問われる」ことを強調

担当教員：児嶋　長次郎先生(理工学部）

科 目 名：物理化学１

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：１年

履修者数：68名

授業内容：

物理化学は化学・生命系学科で学ぶ化学のあら

ゆる分野の基礎であり、その取り扱う範囲は多岐

にわたっている。この講義は、気体の性質や化学

反応速度論などに関する専門基礎知識、および、

それらを問題解決に利用できる能力を身につける

ことを目標とする。

活用している生成系AI：ChatGPT

①　講義で紹介した船舶について調査する実演を

行った。事前にBingAIを使った様子を録画して

おき、それを講義で上映しAIの回答に対してそ

の場でコメントしていくという形式で行った。

AIが返してきた誤った回答に対しチャット上で

誤りを指摘し、その後正しい回答を返すことが

できるかどうかの様子を示した。また、学期末

に行う船舶に関する調査を行うレポート作成に

活用できるかどうかについてもコメントした。

②　①とは別の内容の調査結果を一覧表にすると

いう作業を実演した。①では誤った回答をして

いたこともあり、表示された引用元から正しい

結果を回答しているという事も確認し、自分で

確認する作業(手間)が必要であるということを

伝えた。

③　語句説明について「あなたは〇〇です。☓☓

について分かりやすく説明してください。」と

いう指示を「〇〇」を変えると回答の内容がどの

ように変化するかを何パターンか示した。また

授業内容：

船舶や海洋構造物は波浪の影響を受ける。実際

の海の波は不規則波となり船舶・海洋構造物が受

ける波浪の影響を知るためには不規則波中の応答

を推定することが必要となる。不規則波中の応答

を推定するためには、先ず平水中・規則波中での

運動特性を知る事が必要となる。本講義では“浮

体”の運動を理解することを目的とする。

活用している生成AI：BingAI
《活用法》レポート作成や授業に臨む上での情報
収集

「調べ物」「長い文書の要約」「コーディング」

で、生成AIがどのように誤った回答を返してくる

か、正しい回答を返してくるかの具体例を講義で

紹介し、利用する際は注意が必要であることを伝

えている。

《具体例》
各回の講義で行っている雑談の中で、講義の内

容と絡めてBingAIを使用している様子のスクリー

ン録画またはスクリーンショットを見せる形で実

演している。
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（４）生成AIを活用した授業づくりを学生に提案

させることで 「可能性」と「限界」を体感

担当教員：高芝　麻子先生(教育学部）

科 目 名：中国古典文学講読

授業方法：講義

授業形態：対面

履修学年：２〜４年　履修者数：25名

授業内容：

中国の歴史書の原典に取り組むことによって、

漢文の読解能力のレベルアップを目指す。併せて、

歴史資料・作品の比較研究の面白さを知ってもら

いたい。今年度は、『史記』の項羽と劉邦に関す

る記事を中心に読む。

活用している生成AI：ChatGPT
《活用法》
「授業者」として学生に授業案を考案させ、そ

の際に「生成AIを児童・生徒に使わせる」ことを

条件とした。その授業案の一部を実際の授業で実

施し、教育活動における生成AIの効果的な使い方

や限界について皆で検討した。

《具体例》
教育学部の学生が履修している本授業では、

『史記』の内容を学ぶことで教材研究のための基

礎的な力をつけることを目指している。授業では

知識や考え方のインプットが中心になるため、一

学期に二回レポートを課し、学修内容のアウトプ

学生からの質問へのChatGPTを用いた回答例
「今日の授業で111%硫酸という言葉が出てきましたが、100％を超えるとはどうも思えません。98％硫酸なら２％

の水が不純物としてあるのは理解できるのですが、この11％はいったい何なのでしょうか？」

教員によるChatGPT3.5の実施例
プロンプト

111％硫酸について説明して
ChatGPT

111％硫酸は、通常の硫酸溶液よりも濃い溶液を指します。通
常、硫酸の濃度は水に対して百分率で表されますが、111％硫酸
は一般的な濃度の範囲を超えています。

111％硫酸は、通常の硫酸溶液よりも多くの硫酸分子を含んで
います。このような高濃度の溶液は、特定の化学反応や実験手
法で必要な場合に使用されることがあります。高濃度の硫酸は、
特定の反応の速度や効率を向上させるために使用される場合が
あります。

ただし、111％硫酸は⾮常に腐食性が高いため、取り扱いには
十分な注意が必要です。皮膚や粘膜に接触すると、深刻な化学
や熱傷を引き起こす可能性があります。また、111％硫酸は他の
物質との反応性も高く、爆発や発煙、有毒ガスの発生などの危
険性があるため、適切な環境下での使用が求められます。

一般的な使用例としては、有機合成や燃料電池などの特定の
化学プロセスで使用されることがあります。ただし、111％硫酸
の取り扱いには厳格な安全基準と専門知識が必要であり、適切
な訓練を受けた専門家や実験室でのみ使用されるべきです。

学生による実施例（入力履歴、version不明）
プロンプト

111％硫酸について教えてください。
ChatGPT

申し訳ありませんが、111％硫酸という濃度の硫
酸は存在しません。化学的には、硫酸の最大濃度は
100％(純硫酸)です。硫酸は水を⾮常に強力に吸収
するため、水を含まない純粋な硫酸が得られること
はありません。

硫酸溶液の濃度は、硫酸と水の比率で表されます。
通常、水で希釈された硫酸溶液の濃度は、希硫酸や
一般的な濃度(例：98％硫酸)として表されます。

《活用法》
・ 過去の定期試験の問題を生成系AIに回答さ

せ、生成系AIの能力の高さと限界を見せる。

・ 質問の方法を変えることで、AIの回答が変わ

ることをデモンストレーションする。

・ 質問の方法を変えることで得られる、様々な

AIの回答を比較することで、正解を選ぶ知性の

重要性を指摘する。

《具体例》
講義時間内に少しずつ、長期間継続的にわたり

実演した。時間の関係で講義中に学生たちにワー

クさせることはできなかったが、質問対応の形で

学生の実施結果を授業中に何回か紹介している。

授業の中でChatGPTを取り扱っているのは、

「技術的限界を示しつつも、生成AIを積極的に使

いこなせるようになってもらいたいから」である

が、ChatGPTはWeb(wikiや検索)の出力を会話形

式・画像/グラフ/プログラム出力などに機能拡張し

たものであり、Web(wikiや検索)と同様に、回答に

は不正確な情報が反映されてしまう傾向にある。

このような背景から、専門性の高い大学講義で

ChatGPTを直接利用するのは適さない。そこで、

本授業では、ChatGPTには「技術的限界があり、

入力方法の工夫や正解を選ぶ際の知性が問われる」

ので、知識(wiki、検索)ではなく知性(自ら考え判

断する力)を身に付ける重要性を強調している。

＜実演例＞
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ットを行わせ、フィードバックとして提出された

解答の紹介を行い、優れたアウトプットを共有し

た。本取り組みは、中間レポートの課題であり、

課題文は以下の通り。なお、中間レポートは３つ

ある課題のうちから１つ選ぶことになっており、

この課題を選んだのは６名だった。フィードバッ

クでは実際に提出された解答の中からいくつかを

教室で実践し、「生成AIを使って教材を作るとき、

実際にはどのような困難があり、どのような使い

方が現実的か」を検討した。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

ChatGPTなどAIを活用した『史記』の授業を提

案しなさい。

（学校種・学年は自由、AIを用いる狙いと長所短

所に言及すること）

提出物：授業の説明A4一枚、図やイラスト、写

真の使用可

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

その後、提出された課題(中間レポート)を授業

の中で紹介し、提案された活動の一部を実際に授

業の中で実施してみた。以下、提出されたレポー

トと授業での活動例を紹介する。

＜提出されたレポート＞

＜授業での活動＞
上記レポートを紹介し、以下のプリントを用い、

学生をグループに分け、どの仮説を支持するか根

拠とともに検討させた。

「IF」の妥当性を議論する
高芝

もしも鴻門の会で劉邦が殺されていたら、項羽はそ
の後どんな人生を送りましたか。４つの仮説を100字
程度ずつで提案してください。

Chat GPT
仮説１：劉邦の殺害後、項羽は中国を統一し、自ら皇

帝となる
劉邦の死によって項羽が最大のライバルを排除した

ことで、項羽はその勢力を拡大しました。彼は他の諸
侯を征服し、中国を統一します。項羽は自らを皇帝と
宣言し、新たな王朝を興すことに成功しました。

仮説２：劉邦の死により項羽の支配は崩壊し、別の諸
侯が台頭する

劉邦の死によって項羽は強力な支持者を失い、彼の
勢力は弱体化します。他の諸侯が項羽の地位を脅かし、
中国は再び分裂状態に戻ります。項羽は力を失い、そ
の後の人生は苦闘と敗北に満ちたものとなります。

仮説３：劉邦の死によって項羽は反省し、和平を模索
する

劉邦の死をきっかけに、項羽は自身の野心に反省を
抱きます。彼は過去の行動を反省し、和平を模索する
道を選びます。項羽は他の諸侯との交渉を重ね、戦乱
の終結と中国の統一を目指すようになります。

仮説４：劉邦の死によって項羽は失意に暮れ、自身を
責める

劉邦の死により、項羽は深い悲しみと後悔に襲われ
ます。彼は自身の選択が間違っていたことを痛感し、
自己責任を感じます。項羽は人生の残りの期間を劉邦
への追悼と自己反省に捧げ、慎み深い生活を送ること
になります。

グループ討議の結果、仮説１が圧倒的な支持を

集めた。仮説１以外は「それらしいことを言って

いるが説得力に欠ける」「AIには人間関係や感情

が理解できていない」という指摘があった。一方、

仮説３については「ロマンがあって好きだった」

という意見があり、説得力があるものを選ぶ作業

か、好ましいものを選ぶ作業かで、AIの使い方に

幅が出ることがわかった。

関連URL
[1] 横浜国立大学高大接続・全学教育推進センター

（現横浜国立大学教育推進機構）

「生成AI の活用に関するグッドプラクティス集」

https://www.yec.ynu.ac.jp/news/images/AI_good_practice.pdf

  

　

  　　   

  

根拠とともに検討させた。

活用している生成AI

活用
方法

（学校種・学年は自由、ＡＩを用いる狙いと長所短所に言及すること）

ChatGPTなどＡＩを活用した
『史記』の授業を提案しなさい。

授業の説明Ａ４一枚、図やイラスト、
写真の使用可

提出物

その後、提出された課題（中間レポート）を授業の中で紹介し、
提案された活動の一部を実際に授業の中で実施してみた。以下、
提出されたレポートと授業での活動例を紹介する。

提出されたレポート

仮説１ 劉邦の殺害後、項羽は中国を統一し、自ら皇帝となる劉邦の死によって項羽が最大のライバルを排除したことで、
項羽はその勢力を拡大しました。彼は他の諸侯を征服し、中国を統一します。項羽は自らを皇帝と宣言し、新たな
王朝を興すことに成功しました。

仮説２　劉邦の死により項羽の支配は崩壊し、別の諸侯が台頭する劉邦の死によって項羽は強力な支持者を失い、彼の
勢力は弱体化します。他の諸侯が項羽の地位を脅かし、中国は再び分裂状態に戻ります。項羽は力を失い、その後
の人生は苦闘と敗北に満ちたものとなります。

仮説３　劉邦の死によって項羽は反省し、和平を模索する劉邦の死をきっかけに、項羽は自身の野心に反省を抱きます。
彼は過去の行動を反省し、和平を模索する道を選びます。項羽は他の諸侯との交渉を重ね、戦乱の終結と中国の
統一を目指すようになります。

仮説４　劉邦の死によって項羽は失意に暮れ、自身を責める劉邦の死により、項羽は深い悲しみと後悔に襲われます。彼は
自身の選択が間違っていたことを痛感し、自己責任を感じます。項羽は人生の残りの期間を劉邦への追悼と自己反省
に捧げ、慎み深い生活を送ることになります。

高 芝
もしも鴻門の会で劉邦が殺されていたら、項羽はその後どんな人生を送りましたか。 
４つの仮説を 100 字程度ずつで提案してください。
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１．はじめに

2022年11月30日にOpenAI社がChatGPTを公開

したことを皮切りに、生成AI(Generative artificial

intelligence)に注目が集まり、様々な領域での活

用が広がっています。大学教育の現場においても、

発表当初から、この技術とどのように向き合うか

について世界中で議論が巻き起こり、2023年の

前半からは、日本でも各大学で生成AIの活用可能

性や留意点などについてのガイドライン等が発出

されました。

大学教育で当初から最も懸念されていたのは、

学習評価に関わる問題です。生成AIは誰でも無料

で利用でき、AIで作成されたものと人が作成した

ものとを見分けることが困難であることから、適

切な評価ができなくなることが危惧され、「教育

課題としての小論文は終わりを告げようとしてい

る」[1]とまで言われるようになりました。

このような現状において、大学教育の中で生成

AIをどのように利用していくべきかが問われてい

ます。本稿では、現在、主に日本の大学における

生成AIの利用状況を見た後、主に教育評価の側面

について、何をすべきかについて考えます。さら

に、評価を効果的・効率的に行うために、生成AI

をどのように活用することができるかについても

見ておきたいと思います。

２．生成AIの利用状況

大学における生成AIの利用状況については、現

在までに、いくつかの大学や関連組織での調査が

行われています。おそらく、各大学によって、そ

の利用状況には差があると考えられますが、現在

は教員、学生ともに一定の割合で生成AIを利用し

ているようです。

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

日本で生成AIが話題となって間もない2023年

５〜６月に東北大学が全国4,000人の学部学生に

実施した調査では、「ChatGPTを使ったことがあ

る」という学生は32.4％、レポートで使用したこ

とがある学生(未利用者を含む)は14％でした [2]。

その後、2023年10月〜11月に全国大学生活協同

組合連合会が全国9,873人の学部学生に実施した

調査では、文章生成AIを「利用している」が

28％、「利用したが今は使っていない」が17.8％、

「論文・レポートの作成の参考に」が22.1％となっ

ており、利用をやめる学生がいるものの、レポー

ト等での利用は増えていることがうかがえます[3]。

筆者の所属先の本学においても、2024年の３

月から４月にかけて、学生206名、教員245名を

対象に調査が実施され、学生の50％が生成AIを

利用していると回答しています。利用目的は、情

報検索(50.5％)、解決策の発見(47.6％)、翻訳

(46.6％)、好奇心を満たす(46.6％)、プログラミ

ング(38.8％)と分散しています。また、教員も

64.1％が利用中であると回答しています[4]。

このように、一部の学生はレポートの作成など

ですでに生成AIを利用していることがわかります

が、そのうちの多くの学生は、不適切な使い方を

避けるべきだという意識を持っているようです。

先述の東北大学による調査では、ChatGPTで生成

したものについて「内容が正しいかどうかを確認

し、必要に応じて修正した」という学生は91.8％、

「作成した文章等を書き換えたり書き加えたりし

て自分のアイデアを生かした」という学生も

85.3％と報告されており、生成AIの回答をそのま

まコピーペーストして提出する学生は少ないこと

も示唆されています。この回答結果には社会的望

ましさが影響している可能性もありますが、大半

特　集

生成AIと教育評価

大阪大学
全学教育推進機構
教育学習支援部准教授

浦田　　悠
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の学生は生成AIに依存してしまうことや回答の信

頼性が必ずしも高くないことをある程度認識して

いると言えるでしょう。

一方、2024年３月に仙台大学が全国の15歳以

上の学生と各種学校の教員を対象に実施した調査

では、生成AIを利用する大学・大学院生589人の

うち、25.8％が、生成AIが出力した結果を課題や

レポートにコピー＆ペーストして提出した経験が

あると回答しており[5]、一部の学生は、学習上望

ましくない方法で利用している可能性も指摘され

ています。

このような不適切な利用を防ぐためには、学生

の生成AIへの理解や学びへの意欲を向上させると

ともに、教員が生成AIの特性を理解し、適切に対

策をすることが求められます。次節ではその対策

や学生と共有すべきことを見ていきます。

３．生成AIと教育評価

（１）不適切な利用を防ぐには

大学教育における生成AIに対する不安や懸念の

議論で必ず出てくるのが、「アカデミック・イン

テグリティ(学問的誠実性)」の問題です。アカデ

ミック・インテグリティとは、「誠実、信頼、公

正、尊敬、責任、勇気の６つの基本的価値へのコ

ミットメント」[6]と定義されています。生成AIでレ

ポート等の文章を作成して、それをそのまま提出

する行為は、当然このアカデミック・インテグリ

ティを損なう行為となり得ます。生成AIは、誰で

も無料で気軽に利用できるため、従来よりも不正

行為へのハードルが下がることが予想され、また、

後述するように、少なくとも現時点では剽窃チェ

ックツールの精度が十分ではないことも不安や懸

念が広がる要因となっています。

それでは、このような不適切な利用を防ぐため

には、どのような対策が考えられるでしょうか。

この点について、筆者は、国内外の大学等で出さ

れているガイドライン等の文書やウェブページ、

ジャーナルの記事等から、そこで提案されている

対策を広く収集し、それをChatGPTを用いてカテ

ゴライズしました(表１参照、文献[4]より引用)。

これらの対策の中には、生成AIが話題になる前か

ら行われてきたものも多くありますが、「事前に

生成AIで試験問題を解いてみて、解けた場合は別

の問題を検討する」「引用を多用する課題を課す」

特　集

表１　生成AIの不適切な利用を防ぐ対策集

問題作成と試験の形式
最新の出来事や資料を扱うテーマを設定する
事前に生成AIで試験問題を解いてみて、解けた場
合は別の問題を検討する
授業内でディスカッションした内容を書かせる
短いライティング課題を頻繁に課す
口頭試験にする
長い文章を要約させる
インタビュー、コンセプトマップ、動画、ディベ
ートなど、レポート形式以外の課題にする
オンライン試験では、問題文は（コピペしにくい
ように）画像にする
音声と映像を組み合わせた動画で出題する
モラルに反する質問やプログラミングに反する質
問への回答を求める

評価とフィードバック
ピアや教員との対面ミーティングを組み合わせて
段階的に評価する
生成AIで作成した成果物ではないという内容に署
名させる
生成AIを利用していない時に学生が書いた文章と
提出されたものを比較する
引用を多用する課題を課す
学生が引用した文献を抜き打ちで実在するかチェ
ックする（ことを伝える）
対面または同期型で指導する成果についてのプレ
ゼン課題でQAも行う
手書きか口頭で、学んだことのリフレクションを
提出させる
ピア評価を取り入れて建設的なフィードバックが
できる能力を評価する
生成AIに書かせた文章を批評させる
引用文献には文献データベースへのリンクを付け
させる

課題の提出
注釈を付けることを課す
課題を作成する過程についての考察を課す
手書きのレポート課題にする
レポートのテーマと自分の個人的な経験を統合す
る課題にする
レポートの執筆プロセス（下書きや参考文献、編
集履歴等）も提出させて評価対象にする
引用文献のスクリーンショットの提出を課す

方針の明示と周知
試験で使用を許可する・許可しないツールを明記
する
出力の不正確さ、偏り、論理や文体の問題の例を
学生に示して注意を促す
剽窃チェックツールが存在し、進化していること
を学生に伝える
AIの利用に関する方針をシラバスに明記する
学問的誠実性を強調し、不正行為の結果を理解さ
せる
書くプロセスが学びになぜ大切かを伝える
内発的動機づけを促す
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など、生成AIの特性を踏まえた上での対策もあげ

られています。同様に、世界のトップクラスの大

学で出されている生成AIのガイドライン等を分析

した研究[7]でも、①生成AIを評価に活用する、②

創造性や批判的思考を要する課題にする、授業内

の会話や各自の生活経験などの文脈を踏まえた課

題にする等、評価課題を再設計する、③プロセス

や段階も含めて評価する、④生成AIを使用させる

ような評価を設計する、⑤授業内で課題に取り組

ませる、などの対応策が各大学で提案されています。

今後は、おそらく生成AIの進化に伴って、有効

性が下がる対策も出てくることが予想されます

が、いずれにしても、今後は学生が最新の生成AI

を利用することを前提として、評価を設計する必

要があります。

（２）推奨されない対応

前節であげたような対策がある一方、現時点で

は推奨されないと思われる対応もありますので、

ここでは４点あげておきます。

まず１点目は、生成AIに剽窃チェックを行わせ

ないということです。レポート課題などを生成AI

に入力して剽窃チェックをさせると、もっともら

しい判定の回答が出力されますが、実際にはその

判定の信頼性は高くありません。

では、専用の剽窃チェックツールを使えば万全

かというと、現時点ではそうは言えない状況にあ

ります。これが２点目ですが、剽窃チェックツー

ルのみで不正行為を認定しようとすることは推奨

できません。現在、剽窃チェックツールには、AI

で書かれたものかどうかを判定する機能が実装さ

れているものがありますが、これまでの研究によ

れば、現時点では、これらのツールで生成AIで作

成されたかどうかを確実に判定することはできな

いと考えたほうがよさそうです[8]。さらには、非

ネイティブスピーカーが書いた英語の文章は、生

成AIで作成されたものとして誤検知されやすいと

いう報告もあります[9]。その点でも剽窃チェック

ツールの判定は参考程度に利用するにとどめるこ

とが望ましいと言えるでしょう。

３点目は、表１にもあげられている「手書きの

レポート課題にする」というような方法を強制し

ないという点です。手書きすることが困難な学生

が受講している場合は、合理的配慮が求められま

すので、留意が必要です。

最後の点ですが、学生に生成AIの利用を強制す

ることも望ましくないことがあります。特に学外

のサービスを利用する場合はプライバシーへの配

慮が必要ですので、生成AIを利用したくないとい

う学生の希望がある場合、プロンプトを学生に作

成してもらった後、教員のアカウントでそれを入

力して回答を出力することや、代替的な課題を提

供することなどが必要になることもあるでしょう。

（３）学生と共有すべきこと

生成AIの不適切な利用を避けるためには、教員

側の対策とともに、学生にも適切な利用を促すた

めの知識伝達も必要です。ここでは、学生と共有

しておくべき留意事項のポイントをまとめます。

先述した仙台大学による調査[5]においても、「ど

のような行為が不正行為に当たるか判断できな

い」(32.1％)、「不正行為に当たらないように適

切に使える自信がない」(43.5％)、「出力結果に

バイアスが生じることを知らない」(26.5％)、

「ファクトチェックのやり方を知らない」

(59.8％)という学生が一定数いることが報告され

ていますので、学生に生成AIの長所や欠点および

対処法を伝えておくことは重要だと考えられます。

まず、倫理的・法的リスクについてです。生成

AIを利用する際には、意図しない盗用や著作権侵

害、情報漏洩のリスクが存在します。特に、個人

情報や機密情報をAIに入力しないよう学生に指導

する必要があります。

次に、出力の信頼性の問題です。生成AIは時折

「ハルシネーション(幻覚)」を起こし、事実とは

異なる情報や実在しない文献を出力することがあ

ります。学生には、AIが提供する情報の信頼性を

常に確認し、鵜呑みにしないよう注意を促すこと

も重要です。

また、今後は、詐欺への注意も必要になってく

るかもしれません。学生が安易に生成AIに関する

ツールをインストールしたり、課金したりするこ

とで、詐欺に巻き込まれるリスクが予想されます

ので、慎重な行動を促すよう指導が求められます。

さらに、各大学のガイドラインでも、先述した

アカデミック・インテグリティの観点を伝えるこ

とが大切とされています。ただし、このような倫

理原則(オーナーコード)を伝えるだけでは、不正

特　集



ん。図２に示しているように、ルーブリックを作

成している場合は、それをプロンプトに貼り付け

て評価を求めると、ルーブリックの評価観点に沿

った評価案が出力されます。こちらも実際には、

的確でない評価がされることもしばしばあり、そ

のままでは使えませんが、フィードバックの観点

行為への抑止効果があ

まりないという報告も

あります [10]。したがっ

て、学生にはアカデミ

ック・インテグリティ

の重要性を強調しつつ

も、具体的な対策や指

導を併せて行うことが

必要です。

以上のような点を踏

まえ、生成AIの活用に

あたっては、学生の理

解を深め、適切な使用

を促進するための教育

が不可欠です。

（４）教育評価業務への

活用

このように、大学教

育において、学生側の

不適切な生成AIの利用

には、以前とは異なる

対応が必要になります

が、一方で、教員側が

学習評価に生成AIを活

用することで、効果的

で効率的な評価に役立

つ可能性もあります。

例えば、試験問題の

作成や採点案の作成に

生成AIを活用すること

ができるでしょう。例

えば、図１のような形

でプロンプトを入力す

ると、試験問題案を作

成することができま

す。実際に作成された

問題案を見ると、正解

が複数あったり、難易度が簡単すぎたりすること

もありますので、その点のチェックは必須ですが、

どのような問題がありうるかについて、参考になる

こともあります。

また、レポート等のパフォーマンス課題を採点

する際にも活用することができるかもしれませ
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図２　レポートの評価案を作成するためのプロンプトと出力の例

図１　選択問題を作成するためのプロンプトと出力の例
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についてのアイデアが得られることも多くあります。

なお、学生のレポートを生成AIに入力する場合

は、①事前に生成AIを評価に利用することについ

て学生の同意を得る、②個人情報等が含まれてい

ないかを確認する、③生成AIに入力を学習させな

い設定にするなどの配慮も検討したほうがいいで

しょう。加えて海外の大学でも、試験問題を生成

AIに入力することなどを禁じるとしているところ

もあり[7]、個人情報や機密情報の取り扱いには十

分注意する必要があります。

５．生成AIの効果的な活用に向けて

大学教育における生成AIの影響には、正負の両

側面があり、効果的な活用ができるか否かは、

我々教職員や学生がどのように活用するかに懸か

っています。

学生の生成AIの利用を一律に制限することはも

はや現実的ではありません。今の学生は、卒業後

には、AIがあらゆる場面で当たり前に利用される

社会に参入していくでしょう。それを踏まえれば、

AIを大学教育で利活用しないことは、むしろ教育

上望ましくないと言われるようになっていくかも

しれません。これからも、学生の学びにとって何

が必要なのか、何を評価すべきなのかということ

が、AIの発展によって劇的に変化し続けることが

予想されます。このような時代にあって、学生に

生成AIとの上手な付き合いを促すためには、まず

我々教職員が生成AIを実際に使ってみて、能力や

限界をよく知っておく必要があります。

大阪大学全学教育推進機構教育学習支援部で

は、「生成AI教育ガイド」というウェブページを

作成しており[11]、本稿で論じてきたような生成AI

の基本や利用上の留意点などを発信していますの

で、参考にしていただければと思います。

Hillierは、AIリテラシーとして、AIを①AIを倫

理的に利用すること、②AIの機能やその限界につ

いての知識を得ること、③AIを用いて効果的に業

務をすること、④AIによる出力を正しく評価する

こと、⑤AIを実践に活用することの５つのリテラ

シーを上げ、これらの知識やスキルを高め、学生

とのディスカッションを深める必要性を提唱して

います[12]。今後は、学生はもちろん、我々教職員

のAIリテラシーを高めるための取り組みも重要に

なるでしょう。
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１．はじめに
生成AIをはじめとするAI技術の進歩は急速です。

今年７月頃から、大規模言語モデルの開発にコスト

がかかりすぎて利潤が出ていないことが広く指摘さ

れ、IT大手企業の株価が下がったりしていますが、

だからといって開発が止まるわけではなく、特に日

本では少子化で人手不足が深刻化しているため、今

後も企業はAIをとり入れていくと思われます。

そのような社会に出ていくことになる大学生が、

生成AI利用のメリットや留意点、限界についてきち

んと知ることは有益でしょう。したがって、大学の

授業や課題のすべてで生成AIの使用を禁止するので

はなく、むしろハルシネーション等に気をつけなが

らツールとして補助的に活用する経験を積んでもら

うほうがよいのではないでしょうか。本稿では、ど

のようにすれば学生が生成AIを使って学習しても正

当に成績評価ができるのかということを考えてきた

いと思います。

様々な調査がありますが、普段から生成AIを使っ

ている大学生は３〜４割で[1]、用途としては論文の

要約や、レポート・論文の作成が多いのが現状です。

しかし、提出されたレポート・論文が生成AIによっ

て出力されたのかを確実に判定できるツールはな

く、AIの生成結果には「ゆらぎ」があるなど原理的

な問題で、これからも当面の間、正確に判別できる

ツールは開発されないでしょう。2023年度にオン

ライン提出の授業レポートを読んで生成AIの使用を

疑ったケースがありました。まとめ方などに生成AI

のクセが感じられ、当該学生は留学生で学期はじめ

の提出物と明らかに文体も違ったため、授業後にそ

の学生に生成AIからのコピーではないかきいたとこ

ろ、認めましたので、以後、自力で書くようにと伝

えました。このケースでは本人が認めましたが、本

人が認めなければ断定はできず、学生との関係性に

よっては生成AI利用を疑ったこと自体が問題視され

るかも知れません。そこで、生成AIを学生が利用し

たかどうかを個別にきかなくとも公平に成績評価で

きるような課題・試験等を考えていく必要があると

考えています。

なお、あまり表立っては言いにくいことですが、

大学授業における生成AIの利活用と教育評価を考える

大学・学生のレヴェルによってとるべき対応は異な

ります。筆者の勤務先大学では、2023年7月に実施

した筆記試験問題をChatGPT-4に解かせたところ、

学生の最高点よりChatGPT-4の得点の方が高くなり

ました。しかし、学生の能力や習熟度によっては、

AIより学生の方が高得点となることもあるでしょ

う。今年の春、東京大学の入試問題をChatGPT-4に

解かせ、合格最低点に達しなかったというニュースも

ありました。一方で、ChatGPT-4は医師国家試験や

弁護士試験に上位の成績で合格する水準でもあると

いうことですので、分野による違いもあると言えま

す。本稿では、中堅私大の文系学部での講義・演

習・外国語科目を主な対象として考えていきます。

実習科目や理系科目では違うところがあると思いま

すがご了承ください。

生成AI時代の成績評価に関する筆者の提案は、昨

年の口頭発表、あるいは2024年２月に発行された

『情報学研究』第13号掲載の論文から基本的には変

わっておりません。すでにご覧くださった方もいらっ

しゃると思いますが、要点を書かせていただきます。

そのあとで、2024年度春学期に新たに開設した授

業での成績評価について紹介したいと思います。

２．生成AI時代の課題設定と成績評価の２つ
の方向
生成AI対応方針を学生に向けて公開している大学

も少なくありませんが、「授業担当教員の指示に従

う」となっている要素があることも多く、各教員が

各授業のシラバスで生成AI利用の可否を明記するこ

とは不可欠だと思います。生成AIを使うべきではな

いと思って使用を控えた学生と、生成AIを使った学

生がいた場合に、特に成績評価に影響が出るのが、

レポートや小論文、外国語の作文、文献の要約課題、

筆記試験などだと思われます。

（１）成績に関係する試験や提出物で生成AIを使わ

せないようにする方向

上述のように、2023年の時点で、筆者の作成し

た試験問題については、履修学生よりChatGPT-4の

方が得点が高いという事態が起こりました。このこ

特　集

生成AI時代の大学における成績評価

獨協大学
外国語学部ドイツ語学科教授 木村　佐千子

[1] https://www.datascientist.or.jp/news/n-pressrelease/post-2828/によれば29％。
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とから、画面の向こうの学生が生成AIを使っている

かどうかが分からないオンライン筆記試験や、電子

機器使用可の対面試筆記試験で、学生の実力をはか

ることはできないと考えます[2]。生成AIに丸投げす

るほうが得点が高くなりかねません。生成AIの影響

を排除して成績評価するには、筆記試験は対面で、

電子機器の使用を禁止して実施するのが確実だと思

われます[3]。

文献の要約課題は、学生の力をつける上で重要で

すが、自宅で書く課題とすると、生成AIを使って要

約を作成できるのはもちろん、インターネット上の

多数の文献要約サイトなども利用でき、昨年度採点

したところかなり不正が増えている印象でした。自

力で要約に取り組んでもらう場合には、授業時間内

に、短めの文献を対面で要約させる方法があるでし

ょう。自分の意見などを書く外国語作文も、以前は

宿題にすることが多かったと思いますが、生成AIの

影響を排除して成績評価するなら、電子機器の使用

を禁止して授業内で書いてもらうことを考えなけれ

ばならないと思います。

学生たち、特に熱心な学生は、正当に評価される

ことを望んでいます。筆者自身が担当する授業以外

についても、課題によっては生成AIを不正に使った

人がいたのではないかというような意見(苦情)を学

生から聞くことがあります。学生の信頼に応えるた

めにも、しっかりと対策を行うほうがよいのではな

いでしょうか。

（２）生成AIの使用を認め、これまでより質の高い

成果を生み出させる方向

これからの社会でますますAIが使われていくこと

を前提に、AIを補助ツールとして活用し、課題でよ

り質の高い成果を生み出す方向に導くことも考えら

れます。その際には、AIリテラシー教育を行い、学生

本人が主体となって課題に取り組むこと、部分的に

ツールとして活用するにとどめ、決してコピー＆ペ

ーストで提出しないことなどをよく納得してもらう

必要があります。

例えば、レポートでは、AIを使って自分では思い

つかないようなアイデアを得たり、レポートの構成

案を複数出させて検討したり、誤字がないか添削さ

せたり、気の利いたタイトルを考えさせたりといっ

た活用法が考えられます。とはいえ、生成AIからの

コピペを検出するアプリ等がないなか、コピペでは

提出できないレポート課題にする方法はあるでしょ

うか[4]。

現段階で考えられるのは、信頼のおける書籍を指

定するなどして使わせ、引用ページ数を脚注に明記

する指示を出し、それを教員が確認すると伝えるこ

特　集

とです。生成AIはインターネットのURLを参照先に

あげることがあり、書籍をPDFなどで読み込めばそ

の内容をとり入れて書きますが、まだ自動で書籍の

ページ数を含む脚注をつけはしません。少なくとも

書籍の引用部分は学生が自分で書くことになりま

す。また、生成AIはハルシネーションで誤った情報

や実在しない人物を出すことがあるため、レポート

の記述に情報の誤りや架空の文献等があれば大幅減

点すると伝え、学生にファクトチェックを徹底させ

るのもよいでしょう。ただし、レポート執筆に特化

したアプリ等も出ているので、注意が必要です[5]。

昨年の文部科学省の文書[6]では、レポートに口頭

試験を併用することが提案されていました。しかし、

生成されたレポートの内容だけを頭に入れてくれば、

短時間の口頭試験は何とか乗り切れると考えられる

うえ、これまでのように学期末にレポートを提出さ

せると、長期休業期間に入ってから口頭試験をおこ

なうことになり、学生は出席しにくく、特に人数の

多い科目では教員の負担も大きくなります。

そこで、提案したいのが少人数のアクティブラー

ニング型授業で、学習プロセスをもみる方法です。

レポートで評価することが望ましい科目であれば、

学期はじめにレポート課題を提示します。そして、

授業内で文献検索、調べ学習やグループワークをし

た後、中間発表を実施します。調べ学習の段階では、

文献はもちろん自分で読んでもらいたいのですが、

例えば文献のスクリーニングにAIによる要約を使え

ば、効率よく多くの文献にあたれます。また、中間

発表の準備段階で、発表の構成をAIに相談したり、

文章の添削をさせたりすることもできます。文章添

削を頼むと、改善すべき点とその理由を示すほか、

AIがかなりほめてもくれます。学生のやる気の維持

には役立つように思います。

そして、中間発表での質疑応答や教員からのフィ

ードバックをもとに、さらにブラッシュアップし、

学期の終わり頃にプレゼン・質疑応答をしてもらい

ます。その後、プレゼンの内容をもとにレポートを

書いてもらうというかたちです。このようにすれば、

学習プロセスを観察しながら段階的な指導ができま

す。そして、少人数で学生との信頼関係が築きやす

いため不正は起こりにくいと思います。AI時代にお

いて、教員と学生の間の信頼関係は、ますます重要

になると思います。

３．「学科横断演習」の例
次に、2024年度春学期に筆者自身が担当したア

クティブラーニング型授業の例を簡単に紹介したい

と思います。外国語学部全４学科の１〜４年生を対

象とし、定員20名で「学科横断演習　生成AIについ

[2] 電子機器活用の力をも含めて成績評価するのでしたら別です。ただし、その場合、生成AIは有料プランのほうが精度が高い傾向に

あるため、試験の結果が学生の経済力に影響されることになり得ます。

[3] 科目特性によっては、持込不可の口頭試験で評価することも考えられます。

[4] ChatGPTで作成したレポートと自作のレポートを比較させたり、ChatGPTの出力を学生が添削したりする課題を出す教員もおられ

ますが、現在では学生の使う生成AIも多岐にわたっており、一つのAIで出力したものを他のAIで添削させる等の不正も考えられます。

[5] https://note.com/sharakusatoh/n/ne927ca24af33、https://reportai.jp/など

[6] https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/2023/mext_01260.html
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て知ろう」という授業を行いました。この授業で

は、口頭発表２回(５分と８分)に加え、授業最終回

に小テストを実施しました。１学期14回の授業内容

は表１の通りで、成績評価は中間発表25％、学期末

プレゼンテーション25％、小テスト25％、平常点

25％としました。２回の口頭発表については、学生

相互にも採点してもらい、教員採点と半々の評価と

しました。この授業では、①生成AIについて知るこ

とだけでなく、②学習プロセス、③信頼できる文献

の活用、④プレゼンテーションの基本の習得、⑤学

科・学年の垣根を超えての共同作業も重視しました。

学生たちはある程度のAIリテラシーを身につけ、こ

の授業で重視したかった上述の５点について目標は

達成できたと考えています。特にグループ発表関連

の項目は、評価が10点満点で平均９点以上と、とて

も高くなっていました。現在では、発表スライドも

AIで簡単に生成できますが、この授業ではAIに丸投

げしたプレゼン資料などはなかったと考えていま

す。発表内容も、文献の情報と学生自身が生成AIを

使った経験を組み合わせ、オリジナリティのある内

容が多く、学生たちのフレッシュな感性が光ってい

たと思います。

この授業では、前学部長との相談で定員を20名に

設定できたからこそ、２回の口頭発表の時間を確保

することができました。履修人数の多い科目

では、生成AIの活用を認めつつ、学生一人ひ

とりの毎週の取り組みを成績評価するような

授業運営は難しいと思います。私立大学で

は、経営面を考えなければならないため、全

ての授業を少人数にすることが難しいのは言

うまでもありません。そのため、生成AI時代

においては、人数の多い科目では電子機器使

用禁止による対面試験で各分野の基礎を問

い、少人数授業ではレポートやプレゼンテー

ションの力を伸ばすといったメリハリをつけ

たかたちで成績評価をしていくのがよいので

はないでしょうか。

４．まとめ
生成AIが社会で普及する中、学生には生成

AIの活用法を身につけてもらいたいと思いま

すが、AIに課題を丸投げしていては学生の能

力が向上しません。一方、学生の提出物が生

成AIによって作成されたものかどうかを確実

に判定できるツールはありません。そのた

め、①成績に関係する試験や提出物で生成AI

を使わせないようにする方向と、②生成AIの使用を

認めこれまでより質の高い成果を生み出させる方向

に分けて成績評価を行うことを提案いたしました。

前者では電子機器の使用を禁止し、対面で実施する

試験や筆記課題（文献要約や外国語作文を含む）、

後者では学期はじめに課題を提示しなるべく少人数

で学習プロセスを観察しながらAI生成物からのコピ

ペを防いで口頭発表やレポートによって評価するこ

とを例として挙げました。生成AIの利用の可否につ

いてはシラバスに明記し、AIリテラシー教育を行う

必要があると考えています。

生成AIの進歩は急速です。チャットボット・アリ

ーナでの順位が頻繁に入れ替わる、AI戦国時代のよ

うな様相を呈しています。生成AIにできることもど

んどん増えており、教員がそれを把握していないと、

そもそも生成AI時代において、公平に評価できる課

題の設定をすることはできません。そのため、教員

が技術の進歩に目を向け続けていくことが大切では

ないかと思います。
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[7] ハルシネーションについてや、学習・それ以外での生成AIの有効活用の方法・注意点などについても記述させた。

学期はじめに生成AIに関する基礎知識を伝え、主

に学習に役立つ使い方を実習してもらった後、文献

検索をして適切な文献が３点以上見つかったテーマ

で３〜５人のグループに分かれて口頭発表をしても

らいました。授業内でグループワークや予行練習の

時間もとりました。１回目の発表はA4サイズで１

〜２枚のレジュメ、２回目の発表ではスライドを用

意し、どちらにも３点以上の参考文献を明記しても

らいました。資料作成や発表ではひとりずつの担当

箇所を明確にしてもらいましたが、例えばレジュメ

はグループでとりまとめてPDF化してLMSにアップ

ロードする、グループ全体でまとまった発表とする

など、グループワークを重視しました。小テストは、

電子機器使用不可の対面試験を考えていましたが、

学生たちに、生成AIを使う授業なので試験も生成AI

を使うものにしてほしいと言われて成程と思い、電

子機器も授業資料もすべて使用可能、ただし他人の

力は借りないという条件で行いました。小テストの

記載内容[7]や最終授業で実施したアンケートから、



33JUCE Journal 2024年度 No.2

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度は、学生の数理・データサイエンス・AIへの

関心を高め、それを適切に理解し活用する基礎的な能力(リテラシーレベル)や、課題を解決するため

の実践的な能力(応用基礎レベル)を育成するため、体系的な教育を行う大学等の正規の課程(教育プロ

グラム)を文部科学大臣が認定及び選定して奨励するものです。

大学・短期大学・高等専門学校を対象に公募が行われ、数理・データサイエンス・AI教育プログラ

ム「(リテラシーレベル）」では、令和３年度に78件が認定され、そのうち、特に先導的で独自の工

夫・特色を有するとして７件が「(リテラシーレベル)プラス」に選定されています。令和４年度は

「(リテラシーレベル）」に139件が認定され、そのうち７件が「(リテラシーレベル)プラス」に、「(応

用基礎レベル)」では68件が認定され、そのうち９件が「(応用基礎レベル)プラス」に選定されていま

す。令和５年度は165件が認定され、そのうち７件が「(リテラシーレベル)プラス」に、「(応用基礎レ

ベル)」では83件が認定され、そのうち７件が「(応用基礎レベル)プラス」に選定されています。

本協会では、これまで数理・データサイエンス・AI教育プログラム「(リテラシーレベル)プラス」

および「(応用基礎レベル)プラス」に選定された大学の取組みを、「その１」から「その６」として紹

介しており、本号では紹介できていなかった３大学の取組みを「その７」として紹介します。

なお、令和６年度に認定された「(リテラシーレベル)プラス」と「(応用基礎レベル)プラス」は、次

号以降にて紹介させていただく予定です。

以下に「認定教育プログラム(リテラシーレベル)」、｢認定教育プログラム(リテラシーレベル)プラ

ス｣の要件を掲載します。

数理・データサイエンス・AI教育プログラム
「(リテラシーレベル)プラス」「(応用基礎レベル)プラス」
選定校における教育実践取組みの紹介(その７)

● 認定手続き等

・　審査は外部有識者(内閣府・文部科学省・経済産業省が協力して選定)により

構成される審査委員会において実施

・　審査の結果を踏まえ、文部科学大臣が認定・選定

・　取組の横展開を促進するため、３府省が連携して認定・選定された教育プロ

グラムを積極的に広報・普及

●　スケジュール 

３月：公募開始 ５月：申請受付締切 ７〜８月：認定･選定結果の公表

プラス選定要件：大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されて
いること
認定教育プログラム プラス ((MDASH-Literacy+)の認定手続き等

（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

•  大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程

• 学生に広く実施される教育プログラム(全学開講)

• 具体的な計画の策定、公表

• 学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得(モデルカリキュ

ラム参照）

• 学生に対し履修を促す取組の実施

• 自己点検・評価(履修率、学修成果、進路等)の実施、公表

• 当該教育プログラムを実施した実績のあること

認定教育プログラム (MDASH*-Literacy)の認定要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

＊Approved Program for Mathematics, Data science and AI Smart Higher Education
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プログラムが、人間科学部・文学部・外国学部に

広がり、さらにリテラシーレベル(全学)と、工

学・基礎工学の応用基礎レベルでの学部プログラ

ムがプラス認定を受けました。

本誌2023年度第４号では、応用基礎レベル、

特に工学部と基礎工学部のプログラムを中心にし

て、本学での実施例とその背景を報告しました[3]。

引き続いて本稿では、リテラシーレベルについて、

その理念や概要を紹介したいと思います。

２．モデルカリキュラム
MDASHは全国コンソーシアムが定めた「モデ

ルカリキュラム」に沿った実績に基づいて認定さ

れます。

リテラシーレベルのモデルカリキュラムは、

「データ思考の涵養」と名付けられ、「学生の数

理・データサイエンス・AIへの関心を高め、適切

に理解し活用する基礎的な能力を育成」を目的と

するとされています。そこでは取り上げるべき内

容、それらが必要となっている社会的背景、各レ

ベルでの目標、プログラムが対象とする学生や標

準的な総単位数、望ましい授業の実施方法などが

記載されています。

授業で扱う項目としては「導入」(社会におけ

るデータ・AI利活用)、「基礎」(データリテラシ

ー)、「心得」(データ・AI利活用における留意事

項)、「選択」(オプション)に分かれ、また実施に

当たっては適切なテーマの選択、実データを用い

た体験、グループワークに加えて、反転学習や補

講を整備しておくことが推奨されています。

３．本学におけるリテラシープログラム
本学におけるリテラシーレベルでのMDASHコ

１．はじめに
「数理・データサイエンス・AI教育プログラム

認定制度(MDASH)」は、「AI戦略2019」を実現

するため、文部科学大臣が大学・高等専門学校の

数理データサイエンス・AI教育に関する正規課程

教育のうち、一定の要件を満たした優れた教育プ

ログラムを認定するものです[1]。学部低学年次を

対象とするリテラシーレベルと学部高学年次を対

象とする応用基礎レベルがあり、それぞれに特に

優れた取り組みに対して付与されるプラス認定も

あります。

MDASHを全国に普及させるために300余の大

学・高等専門学校が参画し、「数理・データサイ

エンス・AI教育強化拠点コンソーシアム(全国コ

ンソーシアム)」が結成されています[2]。全国コン

ソーシアムは東京大学を事務局とし、年１回の総

会の他、地域ブロック、特定分野会議、分科会、

企画推進ワーキング等がそれぞれの活動を行って

います。本学も拠点校の１つとして、特定分野会

議(自然科学系)を担当し、理工系モデルシラバス、

医歯薬系実践手引きの策定に携わっています。

リテラシーレベルのMDASH認定は2021年度に

開始され、2023年８月時点で382件が認定され

ています。認定の有効期間は、2021年度認定に

ついては５年間、2022年度以降の認定について

は３年間です。認定は、リテラシーレベルでは教

育機関単位のみですが、応用基礎レベルは学部

(大学)、学科(高等専門学校)単位でも行います。

本学ではリテラシーレベルが2021年度に認定さ

れ、応用基礎レベルでは2022年度に全学プログ

ラムに加えて、工学・基礎工学・理学・経済学・

法学・薬学部の各学部プログラムが認定されてい

ます。2023年度では応用基礎レベル認定の学部

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

大阪大学における数理・データサイエンス・AIプログラム
（リテラシーレベルについて）

鈴木　　貴 
大阪大学　
数理・データ科学教育研究センター
副センター長
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ースは「数理・DS・AIリテラシー教育プログラ

ム」と名付けられ、必修科目２単位、選択科目４

単位で構成されています。在籍履修者(大学全体)

は2023年度で8,222名、2024年度春夏学期で

6,959名です。必修科目は「文理融合のための数

理科学I」で、モデルカリキュラムで履修が義務

付けられている「導入」「基礎」「心得」に加え、

「選択」の一部(統計基礎、アルゴリズム基礎)と

グループディスカッションの２単位で構成されて

います。

本学は11学部あり、学科で必修としている授

業の時間割もまちまちですので、全学の学生が受

講できるように、時間をずらせて、週に12クラ

スを開講しています。本学には「メディア授業」

ととして、オンデマンド教材を用いて時間割も教

室も指定しない科目を設定することができる制度

があります。「文理融合のための数理科学I」の座

学部分については、すべてオンデマンド教材を整

備していますのでメディア授業とすることも可能

ですが、モデルカリキュラムで推奨されている実

習やグループワークをこの必修科目に取り込むた

めに、あえてメディア授業とはせず、最後の週に

対面でグループ演習を行うようにしています。こ

のため教室としては300名収容の、豊中キャンパ

ス最大の講義室を確保し、本学の1学年全員に相

当する3,600名までが同一学期に受講できるよう

に設計しています。担当教員は「数理・データ科

学教育研究センター(MMDS)」[4]所属の１名ですが、

オンデマンド教材の管理とオフィスアワー対応に

加え、延べ12回の演習ですので、教育ロードと

しては２単位分で計算しています。

なお応用基礎レベルの選択必修科目(データ科

学のための数理、データ・AIエンジニアリング基

礎)についてはメディア授業として、３つのキャ

ンパス(豊中、吹田、箕面)に分かれる高学年次学

生の負担を軽減する一方、演習・実習については

各学部での専門科目や大学間共同PBLで受講でき

るようにしています。

４．選択科目について
リテラシープログラムの選択科目としては、

22科目がリストされていますが、履修者が多い

のは「情報社会基礎・情報科学基礎」「統計学」

「文理融合のための数理科学II」の３科目です。

「情報社会基礎」「情報科学基礎」はITリテラ

シーを扱う科目で、前者は文系向け、後者は理系

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図１　教科書(リテラシー、応用基礎)

向けに、ほぼすべての学部でいずれかの修了を卒

業要件としているものです。両科目に共通する授

業項目として、「情報のデジタル化とコンピュー

ティング要素と構成」、「情報ネットワークと情報

セキュリティの仕組みと重要性」があり、モデル

カリキュラムの「導入」「心得」を補完するもの

として位置づけています。また「基礎」「選択」

を補完するものとして「情報社会基礎」で扱う

「データの関係性、データの視覚化、データ科

学・AIの活用と基本的な考え方」、「情報科学基礎」

で扱う「プログラミング原理の理解と作成」を背

ってしています。

本学はリベラルアーツとして、統計学を数学の

一分野として系統的に扱ってきた伝統があり、現

在も、学部１年次においてA(文系)B(医歯薬

系)C(理工系)として、それぞれI(前期、２単位)、

II(後期、２単位)が全学教育機構から提供されて

います。これらの科目は全学に向けたこれらの科

目は、モデルカリキュラムの「選択」を補完、発

展させるものとして、リテラシープログラムの選

択科目に加えられています。

５．教科書と補助教材
選択科目の「文理融合に向けた数理科学II」は

必修科目である「I」の続きで、対面でモデルカ

リキュラム「選択」の残り部分を扱います。この

２科目でモデルカリキュラム「データ思考の涵養」

はすべて網羅され、その内容は１冊の教科書「デ

ータサイエンスリテラシー」にまとめられていま

す(図１左)。

この教科書は以下のような構成になっていま

す。

１．導入：社会で起きている変化とデータ・AI利

活用、社会で活用されているデータ、ビッグデ



ラスタリング、シルエット係数

３．Pythonを用いた回帰分析：単回帰、重回帰、

多項式回帰

４．Pythonを用いたデータの分類・識別：k-近傍

法、決定木、ランダムフォレスト、サポートベ

クターマシン

現在、社会的な注目が集まっている生成AIにつ

いては2024年２月に、実務家教員による30分×

８回の授業、2024年８月にはPart IIとして１時

間×３回のオンライン授業を開催しました。いず

れも録画をHPで公開するとともに「文理融合の

ための数理科学I、II」のオンデマンド補助教材と

して活用しています。その内容は以下の通りです。

「生成AIリテラシー　I」
１．生成AIのプロダクトと利用環境の構築

２．会話型生成AIのプロンプト

３．ChatGPT APIの利用

４．ソフトウェアを補助する会話型生成AI 

５．画像生成AIの静止画像作成

６．画像生成AIで動画を作成

７．Stable Diffusion 以外の画像生成AIとソフトウ

ェアを補助する画像生成AI

８．生成AIと法律

「生成AIリテラシー　II」
１．生成AIの基礎知識と最近の動向

２．生成AIの可能性と限界

３．適切に活用するためのリテラシー、特性・倫理

６．カリキュラム運営の考え方
リテラシー、応用基礎にいずれのレベルにも共

通することですが、モデルカリキュラムは、在籍

する学生の状況や各教育機関の設立理念に応じた

多様性を重んずる一方、目標が明確に設定され、

それらを実現するための標準的な授業内容や授業

方法が、具体的に述べられています。

これらの方策は、いずれも数理・データサイエ

ンス・AIに関する基礎的な事項にわたるものです

が、本学のそれまでのリベラルアーツ、専門基礎、

専門の授業の中には、これらを過不足なく提供す

る科目は見当たりませんでした。特に、拠点校と

してのミッションである、リテラシーレベルや応

用基礎レベルを指導できるエキスパート人材の育

成を実現するために、リテラシーレベルと応用基

礎レベルを有機的に接続し、継続的な教育体系を

構築することが前提になりました。

一方、本学では各学部において特徴や実情に合
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ータ・AIの活用領域、データ・AI利活用のため

の技術、ビッグデータ・AI利活用の最新動向

２．基礎：データを読む、データを説明する

３．心得：データ・AIを扱う上での留意事項、デ

ータの取り扱い、AIとのかかわり

４．選択：統計基礎、アルゴリズム基礎、数理基

礎、時系列データ、時系列解析、機械学習基礎、

特徴抽出、テキスト解析、画像解析、ビッグデ

ータ利活用の実際、多変量解析(重回帰、判別

分析、数量化)

姉妹編として応用基礎レベルの教科書があり、

適宜参照できるようになっています(前ページ図

１右)。応用基礎はAIを中核として、それぞれデ

ータサイエンスとデータエンジニアリングに軸足

を置いた２科目を選択必修としていますが、教科

書は両科目に共通のもので、共通項目として「デ

ータサイエンスと社会」「AI」「知識表現」「数学

準備」「回帰分析」「ニューラルネットワーク」

「深層学習」を扱い、データサイエンスでは「次

元削減」「クラスター分析」「ガウス過程回帰」

「データの識別」「自然言語処理」を、またデータ

エンジニアリングでは「データの収集・蓄積・加

工」「ITセキュリティ」を取り上げています。応

用基礎レベルの教科書の内容はやや高度ですの

で、オンデマンド動画は、基礎的な部分の説明と、

クイズの解説に主眼を置いたものにしています。

2024年３月には次のような内容で演習書を出

版しました(図２)。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図２　演習書

１．Excelを用いたデータ分析：基本操作、合

計・平均・分散、棒グラフ、散布図、相関・回

帰分析、t検定、F検定

２．Pythonを用いた統計解析とクラスタリング：

統計量と相関係数、階層的クラスタリング、単

連結法、完全連結法、ウォード法、非階層的ク
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わせた数理・データサイエンス・AI教育の実践が

模索されています。こうした状況を鑑み、リテラ

シーレベルを「リベラルアーツ」として、また応

用基礎レベルをリテラシーと専門教育をつなぐ

「専門基礎科目」として、それぞれのモデルカリ

キュラムで謳われている要件をコンパクトに網羅

した標準科目(文理融合に向けた数理科学I, II、デ

ータ科学のための数理、データ・AIエンジニアリ

ング基礎)を設置して全学に提供しています。

実施部局であるMMDSは、本学における数理・

データサイエンス・AI教育を担う全学部局です。

現在６名の教員と１名の研究員が専属で所属し、

理学・工学・基礎工学・経済学・情報科学の５つ

の研究科を連携部局とし、全学に及ぶ38の連携

研究室、60名程度の兼任教員が参加しています。

専属の教員６名のうち１名は大学からの留保ポス

トをお借りした准教授ですが、残りはいずれも特

任で教授４名、助教１名の体制です。これに研究

プロジェクトで雇用する研究員１名、事務職員と

して特任２名と若干名の補佐員、派遣職員が在籍

します。

少人数のMMDS教職員数で全学、全学年にわた

る多数の受講生を受け入れる必要性から、

MDASHコースの運営ではDXを推進しています。

例えばリテラシーレベル必修科目の座学部分と応

用基礎レベル選択必修科目では、毎回オンデマン

ド教材視聴終了後にクイズを出題して自動採点し

て受講生にフィードバックしています。成績評価

では、担当教員がこの自動採点結果を基礎評価点

としています。

各コースの修了判定もリテラシーレベル、応用

基礎レベル、全学プログラム、学部プログラムに

分かれて複雑ですが、大学本部の支援を受けて、

教務システムによってほぼすべての行程を自動化

しています。現時点では修了証をメールで送付す

る部分だけが手作業となっていますので、今後適

宜自動化することを検討しています。

また、事務作業簡略化の一環として、リテラシ

ー、応用基礎ともに、学生にはコース受講の申請

を不要とし、MDASHの周知は学生向けのガイダ

ンスと全学事務担当者の連絡会議で行っていま

す。おおむね良好に展開していますが、１年生の

場合、入学と履修届提出期限との間に時間がない

ことがあり、教務システムを活用した効果的な方

法を模索しています。

７．MMDSについて
MMDSは、大学院博士前期課程学生を対象とす

る学際的な副専攻・高度副プログラムである「金

融・保険」、「数理モデル」、「データ科学」を運営

する部局として2015年に設立されたものですが、

英語名がCenter for Mathematical Modeling and

Data Scienceとなっているように、広く数理科学

とデー科学の教育、研究に携わる全学部局として

位置づけられています。近年ではその活動範囲が

様々な領域に広がり、特に、学部生、後期課程、

社会人を対象とする数理・データサイエンス・AI

教育や、応用研究や産学共創研究を通した産業界

や経済界との連携が深まっています[5]。

教員・研究員は学部低学年(リテラシーレベ

ル)、学部高学年(応用基礎レベル)、博士前期課程

(副専攻・高度副プログラム)、博士後期課程(D-

DRIVE)、専門人材(エキスパート)にわたる人材育

成プログラムと、数理モデリングとデータサイエ

ンスに係る基礎・応用・実用研究に従事していま

す。教育プログラムである応用基礎レベル、副専

攻・高度副プログラム、D-DRIVE、エキスパー

トの概要と、産学連携や実用研究の一端について

は前稿(2023年度第４号)で紹介した通りですが、

新たに数理人材育成協会(HRAM)[6]と協働した、

社会人対象の「高度AI人材育成プログラム」も開

講しています。

MMDSのミッションは学問分野、業種、地域に

よる横の垣根、職層、学習歴による縦の垣根を乗

り越え、学術研究と産業の活性化、人材育成とそ

の循環、社会の幸福と活力を増進することにあり

ますので、横断的な個々のプログラムと、それら

を有機的に結合した縦断スキームによって、縦と

横の垣根に縛られない人材の育成を模索している

ところです。現在行われている取り組みについて、

特にリテラシーレベルMDASHと関係する部分に

ついて思いつくままに記載させていただきます。

（１）MDASHの担当教員の育成や確保は自明な

ことではなくリクルートした教員が栄転する

ことがままあります。またMMDSは時限付の

全学部局であり、安定的な財政基盤が保証さ

れているわけでもありません。このような現

況の下で、各教員の研究業績によって獲得し

た競争的研究資金によって雇用した研究員の

多くが、エフォート管理によって教育キャリ

アを積み、MDASH相当授業の担当者として

成長して、栄転や内部昇格を果たしています。

（２）MMDSには学生が所属しませんので、教
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学部生を対象として、低学年向けリベラルアーツ

(基盤教養科目)、小人数セミナー(学問の扉)、分野

を俯瞰した専門基礎(高度教養科目)を提供してい

ます。アクティブラーニングプランはこれらを体

系化したもので、多様で迅速な社会動向や学内ニ

ーズに応えることのできるプログラムです(図３)。
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務システムを用いて産学連携研究で受け入れ

た研究費によるバイト学生を募集し、データ

分析やAI構築を行うことがあります。この場

合研究室に配属される大学院生よりも、学部

生がエントリーしてくることが多く、リテラ

シーレベルを修了後の、貴重な実務体験の場

として、その教育効果は計り知れません。

（３）MMDS教員は、「アクティブラーニングプ

ラン」として全学教育機構からリベラルアー

ツ科目を提供しています。この実践は、学問

知識や獲得スキルを体系化する場として教員

にとって貴重であるだけでなく、全学の学生

がMMDSで実施する研究に参画する、実質的

な動機を与えています。

（４）「大学間共同PBL」は本来応用基礎レベル

に位置づけられるものですが、本学の場合は、

学部低学年の学生がエントリーすることも多

く、企業から提供される生データに触れ、他

大学学生のPBL実施状況を学び、大学院生

TAと交流して、文系から理系まで、学部１

年生から社会人までが交流する有意義な場を

共有しています。

8．アクティブラーニングプラン
MMDS所属の教員は年間４科目を標準とし、全

図３　アクティブラーニングプラン

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00001.htm
https://www-mmds.sigmath.es.osaka-u.ac.jp/faculty/for_all_organizations_and_persons/for-corporate/index.html
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センター設立から約７年が経過した2024年の

いま、本稿において、本学のこれまでのデータサ

イエンス教育のあゆみを振り返ります。

２．これまでの取組み
国内における数理・データサイエンス・AI教育

に関する戦略と本学における取り組みを図１に示

します。2017年度に文部科学省は、「数理及びデ

ータサイエンスに関わる教育強化事業」において

国内６大学による「数理・データサイエンス拠点

コンソーシアム」[2]を設立しました。本学は、この

６大学には、選定されませんでしたが、コンソー

シアム協力校として連携していくために2017年

12月１日に文部科学省の組織整備の概算要求が

認められ、数理・データサイエンスセンター[3]を

設立しました。

１．はじめに
本学は、「学理と実際の調和」を建学の理念と

して、様々な実際の社会的課題の解決に取り組ん

でいます。深層学習の登場によって2010年頃に

始まった第三次AIブームは、2022年度の生成AI

の登場によってさらに加熱しており、社会的な課

題がデータを中心に大きな変換点を向かえていま

す。このような背景を受けて本学は、2017年12

月に数理・データサイエンスセンターを設立しま

した。このセンターの活動として、2021年８月

に文部科学省 数理データサイエンスAI教育プロ

グラム認定制度(MDASH：Approved Program for

Mathematics, Data Science and AI Smart Higher

Education)[1]においてリテラシーレベルに認定さ

れ、2023年８月に同リテラシーレベルプラスな

らびに応用基礎レベルプラスに選定されました。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

神戸大学におけるデータサイエンス教育の取組み

山田　　明
神戸大学 
数理・データサイエンスセンター副センター長
全学教育部門長

図１　本学における数理・データサイエンス・AI教育の取組み
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内閣府では、2019年度にAI戦略2019[4]を策定

し、数理・データサイエンス・AI教育を加速して

いくことを決定しました。このAI戦略は、2021

年度にAI戦略2021、さらに2022年度にAI戦略

2022として改訂されています。2023年度は、

ChatGPT[5]の登場によって生成AIが大きく注目を

集めました。同年５月には、AIに関する暫定的な

論点が発行されています。

このような背景において、本学では2018年度

に大学独自のカリキュラムコース「神戸大学 数

理・データサイエンス標準カリキュラムコース」

をいち早く策定・運用開始しました。このコース

は2018年度に７学部を対象として開始して、

2020年度には全学部へと拡大しました。標準カ

リキュラムコースは、2021年度入学生をもって

新規受付を終了しましたが、文部科学省の認定制

度が始まる2021年度までのつなぎとなる重要な

役割を果たしました。

政府のAI戦略2019を受けて拠点コンソーシア

ムでは、文系にも実装可能なリテラシーレベルの

カリキュラム検討を行い、モデルカリキュラム第

１弾を2018年度末に完成しました。さらに、応

用基礎レベルのモデルカリキュラム第２弾が

2019年度末に完成しました。そして、2020年度

末から認定制度MDASHの運用が始まりました。

リテラシーレベルは、2021年度から認定が開始

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図２　AI戦略2019の目標と本学の取組み

されています。2021年度は、認定が６月と８月

の２回に分けて行われました。本学のプログラム

は、2021年度の第２回にリテラシーレベルが認

定されました。また、応用基礎レベルは、応用基

礎レベルとしての認定の２回目にあたる2023年

度に認定されました。

MDASHには、特に優れたプログラムに対して、

通常のレベル認定に付加するプラス選定制度があ

ります。本学のリテラシーレベルおよび応用基礎

レベルは、2023年度の認定の際に両方がプラス

レベルの選定を受けました。また、応用基礎レベ

ルは、大学全体で開講している場合と、学部に限

定して開講している場合で異なる認定が行われま

す。本学では、2023年度の認定の段階から、文

理問わず全学での開講として認定されました。

2023年度において、本学の入学生の約７割が

リテラシーレベルを履修しており、約３割が応用

基礎レベルを履修しています。さらに、2025年

度からは、全学に対してリテラシーレベルを必修

にすることによって履修率100％を実現する見込

みです。

3．本学における数理・データサイエン
ス・AI教育プログラムの構成
図２にAI戦略2019の目標と本学における数

理・データサイエンス・AI教育プログラムの構成
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必要修得単位の合計

必要修得単位数
２単位

２単位

必修
単位数
１
１

科目名
情報基礎

データサイエンス基礎学

区分
情報科目
基礎教養
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おります。

４．リテラシーレベル
リテラシーベルは、データサイエンス基礎学と

情報基礎の２科目からなります。表１にリテラシ

ーレベルの構成を示します。本学では、2016年

度から従来のセメスターを半分に分割して、年間

を４つのクォーターとして構成する２学期クォー

ター制を導入しています。１時限を90分と設定

しているため、クォーター科目は、８週で１単位

となります。情報基礎は、１年生の第１クォータ

ーに配置されています。また、データサイエンス

基礎学は、５クラス開講しており、３クラスが第

１クォーターに１クラスが第２クォーターに配置

されています。したがって、本学の学生は、入学

直後の約３ヶ月で以降の学習の基礎となるリテラ

シーレベルを修得できるように設計されていま

す。５クラス目は、再履修のために第４クォータ

ーに配置されています。

次ページ表２に情報基礎の2023年度における

シラバスを記載します。情報基礎は、ネットワー

ク上のコミュニケーションのマナーやネットワー

ク社会で自らを守るためのセキュリティに関する

基礎的な知識の習得を目標にしています。また、

大学生として勉学を進める上で必要な図書館情報

の利用方法や、入手した情報を利用して自らレポ

ートを作成したり、インターネットなどで情報発

信したりする上での基本的なアカデミックマナー

の習得も目標にしています。第１回が入学直後で

あるため、学生を支援するため対面形式で行い、

第２回以降が遠隔・オンデマンド形式です。第１

回では、神戸大学のアカウントと学内ネットワー

クサービスの利用方法について学びます。第２回

から第３回にかけて、電子メールやインターネッ

トの利用方法、さらに第４回から第６回にかけて

を示します。本学における学部科目は、全学の教

育を担当する教養教育院が開講する科目と各学部

が開講する専門科目からなります。教養教育院の

科目は、主に１年および２年次に履修し、専門科

目は、３年および４年次に履修します。教養教育

院の科目には、基礎教養科目・総合教養科目・高

度教養科目・情報科目などがあります。

リテラシーレベルは、基礎教養科目のデータサ

イエンス基礎学と情報科目の情報基礎の２科目か

らなります。また、応用基礎レベルは、総合教養

科目に分類されるデータサイエンス概論Aおよび

データサイエンス概論Bを必修として、プログラ

ミング演習科目およびPBL演習科目の２科目と数

学科目からなります。ここで、数学科目は、教養

教育院が開講している科目と学部が開講する科目

を組み合わせることによって構成されています。

プログラミング・PBL演習科目について、専門

科目に演習がある学部は、専門科目から選択でき

ます。また、演習がない文系学部は、総合教養科

目ならびに高度教養科目として開講しているプロ

グラミング・PBL演習(データサイエンス基礎演

習・データサイエンスPBL演習)を履修すること

ができます。

本学の独自の取り組みとして、神戸大学データ

サイエンス操練所があります。データサイエンス

操練所は、特定の教育プログラムではなく、応用

基礎レベルよりさらに上のレベルを目指す学生の

ための情報交換および自律的な学習を促す場で

す。ここでは、最新のデータサイエンスに関する

論文を輪講形式で読む神戸大学CMDS論文セミナ

ーや最先端の研究を行っている講師による講演で

ある神戸大学 CMDS先端セミナーを行っていま

す。さらに、意欲のある学生のために、学部配属

前の学生が、学内・学外におけるデータサイエン

スに関わる課題を自主的に行う取り組みも行って

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

表１　リテラシーレベルの構成（全学共通）
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

セキュリティや情報倫理について学びます。第７

回と第８回において、まとめと期末レポートを提

出します。教材は、基本的にオンデマンド形式で

あり、学生が自身のペースで自律的に学修できる

ように設計されています。

遠隔・オンデマンド講義には、本学の学習支援

システム(LMS：Learning Management System)を

利用しています。このLMSは、キャノンITソリュ

ーションズ株式会社が開発したin Campus[6]を利用

しています。in Campusでは、学生がWebブラウ

ザによって場所や時間を選ばずにPCやスマホに

よって受講することができます。

表２には、データサイエンス基礎学の2023年

度の講義構成も示しています。データサイエンス

基礎学は、数理・データサイエンス・AI教育拠点

コンソーシアムのリテラシーレベルに沿ったもの

となっており、社会におけるデータ・AI利活用を

理解し、データを扱う上での基礎、データに関する

留意点・情報セキュリティに関して必要な知識・

考え方を身につけることを到達目標としています。

モデルカリキュラムは、①社会におけるデー

タ・AI利活用(導入)、②データリテラシー(基礎)、

③データ・AI利活用における留意事項(心得)、④

オプション(選択)からなります。データサイエン

ス基礎学では、第１回にイントロダクション、社

会で起きている変化、社会におけるデータサイエ

ンス・AI利活用にモデルカリキュラムの１を対応

させて、第２回データ・AI利活用における留意事

項にモデルカリキュラムの３を対応させていま

す。第３回および第４回は、オプションとなって

いる統計および数理基礎を学びます。第５回から

第６回は、モデルカリキュラムの②のデータリテ

ラシーに対応します。

講義形式は、LMSを利用した遠隔オンデマンド

配信とライブ配信を併用しています。ただし、第

１クォーターの開講の３クラスの第１回について

対面で行っています。データサイエンス基礎学は、

情報基礎と同様に入学直後の第１クォーターに開

講することと、時間割の都合から情報基礎よりも

早く受講する学生が存在するため、対面形式を取

っています。

データサイエンス基礎学の遠隔オンデマンド配

信・配信併用は、反転学習の形式を取っています。

つまり、学生は、オンデマンド形式で講義動画を

予習して、ライブ形式の講義に望みます。ライブ

講義では、学生の事前学習を前提にして、講義内

容の要所を解説することや、学生からの質問に答

えます。オンデマンド配信およびライブ配信は、

それぞれ60分です。学生は、どちらかの配信で

はなく両方を受講しなければなりません。

５．応用基礎レベル
次ページ表３に応用基礎レベルの2023年度の

必要修得科目のリストの例を示します。応用基礎

レベルもリテラシーレベルと同様に拠点コンソー

シアムのモデルカリキュラム第２弾に沿った内容

です。本学では、応用基礎レベルの必要修得科目

および単位数が学部もしくは学科によって異なっ

回
第１回

第２回
第３回
第４回
第５回
第６回
第７回
第８回

情報基礎
神戸大学アカウントと学内ネットワーク
サービスの利用
電子メール
インターネットの利用
インターネット社会でのセキュリティ
情報の活用
情報倫理
まとめと期末レポート
まとめと期末レポート

データサイエンス基礎学
イントロダクション、社会で起きている変化、
社会におけるデータサイエンス・AI利活用
データ・AI利活用における留意事項
データサイエンスに必要な数学基礎
確率・統計の基礎
データリテラシー・データを読む
データリテラシー・データを説明する
データリテラシー・データを扱う
まとめ・定期試験

表２　リテラシーレベル科目の講義構成
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表４には、応用基礎レベルにおいて必修科目と

なっているデータサイエンス概論Aおよびデータ

サイエンス概論Bの講義構成も示しています。デ

ータサイエンス概論Aは、応用基礎レベルのデー

タサイエンス基礎とデータエンジニアリング基礎

を取り入れたオムニバス形式の講義構成です。第

１回にデータサイエンス・AIの考え方について学

び、第２回第３回にアルゴリズム基礎とデータ構

造、統計的な考え方について学びます。第４回か

ら第７回では、教師なし学習、教師あり学習、画

像解析および確率モデルについて学びます。

データサイエンス概論Bでは、情報センシング

や音声の時系列解析、テキスト解析などデータサ

イエンス・AIの応用的な事例を学びます。また、

データエンジニアリング基礎において重要な知識

である情報セキュリティならびにプラバシー保護

技術についても学びます。第６回第７回は、デー

タエンジニアリングの基礎としてビッグデータの

取り扱い方法について実践的な演習を行います。

授業の形式は、データサイエンス基礎学と同様

に遠隔のオンデマンドおよびライブ形式の併用で

す。反転学習形式の講義であるため、受講生は、

授業の前に60分のオンデマンド動画教材によっ

て学習します。そして、60分のライブ形式の講

義において講義内容の要点の解説および演習課題

のハンズオンを行います。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

ています。これは、応用基礎レベルの要件として、

データサイエンス全般に関する知識２単位、プロ

グラミング演習に関する演習科目２単位、数学に

関する科目という構成になっているためです。

本学では、文系理系を問わず全学での応用基礎

レベルの認定を目指したため、文系学部と理系学

部の両方に配慮した科目構成になっています。ま

ず、データサイエンス全般に関する知識の２単位

は、データサイエンス概論AおよびBを必修科目

とすることによって満たしています。

プログラミングの要件は、これまで理系科目が

少なく、プログラミング演習を持たない学部に対

して全学共通のプログラミング演習科目を追加し

ています。一方、すでにプログラミング演習科目

がある学部には、専門科目にあるプログラミング

演習によって応用基礎レベルの要件を満たしてい

ます。

次ページ表４は、経済学部の応用基礎レベルの

科目構成を例として示しています。経済学部は、

文系学部のひとつですが、ミクロデータ分析I・II

という演習科目があります。そのため、経済学部

の学生は、ミクロデータ分析I・IIもしくはデータ

サイエンス基礎演習、データサイエンスPBL演習

のいずれかを合計２単位取得することによって、

応用基礎レベルのプログラミング演習の要件を満

たします。

必修

選択必修

区分
総合教養
総合教養

共通専門基礎
共通専門基礎
共通専門基礎
共通専門基礎

専門
専門
専門
専門

総合教養科目
高度教養科目

表３　応用基礎レベルの構成例（経済学部）

単位数
１
１
１
１
１
１
２
２
２
２
１
１

必要修得単位数
２単位

８単位

２単位以上

12単位以上

科目名
データサイエンス概論A
データサイエンス概論B

微分積分入門1
微分積分入門1
線形代数入門1
線形代数入門1

統計学
経済数学

ミクロデータ分析I
ミクロデータ分析II

データサイエンス基礎演習
データサイエンスPBL演習

必要修得単位数の合計
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データサイエンス概論AおよびBの評価は、遠

隔ライブ形式での試験を行います。学生は、本人

確認のために遠隔会議システムZoom[7]によるオン

ライン会議接続をしながらLMS上の試験問題に解

答します。

６．プログラミング演習およびPBL演習
MDASHの応用基礎レベルの認定には、プログ

ラミング演習およびPBL(Project-Based Learning)

演習が求められています。表４にプログラミング

演習科目であるデータサイエンス基礎演習のシラ

バスを示します。遠隔かつ大規模な講義を実施す

るために、LMSや遠隔会議システムを利用してい

ます。本学は、複数場所にキャンパスがあるため

に、幅広い受講生に対して集合型の演習を行うこ

とが困難です。また、受講対象者は、文系学をあ

わせると１学年につき年間1,200名を越えている

ため、効率的に演習科目を実施する必要がありま

す。そこで、プログラミング演習科目であるデー

タサイエンス基礎演習では、オープンソースの

LMSの 一 つ で あ る Moodle[8]の プ ラ グ イ ン

CodeRunner[9]を活用したプログラミング自動採点

システム開発して対応しました。

CodeRunnerは、Moodleの質問タイプにおいて、

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

学生の回答を評価するためにプログラムを実際に

実行できる機能です。主にプログラミングに関す

る科目において使用され、学生が指定されたプロ

グラムコードを書き、そのコードが一連のテスト

を通過するかどうかで評価されます。CodeRunner

は、実際のプログラムが安全なサンドボックス環

境で実行されるため、セキュリティが確保されて

います。

次ページ図３にCodeRunnerの画面を示します。

学生は、上段のエディタに直接プログラムを記述

することができます。学生がチェックボタンを押

すと、学生が記入したプログラムがサンドボック

スのなかで実行されて結果が表示されます。結果

が誤っている場合は、誤っている箇所が表示され

て赤い背景になります。正しい場合には、緑色の

背景が表示されます。

PBL演習科目であるデータサイエンスPBL演習

のシラバスを表４に示します。ここでは、Zoom

を利用した遠隔でのグループディスカッションを

実施しました。本学では、2020年度のコロナウ

ィルス感染症の流行によって対面での講義が制限

されるなかで、有効なグループディスカッション

形式の講義の実現方法を検討してきました。

Zoomには、全体の会議から少人数のグループに

回

第１回

第２回

第３回

第４回

第５回

第６回

第７回

第８回

データサイエンス
概論A

データサイエンス・AI
の考え方
アルゴリズム基礎とデ
ータ構造
統計的データ解析の考
え方
教師なし学習

教師あり学習

画像解析・深層学習

確率モデル・確率推論

まとめ、期末テスト

データサイエンス
概論B

情報センシング

時系列データ解析・音
声解析
テキスト解析

情報セキュリティ

プライバシー保護技術

データサイエンス実践
演習(1)
データサイエンス実践
演習(2)
まとめ、期末テスト

データサイエンス
基礎演習

Pythonイントロダク
ション
データ型、演算子、制
御構造
リスト、配列、関数

Pandas

ファイル入出力、プロ
ットと可視化
生データからデータセ
ット
Helloデータサイエンス

まとめ

表４　応用基礎レベルの科目の講義構成

データサイエンス
PBL演習

PBLイントロダクショ
ン
問いを立てよう

データを眺めよう

問いに対する分析法を
考えよう
データを分析しよう

分析結果をまとめよう

成果を発表しよう

まとめ＆提出
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８．履修者数および修了者数
本学の標準カリキュラムコースおよびリテラシ

ーレベル・応用基礎レベルの履修者数と修了者数

を次ページ表５に示します。本学は、全学で約

10,000名、１学年に約2,500名在籍しています。

ここで、標準カリキュラムコースの履修者数は、

コースの中心となる科目の履修者数を示していま

す。また、リテラシーレベルおよび応用基礎レベ

ルの履修者は、それぞれ必修となっている科目で

あるデータサイエンス基礎学およびデータサイエ

ンス概論Aの履修者数を示しています。標準カリ

キュラムコースの必修科目は、2018年度から

2023年度まで開講していました。2021年度に履

修者が557名、修了者が209名に達しました。こ

れは、入学者の約２割に相当します。2022年度

の入学生からは、標準カリキュラムコースを履修

することができませんが、2022年度と2023年度

も238名、76名の履修がありました。2023年度

の修了者数が履修者数を上回っているのは、前年

度に修了要件を満たさなかった学生が加算されて

いるためです。

リテラシーレベルは、2022年度および2023年

度に約1,800名の履修がありました。これは、１

学年の学生数の７割を超える人数です。2022年

度2023年度は、データサイエンス基礎学が選択

科目であり、必修科目でないにも関わらず高い履

修率です。応用基礎レベルは、2023年度に履修

者数が975名であり１学年の約４割に達していま

分けるブレイクアウトルームという機能が備わっ

ており、この機能を活用したグループディスカッ

ションを行いました。10から15名に対して１人

という比較的多い人数のTAを割り当てることに

よって、対面と比較しても効率が下がらない講義

が実現できました。

７．神戸大学データサイエンス操練所
神戸大学データサイエンス操練所は、数理・デ

ータサイエンス・AI教育プログラムのリテラシー

レベル・応用基礎レベルの上位に位置するコミュ

ニティ型のプログラムです。このプログラムは、

本学の１年生から３年生を対象にしており、学生

が自ら学習および情報交換をする場を提供してい

ます。学生は、操練所を通して、最新の機械学

習・AIの輪講(論文セミナー)や、機械学習の専門

家による講演(先端セミナー)に参加することがで

きます。

また、操練所は、学内および学外の実際のデー

タサイエンス・AIに関する課題に取り組むPBL型

のプログラムを提供しています。このプログラム

では、学内および学外において不定期に発生する

データサイエンス・AIに関する課題に対して、課

外活動として取り組みたい学生を募集します。学

生は、リテラシーレベル・応用基礎レベルによっ

て身につけた技術や知識を用いて、実際の課題に

取り組むことによって、さらに高いレベルを目指

すことができます。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図３　プログラミング演習における自動採点機能Moodle CodeRunner
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す。ただし、修了者数が147名に留まっています。

これは、応用基礎レベルの修了要件に学部の専門

科目が含まれており、専門科目の履修が３年生以

上からの場合が多いためです。また、文系学部の

多くは、修了要件がデータサイエンスに関わる５

科目を修了する必要がありますが、学部が求める

科目を履修しなければならないためにすべての科

目をそろえることができていません。ここで、公

開されている書類によって定められた集計方法が

異なるため、数理・データサイエンス・AI教育プ

ログラムの申請書や実績と異なる場合がありま

す。

９．オープンバッジ
本学の数理・データサイエンス・AI教育プログ

ラムを修了するとオープンバッジ[10]による証明書

が発行されます。オープンバッジとは、一般財団

法人オープンバッジ・ネットワークが運営するブ

ロックチェーン技術を利用して電子的に発行され

る証明書です。2024年７月現在、300団体がこ

のネットワークの会員になっており、国内の学校

や企業がオープンバッジを利用して学修成果の証

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

明書を発行しております。

この証明書は、従来の大学の卒業証明や成績証

明に加えて、科目やカリキュラムごとに学修履歴

を第三者に証明できるものです。従来の公的な証

明書に比べて、細かな粒度で技術や知識の習得を

証明できることや、SNSなどによって気軽に証明

できる利点があります。

本学のオープンバッジは、株式会社LecoSのオ

ープンバッジウォレット[11]に対応しています。こ

のオープンバッジウォレットを利用することによ

って、学修歴をメールやSNSといったメディアに

おいて共有および証明することができます。図４

にリテラシーレベルおよび応用基礎レベルのバッ

ジ例を示します。リテラシーレベルの修了者には、

緑のバッジ、応用基礎レベルの修了者には青のバ

ッジが発行されます。

10．企業および自治体連携によるPBL
科目
本学の特色のある科目として、企業および自治

体と連携したPBL科目があります。そのひとつは、

株式会社日本総合研究所との連携による「日本総

研×神戸大学オープンイノベーションワークショ

ップ」という科目です。

この科目は、大学の単位科目として開講してお

り、いくつかの学部の応用基礎レベルの選択必修

科目にもなっています。形式は、集中講義形式で

行われます。日本総研は、金融機関のグループ会

社としてのコンサルティング・シンクタンクです

ので、金融に関わるテーマとして「金融ビジネス

と情報システム工学」「ITと金融ビジネスの最前

年度
標準カリキュラム履修
標準カリキュラム修了
リテラシーレベル履修
リテラシーレベル修了
応用基礎レベル履修
応用基礎レベル修了

表５　標準カリキュラム、リテラシーレベル・応用基礎レベルの履修者数と修了者数

2018
169

1
169

0
0
0

2020
384
162
384
54
0
0

2019
289
70

289
290

0
0

2021
557
209
557
143

0
0

2022
238
242

1,841
1,846
806
166

2023
76

126
1,868
1,823
975
147

図４　リテラシーレベル・応用基礎レベルのオープンバ
ッジの例
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ンス基礎学、デーサイエンス基礎演習を再編集す

る形で神戸大学DXリカレントプログラムを開講

しています。2023年度2024年度にこのプログラ

ムを開講しており、延べ700名以上が受講して、

400名以上が修了しました。

12．課題と今後の展開
（１）生成AIへの対応

今後の課題としてまず挙げられるのは、カリキ

ュラムを最新のAI技術に対応させながら更新し続

けることです。これまでのAIブームは、第１次お

よび第２次ともに約10年で終了し、冬の時代に

入りました。しかしながら、2010年ごろから続

く第３次AIブームは、2020年になっても終わる

ことなく、2023年５月のChatGPTの登場によっ

て加熱しています。そのため、数理・データサイ

エンス・AI教育プログラムもこれらの新しい変化

に対応して更新していく必要があります。

モデルカリキュラムを作成したコンソーシアム

は、AIに関する暫定的な留意点をまとめています

が、暫定的なものに留まっています。これは、生

成AIの技術が発展段階にあり、毎月のように新し

い技術が発表される一方で、新しい技術が十分な

評価を得ないままサービスとして提供されている

ためです。そのため、悪意のある技術者がそのよ

うな技術を簡単に使ったり、最新の技術を知らな

い人が簡単に陥れられてしまったりする現状があ

ります。そして、それらの状況に対応できるガイ

ドラインの整備が完成しておりません。

また、現在のような状況を考慮すると、今年リ

テラシーレベルを修得した学生と来年リテラシー

レベルを修得する学生の間で学修内容が異なるこ

とが予想されます。これほど短期間でのカリキュ

ラム更新は、カリキュラム修了を証明する数理・

データサイエンス・AI教育プログラム認定制度に

も影響を与える可能性があります。

（２）柔軟なLMSへの期待

データサイエンス教育における最大の課題は、

教育する教員数の少なさです。AI戦略2019では、

すべての大学においてリテラシーレベルの修得を

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真１　2017年度のオープンイノベーションワークショップ
の様子

11．社会人向けリカレントプログラム
本学では、学生に対する講義を社会人に対して

も展開することによって、社会人に向けたDXリ

カレント事業を実施しています。本学では、これ

まで公開講座という形で他大学の学生や社会人に

対して講座を開講していました。これらの講座は、

教養の向上や趣味の修得を目的にしたものでし

た。しかし、現在、社会人の本格的なキャリアア

ップや専門スキルの修得のためのリカレントプロ

グラムが求められています。そこで、本学のリテ

ラシーレベルと応用基礎レベルからデータサイエ

線」という２科目を開講しました。写真１にオー

プンイノベーションワークショップの様子を示し

ます。受講生は、グループディスカッション形式

でデータサイエンスを活用した金融ビジネスに関

する提案を検討します。写真は、2017年度に対

面形式で各グループが提案内容を発表している様

子です。2020年度および2021年度は、コロナウ

イルス感染症の流行の影響から遠隔でのPBL形式

でしたが、2022年度からは対面形式として実施

しています。

もうひとつの連携PBL科目は、神戸市と連携し

た「実践データ科学演習」です。この科目も集中

講義として構成されており、前半にデータサイエ

ンス・AIの実践的な分析手法を学びます。後半は、

神戸市という行政機関がかかえる地域の課題につ

いて、PBL形式で取り組みます。
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目標にしていますが、それを教育できる教員の数

が十分ではありません。短期的に解決するために

は、講義を提供するためのLMSを活用することが

重要となります。

本学では、2022年度までオープンソースであ

るMoodleをLMSとして使用してきました。そし

て、2023年度からはin Campusを採用しています。

Moodleは、教員がカスタマイズ可能な機能が多

く、様々なプラグインが提供されています。プロ

グラミング演習は、in Campusにおいて実現でき

ずこれまでのMoodleサーバを別途構築すること

によって実現しました。しかし、Moodleは、

2002年度にリリースされてから22年経過してお

り、アーキテクチャが古すぎます。プログラミン

グ言語PHPによって実装されており、応答速度が

遅く、最新のWebにおけるアクセシビリティに対

応していません。

一方、in Campusは、Moodleに比べるとカスタ

マイズ性が乏しいです。2022年度に本格的なア

ップデートをしたため、致命的な不具合が散見さ

れ ま す 。 ま た 、 他 の LMSで あ る Google社 の

ClassroomやMicrosoft社のOffice 365と比較すると

最新のWeb技術に追従できていない印象を受けま

す。

データサイエンスの講義のなかで教育している

プログラミングによる自動化やAI技術をLMSのな

かで活用しようとすると、どうしてもカスタマイ

ズできない場面に直面します。今後、データサイ

エンス教育をより効率的に実施していくために

は、基本的な機能だけでなく、データサイエンス

を教える教員が新しい技術を取り入れたいといっ

たデータサイエンスならではの要求に応えられる

LMSが求められると考えます。

13．おわりに
本稿では、本学における数理・データサイエン

ス・AI教育の取組みについて、数理・データサイ

エンスセンター設立から標準カリキュラムコース

の開講、さらにリテラシーレベルおよび応用基礎

レベルの開講とMDASH認定までの流れを振り返

りました。すべて円滑に企画運営できたわけでは

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

なく、ひとつひとつ手探りで歩んできましたので、

データサイエンス教育の手本になるかどうか分か

りませんが、少しでも他の大学の取り組みの参考

になることを願っております。
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和歌山大学の数理・データサイエンス・AI教育プログラム
「データサイエンスへの誘い（応用基礎レベル）」の紹介
～文理融合実践型DS教育における学生の受講動機向上のための工夫～
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図１　本学の教育プログラムの体系

２．「データサイエンスへの誘い」プロ
グラム
まず、筆者たちの教育プログラムの全体構成に

ついておさらいをします。図１のカリキュラムツ

リーをご確認ください。文献[1]に掲載した図と

同じものです。

本学は、2021年度にリテラシーレベル、翌

2022年度には、リテラシーレベルプラスに認定

されています。リテラシーレベルを構成している

のは、１年次１Q「データサイエンスへの誘いA」

と2Q「データサイエンスへの誘いB」の２科目の

みです。応用基礎レベルプラスの認定を受けたの

は2023年度です。構成科目は、大学院科目を除

いた「データサイエンスへの誘いA／B」を含む

すべての科目です。「誘いA／B」は、リテラシー

レベルと応用基礎レベルの両方に含まれます。

「誘い」は「いざない」と読みます。すべての

学生にとって馴染みがあることから、導入の科目

名から名前をとって、本学のプログラム全体を

１．はじめに
2023年の報告[1]では、本学での数理・データサ

イエンス・AI教育の取組みについて、その全体を

示すとともに、認定を受けたばかりの文部科学省

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認

定制度」のリテラシーレベルプラスについて紹介

いたしました。そのなかで、本学は、2023年度

に応用基礎レベルに申請予定と述べていました

が、幸いにもその後、応用基礎レベルプラスの認

定を受けることができました。本学は、全学を対

象に、リテラシーレベルプラスと応用基礎レベル

プラスの認定をともに受けることができたことに

なります。

そこで、今回は、応用基礎レベルに該当する科

目を中心に筆者たちの取組みを紹介させていただ

きます。なにをどのようにすることで、全学を対

象とした応用基礎レベルのプラス認定を受けるこ

とができたのか、数理・データサイエンス・AI教

育プログラムにこれから取り組む、あるいは、改

善を考えている担当者さまの一助になれば幸いで

す。

なお、本学は、教育学部、経済学部、システム

工学部、観光学部、社会インフォマティクス学環

（2023年度開設）の４学部１学環で構成されてい

る地方国立大学です。工学系の学部があり、我々

の教育プログラムは文理融合をキーワードの一つ

にしていますが、キャンパス内は、いわゆる文系

色が強めだと思います。特に同じような規模感の

大学のみなさまに参考にしていただくことを想定

しています。

和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門部門長
システム工学部教授

吉野　　孝
西村　竜一
三浦　浩一

和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門講師

(左から　吉野、西村、三浦）
和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門講師
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では、オンデマンド型の科目の開設を18:10〜

19:40の６時限に設定しています。このため、他

の科目と時間割上の競合はありません。また、教

室などの物理的制約を受けないことから、定員な

どの受講制限を排除しています。教員の負担は大

きくなりますが、そこは運用で補うこととし、ま

ずは、多くの学生を積極的に受け入れる姿勢を示

すことが大切であると考えています。

また、「基礎」「応用」「実践」「数理・データサ

イエンス・AI活用PBL」は、システム工学部にお

いては、学部の専門教育科目として単位が認定さ

れるようになっています。これも受講生の確保を

狙った工夫の一つです。本プログラムの開始時に、

学部教務委員会と協議して実現することができま

した。

（２）受講生サポートの充実

詳細は、前回の報告[1]に記載しましたので省

略しますが、遠隔授業が多くなるため、受講生サ

ポートの充実を欠かすことはできません。学生か

らの質問などに半自動で対応するために、独自の

LINEアプリの開発を行っています。また、週に

１回、他の授業と競合しない18:10以降にTeams

ビデオ会議を用いたオンラインサポート室を開設

しています。このオンラインサポート室は、本プ

ログラムの科目で共通であり、すべての科目の受

講生が参加できます。学年や科目を超えた学生同

士が交流できる、言わば本プログラム全体のホー

ムルームになることを期待しています。学生同士

での問題解決を促し、結果として教員や大学院生

TAの負担を減らしながら、サポートの充実につ

ながることを期待しています。

（３）デジタルオープンバッジと物理バッジ

デジタルオープンバッジの導入による単位修得

状況や学びの可視化も工夫です[1]。一般財団法人

オープンバッジ・ネットワークのシステムを利用

して、2022年からオープンバッジを発行してい

ます。オープンバッジは、スマホのアプリに配信

されて、オンラインでコレクションすることがで

きます。

本プログラムでは、「科目バッジ」の他に「単

位積み上げ型バッジ」を発行しています。「単位

積み上げ型バッジ」は、所定の４単位を取得する

と「ブロンズレベル」が与えられます。ブロンズ

レベルのあとに、「データサイエンス基礎」を修

得すると、「シルバーレベル」、さらに、シルバー

レベルのあとに、「データサイエンス応用」を修

「データサイエンスへの誘い」プログラムと名付

けました。

本学では、本プログラムを2019年度に立ち上

げました。当初からの科目は、「データサイエン

スへの誘いA／B」「データサイエンス入門A／B」

「データサイエンス基礎」(2020年度〜)「データ

サイエンス応用」(2020年度〜)「データサイエン

ス実践」(2021年度〜)「実践的データマイニング

１」「実践的データマイニング２」です。「人工知

能の初歩」「人工知能概論」「数理・データサイエ

ンス・AI活用PBL」は、後から追加しています。

筆者たちが幸運だったのは、この全学対象の科目

群をゼロから設計できたことです。以前からの既

存科目は組み込んでいません。

（１）履修者数・履修率の向上に向けた工夫

「誘いA／B」は、2023年度から全学必修科目

です。毎年度1,000人程度の学生が履修します。

ただし、それ以外は、卒業に必要な単位に認めら

れる正規科目ですが、選択科目です(一部、社会

インフォマティクス学環では必修科目）。このた

め、多くの学生にとっては、本プログラムは卒業

に必要ではなく、履修生の数を確保することが難

しくなっています。

また、「誘いA／B」と「入門A／B」は、教養

教育科目ですが、他は「連携展開科目」という科

目群の扱いになっています。これは、教養科目と

学部専門科目の接続を目的とした全学対象の科目

群です。ただし、「連携展開科目」の各学部での

扱いは異なっており、基本的には「自由選択科目」

として扱われるため、卒業要件における優先度は

高くありません。

このため、本プログラムを維持するためには、

履修者数を増やすための工夫が必要になります。

もちろん、内容を工夫して、魅力を高めることで

履修者を増やすことが本質ではあります。しかし、

並行して、履修がしやすい制度や環境も必要とな

ります。

本学では、コロナ禍前から、動画やビデオ会議

サービスを用いた遠隔授業(オンライン授業)の推

進及びBYOD PCの導入を必須化してきました。

そのため、本プログラムでは、動画を用いたオン

デマンド型遠隔授業を中心とした設計を当初から

行っています。具体的には、「誘いA／B」「入門

A／B」「基礎」「応用」は、動画を用いたオンデ

マンド型遠隔授業を基本としています。本学では、

オンデマンド型授業であっても、時間割の中に開

設時間を配置する必要があります。本プログラム
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得すると「ゴールドレベル」を獲得することがで

きます。ゴールドレベルを獲得したあとに、「デ

ータサイエンス実践」か「数理・データサイエン

ス・AI活用PBL」の単位を修得できると、「ダイ

ヤモンドレベル」になります。

本プログラムの応用基礎レベルの修了要件は、

この「ダイヤモンドレベル」と一致させています。

つまり、オープンバッジで、本プログラムでのサ

ーティフィケーションが完結できています。学生

は、達成レベルをスマホで常に確認できます。ま

た、運用も効率化できることから、この枠組みは、

リーズナブルであると感じています。学生からも

好評で、モチベーション維持に一定の効果がある

ようです。学生の気持ちに応えるべく、2023年

度からオープンバッジと同じデザインの実体のあ

る物理バッジ(写真１)の発行をはじめました。ダ

イヤモンドレベルのみですが、本物のバッジを達

成者に授与しており、セレモニーとして授与式も

開催しています(写真２)。

ることができる）。

授業は、Pythonの実行環境として、自分の

BYOD PCにJupyterをインストールするところか

ら始まります。本学では全学共通のJupyterサーバ

を運用しており、受講生は自由に利用できます。

しかし、データサイエンスの学習に取り組む上で、

自分で実行環境を準備する行程は必要だと考えま

す。また、このときにファイル操作などの基本的

なスキルの不足を確認することができます。本学

では、BYOD PCのOSは、Windowsに統一されて

いますが、それでも個々の環境は異なるため(あ

えてMacを購入して、使いこなせない学生も多い)、

環境構築の際には様々なトラブルが発生します。

オンラインや対面でのサポートを行いながら丁寧

に対応しています。

環境構築を行った後は、Pythonを使ったデータ

の操作や加工、分析のための可視化手法を学びま

す。Pandas、NumPy、Matplotlibといった必須ラ

イブラリを中心に基本的な使い方を学びます。

次に、確率論、推測統計、仮説検定の基礎知識

を学びます。統計学の理解は、データ分析の結果

を解釈するために必要不可欠です。

後半では、機械学習アルゴリズムの理解と活用

方法を取り扱います。回帰分析、分類、クラスタ

リング、次元削減など、基本的なアルゴリズムを

学び、PythonのScikit-learnライブラリとサンプル

データを用いて使用方法を学習します。また、機

械学習モデルの評価方法についても学びます。

「データサイエンス基礎」では、難易度を段階

的に上げることで、受講生が無理なく理解を深め

ることができるように注意しています。次の授業

である「データサイエンス応用」にスムーズにつ

ながるように、基礎の確立を図っています。また、

プログラミングの際は、エラーなど様々な不具合

が起きるのが常ですが、対処方法だけでなく、原

因の深掘りを促すような指導を心掛けています。

問題解決能力の基礎をしっかりと身につけること

で、その後の実践的な学習への移行が可能となっ

ています。

４．データサイエンス応用
「データサイエンス応用」（２年次後期セメス

タ）では、テキストマイニングをテーマとしてい

ます。テキストからの特徴抽出やテキスト分類等

の技術を理解し、実際に利用することで、SNSや

新聞記事、書籍、論文等のデータから発見を得る

ための手法を身に着けることを目指しています。

関連して、音声言語やビッグデータ、Web API等

３．「データサイエンス基礎」
制度の話が長くなってしまいましたが、ここか

らは、応用基礎レベルの中心的な科目である「デ

ータサイエンス基礎」「データサイエンス応用」

「データサイエンス実践」の中身を紹介いたしま

す。

本プログラムでは、「誘いA／B」では主にExcel、

「入門A／B」ではRを使いますが、「基礎」からは

プログラミング言語に Pythonを使用しています。

「データサイエンス基礎」(２年次前期セメス

タ)は、このあとの科目の実践的学習に必要な導

入と基本知識・技術の獲得フェーズに該当しま

す。Pythonプログラミング、統計学や数学の基本

的知識、様々な分析手法の理解に加えて、それら

の利用方法を身に着けることができます。認定制

度の応用基礎コア「Ⅰ．データ表現とアルゴリズ

ム」は、「データサイエンス基礎」のみでも最小

の条件を満たすように設計しているため、「基礎」

は、応用基礎レベルの必須科目です(他の科目を

組み合わせることでさらに多くの範囲をカバーす

写真１　物理バッジ 写真２「ダイヤモンドレベル」
授与式
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の環境改善が、今後の課題の一つだと言えます。

この授業のもう一つの特色に最終課題としてい

る小論文があります。収集データを分析し、４ペー

ジ程度の小論文にまとめる課題です。データサイ

エンスの業務では、図表等を用いて結果をレポー

トにまとめる行程が大切になります。学生には卒

業論文の練習にもなります。結果としては、以下

のような驚くほど良質なレポートがありました。

・ レビューを用いた大学生協アプリ(公式)の問

題点の分析

・ SNSの誹謗中傷を表す文の分析及び予測

・ 商品検索APIを用いた食品商品名の分析

・ 検索数および検索トレンドから読み取る地域

への影響力と人々の関心の度合いについて

・ 歌詞の特徴抽出による作詞者ごとの楽曲分類

小論文の質をよくするために、ここでも一つの

工夫をしています。小論文の下書きの提出を最終

回の１回前の課題としています。そして、最終回

の授業では、受講生の前で、教員が一人ずつ下書

きを読んで口頭でコメントをしています。コメン

トは、内容や書き方の助言です。分析が不足して

いる場合には、考え方のヒントを与えたりもしま

す。本人が参考にするだけでなく、他人向けのコ

メントも知ることができます。最終課題は、コメ

ントを反映させた小論文(清書)の提出です。

「データサイエンス応用」は、基本はオンデマ

ンド型遠隔授業ですが、この最終回（コメントラ

イブと呼んでいます）は、Teams会議をつかった

同時双方向型で実施しています。見やすい手元の

画面で他の受講生の小論文を参考にできる。それ

に対しての教員のコメントも聞くこともできる。

コメントライブは今後も続けたいと考えていま

す。

５．「データサイエンス実践」
本プログラムでは、応用基礎コア「Ⅲ．AI・デ

ータサイエンス実践」の内容を含む授業科目とし

て、前述の「データサイエンス応用」は必須、そ

して、「データサイエンス実践」と「数理・デー

タサイエンス・AI活用PBL」のどちらか一つを選

択必須としています。「数理・データサイエン

ス・AI活用PBL」は、他大学と共同開催している

科目であり、毎年内容が変化するため、本稿では、

「データサイエンス実践」についてのみ紹介をさ

せていただきます。

「データサイエンス実践」(３年次1Q)は、その

名の通り、応用基礎コア「Ⅲ．AI・データサイエ

を活用するための技術について、体験的に学びま

す。

「データサイエンス応用」は、認定制度の応用

基礎コア「Ⅱ．AI・データサイエンス基礎」の必

須科目となっており、この授業だけで同コアの最

小要件を満たすことができます。また、後述する

小論文課題などは、応用基礎コア「Ⅲ．AI・デー

タサイエンス実践」の範囲も含んでいます。

Pythonでプログラミングをすることになります

が、受講生がゼロからコーディングすることは困

難であるため、担当教員が用意したサンプルコー

ドを実行し、動作確認したあとに、与えられた課

題に沿って、そのコードを改造することで学習を

進めることにしています。その際には、参考書や

ウェブ資料などで調査をし、自己解決ができるよ

うになることを求めています。翌週には、課題を

解決した動作するコードの例を動画解説付きで公

開していますが、これは単純に正解を提示するだ

けのものではありません。自分が作成したコード

と見比べることで、より良い解決方法を考えるき

っかけとしてもらうことを強く意識しています。

前半の内容としては、テキスト処理のための正

規表現、形態素解析、クレンジング、特徴量、ベ

クトル表現、言語モデルなどになります。データ

には、ウェブサイト「青空文庫」から取得した著

作権切れの小説を使用しています。例えば、作家

や年代、ジャンルによって異なる小説中の傾向な

どを分析します。機械学習や簡単な深層学習を導

入して、テキスト分類の実験も行います。

後半では、世の中に存在する各種データを探索

し、それらを利用したデータ利活用の実験を実施

します。そのために、分析対象とするデータの収

集と整備からはじめます。ウェブクローリングや

スクレイピング、構造化データ・半構造化データ

の取り扱いなどを学びます。また、音声データか

らテキストを取得する手段して、音声認識技術を

使用することもあります。

データの取得の際には、著作権等の理解が必要

です。データ分析に日本の著作権は寛容ですが、

著作権者やウェブサイト管理者等に配慮して、ル

ールやマナーを守った実験が求められます。その

ために必要な技術についても取り扱います。

ビッグデータのエンジニアリングの体験を意図

して、Wikipediaダンプデータも使用しています。

しかし、学生のBYOD PCではリソースが足りま

せん。全学Jupyterサーバを利用してトラブルの事

前回避を図っていますが、提出〆切直前にはサー

バがダウンしてしまいます。安定的な授業のため



これまで、地元大手企業から提案された具体的

なテーマとしては、次のようなものがありました。

・ 環境変化による購買変化

温暖化等災害の増加

コロナ禍から現在までの購買変化

値上げ

・ 次世代食生活への対応

次世代ミートなど

・ 会員施策への提案

会員数を増やす工夫
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

教員の目線になりますが、流通業の課題は、学

生に身近であり、また、様々な観点から社会の観

察が必要になるため、データサイエンスを学ぶ題

材としては、かなり良質なものだと考えていま

す。

６．これからの取組み
本稿の執筆時点ではまだ途中ですが、我々の新

しい取組みを２つ紹介いたします。

・ データサイエンス教育では、教材として使用

するデータが重要です。我々は、POSデータを

使用するなどしてリアルなデータにこだわって

います。学生に興味を持ってもらい、学生の履

修動機を高めるために、学生自身に関するデー

タを集めて教育用に整備する予定です。これま

でにポイント配布型アンケートを用いて、大学

生の日常や習慣、関心がある事柄等を調査して

います。

・ 2024年12月、和歌山県・白浜で２泊３日の

データサイエンスハッカソンを地域企業等と協

力して実施する予定です。他大学の学生グルー

プも参加いただけます。単位が認定される授業

ではありませんが、世界で活躍することができ

るハイレベル人材を育成するためのイベントと

して成長させたいと考えています。

７．おわりに
本稿では、本学の数理・データサイエンス・AI

教育の中で、特に応用基礎レベルに関連する取組

みを紹介させていただきました。

我々は、今後も、より魅力的な教育を展開した

いと考えています。今後ともご助言等いただけま

すようにお願いいたします。特に、本学は、文部

科学省「数理・データサイエンス・AI 教育の全

国展開の推進」において、社会科学の特定分野校

に選定されています。本稿をきっかけとし、社会

科学分野等の皆さまとご意見の交換等をいただけ

ますと幸いです。

参考文献および関連URL
[1] 吉野孝, 西村竜一, 三浦浩一, “和歌山大学の数

理・データサイエンス・AI教育プログラム〜実

践的教育を軸とした文理隔たりのない体系的な

取組み〜”, 大学教育と情報（公益社団法人私立

大学情報教育協会）, 2022年度　No.4, 通巻181

号

https://www.juce.jp/LINK/journal/2303/pdf/03_02.pdf

ンス実践」に対応する科目です。人や社会にかか

わる具体的な課題の解決に、データを活用できる

能力を育成することをねらいとしています。本プ

ログラムを応用基礎レベルに申請する際、最初か

らプラス認定を目指した根拠となった授業でもあ

ります。

この授業では、地元大手企業から提供を受けた

本物のPOSデータ(レジでの支払時等に記録され

る商品の購買データ)を用いて、３〜４名のグル

ープワークを実施、企業が実際に抱える課題の解

決を提案します。実際の店舗を調査するなどし、

机上の理論のみではない、実践的な体験をするこ

とになります。

途中には、経過報告の報告会を頻繁に実施して

おり、データから導き出される提案の着実な具体

化作業をサポートしています。さらに、「課題の

発見と定式化」「データの取り扱い」「モデル化」

「結果の可視化」「検証，活用」等のデータサイエ

ンスの活用に必要な一連のプロセスの理解を深め

ます。

整備が都合よく完了していないリアルなデータ

を使用しており、必要な前処理等の労力を実感す

ることができるため、実際のプロセスに必要な

「手触り感」の体験も含めた学修を行うことがで

きます。

企業の担当者が、ほぼ毎回の授業に参加してお

り、現場目線のコメントがもらえることも特色で

す。写真３に最終発表会の発表の様子を示します。

写真３　最終発表会（データサイエンス実践）



本協会では、令和７年度における文部科学省概算要求に向けて、私立大学団体連合会に協力を要請すると

ともに、文部科学省私学助成課に以下の要望を行いました。

教育改革実現のための情報化関係補助金予算の要望
公益社団法人私立大学情報教育協会

国は、｢第４期教育振興基本計画｣の中で、将来の予測が困難な時代において、未来に向けて自らが社会の創り手

となり、課題解決などを通じて、持続可能な社会を維持・発展させていく人材の育成を目指すとして、令和９年度

までに「主体的・自律的な学修を実現するアクティブ・ラーニングの推進」、「課題解決型学習(PBL)等教育方法の工

夫などを通じた学修者本位の教育の推進」、「オンラインとリアルを組み合わせたハイブリッド型教育の推進」、「文

理横断・文理融合教育等を通じた数理・データサイエンス・AIの基礎力を持った人材の育成」、「教育のデジタルト

ランスフォーメーション(DX)の推進」などを通じて、社会の持続的な発展を生み出す人材を育成していかなければ

ならないとしています。

本協会の調査(「令和７年度補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調査」)によれば、学生主体の

学びを実現する情報環境基盤として、令和７年度190校、８年度153校、９年度133校から、少なくとも補助希望と

して令和７年度93億円、８年度81億円、９年度56億円以上の整備が計画されており、国の補助事業による財政支

援なくして、社会の持続的発展を生み出す人材の育成は到底実現できません。

とりわけ令和７年度に期待される教育効果としては、「LMS(学習支援システム)を用いた事前・事後学修の充実」、

「教員と学生間のコミュニケーションの改善」、「遠隔授業システムによる学修機会確保の改善」、｢アクティブ・ラー

ニング、PBLなど問題発見・課題探求力の改善」などを目指していますが、その達成度は全体で６割程度と遅れて

おり、ICTを導入・活用した学びの質向上の取組みが焦眉の課題となっています。

ついては、教育振興基本計画が目指す社会の創り手の推進に向けて、教育革新に取り組む大学・短期大学の強い

意欲を受けとめていただき、文部科学省の概算要求並びに政府予算の編成段階において、「教育基盤設備」、｢ICT活

用推進事業」の着実な整備に向け、予算の拡大・確保に特段のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。

※　補助事業別の補助希望額は下表の通りで、調査対象の大学・短期大学796校の内、回答のあった情報環境整備

を計画している259校を集計した結果、2025年度(令和７年度)は93億円、2026年度(令和８年度)は81億円、

2027年度(令和９年度)は56億円となっています。また、2025年度に情報環境を整備することで目指す教育効果

の達成度(回答校の中央値)は、①遠隔授業システムを用いて学修機会の確保、学修内容の理解度向上が70％、②

事前・事後学修の学修時間の増加と知識定着・理解度向上が60％、③教員と学生間のコミュニケーションと主体

的学修の促進が60％、④反転授業・ｅラーニングの普及による知識・技能の定着が60％、⑤アクティブ・ラーニ

ング、PBLなどを充実して課題探求力の向上が60％、⑥双方向授業による学修意欲の向上が60％、⑦地域社会や

産業界と連携した授業で課題解決力と実践力の向上が60％、⑧グループ学修を通じて主体性・多様性・協働性の

向上を図るが60％、⑨分野を横断した学びを通じて、知識の組合せ、発想力・構想力の向上を図るが55％、⑩海

外大学との遠隔授業などを通じてグローバル化対応能力の向上を図るが40％と計画されており、３年度間に亘っ

て教育効果の達成度８割以上を目指しています。
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補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画の補助事業別集計

1
2025年度(令和７年度)文部科学省概算

要求に対する情報関係補助金予算の要望

私情協ニュース

（単位：百万円）
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1. 私立大学における情報通信技術活用による教育改善の調査及び研究、公表・促進
情報通信技術による教育改善の研究

①　教育改善モデルの公表
人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を策定し、学士力の実現に向けて

30分野※のICTを活用した教育改善モデルの提言を公表しています。必要に応じて改善モ
デルの内容を見直し、教育目標・教育方法・評価等について更新しています。現在は、答
えが一つに定まらない問題に解を見出すことができるよう、インターネット上で多面的な
視点から知識を組み合わせ、新たな発想・構想を目指す分野横断フォーラム型のPBLモデ
ルについて、医療系分野・法政策系の分野で試行研究しています。
※英語教育、心理学、政治学、国際関係学、社会学、コミュニケーション関係学、法学、経済学、経営学、会計学、社
会福祉学、情報教育、教育学、統計学、体育学、数学、生物学、物理学、化学、機械工学、建築学、土木工学、経営工
学、電気通信工学、栄養学、被服学、美術・デザイン学、医学、歯学、薬学、看護学(リハビリテーション含む)

②　問題発見・課題解決型教育等(PBL)の研究
ポストコロナ社会におけるアクティブ・ラーニングのニューノーマルな教育として、対

面による物理的空間の学びと、時間・場所の制約を受けない仮想空間の学びを組み合わせ
たハイブリッドな授業を如何にデザインし、学生に最良な問題発見・課題解決型教育等を
提供すべきか、学修者本位の教育の実現、学びの質を高めるハイブリッド教育の進め方とLMSなどの学修環境の機能
強化、生成AIの取扱い、PBLで獲得する思考力等の点検・評価・助言モデルの有効性を探求するため、多様な視点で
考察する分野連携によるアクティブ・ラーニング対話集会(オンライン)を実施し、理解の共有と促進を図っています。

大学教育への提言

私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図るため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、
望ましい教育改善モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携による教育支援の推
進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、
平成23年４月１日に認定された新公益法人の団体です。

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私立大学協会、私立大学懇話会の三団
体を母体に、コンピュータを導入した教育を振興・普及するため、国の財政援助の実現を事業の中心と
して創立した私立大学等情報処理教育連絡協議会です。その後、平成４年に文部省から情報教育の振
興・充実を目的として社団法人私立大学情報教育協会の設立が許可された後、平成23年度（2011年）
に内閣府から公益社団法人として認定され、再発足しました。

本法人の構成は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人を正会員とし、本法人の事業を賛助する
ため法人又は団体による賛助会員を設けています。（正会員139法人、154大学、40短期大学、賛助会
員39社［2024年９月１日現在］）

本法人の事業

不特定多数の利益増進を図る公益目的事業
※公益目的事業の成果は本協会のWebサイトから閲覧できます。

2
公益社団法人私立大学情報教育協会とは

私情協ニュース

授業改善に対する教員の意識調査の公表
３年から５年間隔で加盟校の全専任教員を対象に、教育

の質向上を目指した教育改善に対する教員の受け止め方を
把握し、課題を整理提言し、大学、文部科学省、関係団体
等に施策への反映を呼びかけています。

平成28年度にアクティブ・ラーニング（AL）の教育効
果を中心に調査を実施し、平成29年度に「私立大学教員の
授業改善白書」としてネット上で公開しています。

また、令和３年12月にニューノーマルでの教育の対応を
中心に調査を実施し、学修者本位の教育実現、対面と遠隔を組み合わせた学修
の質向上などを令和４年11月に「私立大学教員授業改善白書」を公表しています。

 

 

 

 

 

 

 
   

アクティブ・ラーニング（AL）の教育効果
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2. 私立大学における情報教育の改善充実に関する調査及び研究、公表・促進

3. 私立大学における情報環境の整備促進に関する調査及び研究、公表・推進
教育・学修機能の高度化に関する情報システムの紹介

平成24年度まではクラウド・コンピューティングを導入した情報システムの研究を行い、平成25
年度からは「学修ポートフォリオ」について、目的、役割、活用方法、学生・教職員への理解の普
及、学修ポートフォリオ情報の活用対策、ICTを用いたｅポートフォリオの構築・運用に伴う留意
点・課題を平成29年度に参考指針としてとりまとめ公表し、ｅポートフォリオシステムの導入・整
備・活用を呼びかけています。

教育改革実現のための情報環境整備計画調査による財政支援の
提案

毎年、全国の私立大学を対象に情報環境に対する財政支援の計画を調査し、私立
大学における教育活動の質向上、地域社会・産業界との連携、グローバル人材の育
成に必要な情報環境の維持・充実に必要な財政支援を文部科学省等関係機関に提案
し、整備促進を働きかけます。

情報環境整備の自己点検・評価
４～６年間隔で加盟大学を対象に調査を行い、情報環境の整備実態及び利用状況

の自己点検・評価を解析し、「私立大学情報環境白書」をとりまとめ、情報環境に対
する取り組みの振り返りを通じて、改善に向けた対応策の理解促進を図っています。
平成30年12月に調査を実施し、令和元年５月に白書をとりまとめネット上で公開し、
大学、文部科学省、関係団体等に理解を呼びかけています。

① 社会で求められる情報活用能力育成の研究と理解の促進
AI時代に求められるデータ活用力等の教育を推進するため、「情報活用教育コンソーシアム」のプラットフォームを基

盤として、本協会が提唱する「社会で求められる情報活用能力育成のガイドライン」の理解促進と教育実践を働きかけて
います。とりわけ、高校の新学習指導要領で、コンピュータのプログラミングやデータ活用を学ぶ新科目「情報Ⅰ」が必
修となったことを受けて、プログラミング・アルゴリズム関連、モデル化・シミュレーション関連、データサイエンス・
AI活用教育の教材及び教育方法の重層的な整備に向けて、プラットフォーム上で関係教員によるシンポジウムや意見交流
の機会を設け、教育現場の課題及び対応策について、関係教員を交えて理解の促進を図っています。

② 仮想空間を活用した教育のオープンイノベーションの研究
新しい価値の創造を目指すPBL授業の普及・推進方策の構想として、SDGs(持続可能な開発目標)の解決を目指した共創

活動の拠点をクラウド上に設け、仮想空間のメタバースや仮想現実(VR)を活用して学生・教員・企業、民間の団体組織、
地域社会等のイノベーションに意欲のある関係者が集い、「創発的な学び」を通じて新たな知を創造する｢SDGsサイバー
フォーラムコモンズ構想｣の実現可能性をとりまとめ、｢産学連携人材ニーズ交流会」に提示し、パイロットプランの方向
性について探求しています。

私情協ニュース

③　データサイエンス・AI教育を支援する研究
本協会に「大学における数理・データサイエンス・AI教育支援プラットフォーム」を設けて、政府の取組み、大学モデ

ルカリキュラムの動向、政府が認定する教育プログラムの取組み事例、私立大学の教育実践例、シンガポールや米国の大
学などの取組み状況の情報を更新・掲載しています。また、また、リテラシーレベルの進め方について、関係教員の方々
と本分科会のプラットフォーム上で情報交流会やワークショップを行い、学生が意欲的に取組むような授業運営の工夫、
教材などについて研究し、理解の促進を図っています。
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電子著作物等の利用推進
｢授業目的公衆送信補償金制度」の徴収や分配の仕組みなどについて、必要に応じて文化庁及び授業目的公衆送信補償金

等管理協会に意見を発信しています。とりわけ、教員個人への分配の仕組みなどについて課題を提示し、改善に向けて働き
かけを行っています。また、改正個人情報保護法の施行に伴う私立大学への影響等についてアンケートを行い、実情を整理
し、機関誌及びセミナーなどを通じて理解の促進を働きかけるように努めています。

産学連携による教育支援の推進
①　産学連携人材ニーズ交流会(オンライン)

大学教員と産業界関係者による人材育成に関する意見交流の場として、
SDGs(持続可能な開発目標)を掲げてイノベーションに取組む企業から、
大学教育に対する人材育成の期待・意見を聞き出し、教育改革の認識を
共有します。その上で、産学連携による新しい学びの創出モデルとして、
クラウド上にSDGsの解決を目指す産学等による共創活動の拠点（｢SDGs
サイバーフォーラムコモンズ｣）構想について、仮想空間を活用した教育
のオープンイノベーションに向けた共創活動の構想について試行実験を
行い、実現可能性・課題を探求します。

②　大学教員の企業現場研修(対面)
教員の教育力向上を支援するため､賛助会員の協力を得て、デジタル革命による事業価値の創出に取り組む事業戦略

の動向、技術革新の現場情報、人材育成の方針を紹介いただき、若手社員と大学教育に対する意見交換を行う中で､授
業を振り返る気づきの機会を提供します｡
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産学連携人材ニーズ交流会全体討議

4. 大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進

大学教員の企業現場研修

私情協ニュース

株式会社内田洋行

令和６年

２月21日(水）

株式会社日立製作所

２月27日(火）

NECネッツエスアイ

株式会社

３月６日(水）

富士通Japan株式会社

３月７日(木）

１．未来の教室 Future Class Room Labo の紹介とユビキス共創広場CANVAS ツア
最新のショールーとハイフレックス授業にも対応する｢未来の学習空間｣の見学及び最新のライブオフィス見学。

２．内田洋行の人事戦略の紹介
会社紹介と社員教育プログラムを通じて、｢情報の価値化と知の協創をデザインする企業｣を目指して取り組んでいる人材育成

の考え方や仕組み、採用などの紹介と意見交換。

３．教育データ利活用に向けた取り組みの紹介 
GIGAスクール構想や最適な指導や支援を行う教育データ利活用に向けた取組みの先進事例を紹介。

４．若手社員との意見交換
若手社員から業務内容、必要なスキル、ICT企業の課題や実態、大学への要望などの発表と意見交換。

１．事業概要、人材育成の取組の紹介
日立が展開する社会イノベーション事業を中心に事業概要と、事業の推進に向けた日立の人財に対する考えを説明。

２．イノベーションの核となるICT活用事例の紹介
教育研究や業務のデジタル化推進が求められる中、日立コンサルティングから、大学におけるデジタル人財の育成やデジタル

化推進に向けた風土醸成・組織変革について説明。

３．若手社員との意見交換(大学での学びについて）
営業部門とSE部門の入社１〜３年目の若手社員から、担当業務内容・必要なスキル・業務上の課題や実態・大学時代に役だっ

た経験や大学への要望などの発表と意見交換。

１．事業概要、事業戦略の紹介
DX活用による働き方改革の取組について、自社での実践の事例を交えた紹介とオフィス見学で現場・環境を体感。

２．イノベーションの核となるDX活用事例の紹介
DX活用による授業運営効率化やデータ共有基盤活用等のICT活用事例、及び大学IR推進に向けた取組を紹介。

３．人材育成の取り組み(説明と意見交換）
人材育成の体系と、今後のDX推進に必要となる人材育成の考え方や取組について紹介し、意見交換。

４．若手社員との意見交換(大学での学びについて）　
若手社員３名から、現在の業務内容や経験を踏まえ、大学時代に受講して役立った授業や、学んでおきたかったこと、大学に

対する要望などを発表し、大学教育に求める人材育成について意見交換。

１．事業戦略の紹介
富士通JapanのDX(デジタル・トランスフォーメーション)を強力に推進し、日本の持続的な成長を支える取組み及び富士通

Japanが考える大学DXや最新の事例等を紹介。

２．ジョブ型新卒採用へのチャレンジ
富士通グループのジョブを起点とした採用に転換し、職種・ビジネス単位ごとに適した人材採用の紹介。学生が自身のキャリ

ア志向や強みを認識し挑戦できるよう、インターンシップの拡大や社員との対話の場を提供している取組みの一部を紹介。

３．若手社員との意見交換（大学での学びについて）
若手社員から現在の仕事の内容や経験を踏まえ、大学時代に役立った授業や学ぶべきこと、大学に対して望みたいことなどに

ついて発表し、意見交換。

教員対象
・情報通信技術（ICT）を活用した優れた教育実践の評価と表彰

毎年８月下旬に全国の大学関係者を対象に「ICT利用による教育改善研究発表会」を
文部科学省の後援を受けて開催し、教育改善の実践事例として有用な研究発表を選定評
価し、文部科学大臣賞をはじめとする表彰を通じて全国の大学に優れた教育改善の取組
みとして、ネット上で広く紹介しています。

5. 大学教職員の職能開発及び大学教員の表彰



・教育指導能力の向上を図るための情報通信技術(ICT)の研究講習
毎年２月下旬に私立大学の教員を対象に情報通信技術活用能力の習得を目指して「FDのための情報通信技術研究講習会」

を対面方式で開催します。LMS(学修支援システム)を用いた授業の個別最適化、対面授業とオンライン授業を効果的に組み
合わせた反転授業、授業コンテンツ使用の著作権法上の知識・理解の習得、学修データの解析方法、対面・オンラインでの
ICT活用法(LMS、2Dメタバースなどの紹介)、生成AIの取扱い等について、基礎的な理解を深め実践できるよう、「全体会」
と「ワークショップ」を設定し、その上で「全体討議」として参加者が希望するテーマについて、自由に情報交流する場を
設け、支援しています。

職員対象
・職員の業務改善能力を強化するための情報通信技術活用力(ICT)の研修

ICT活用能力の開発･強化を支援するため､私立大学の職員を対象に、「大学職員情報化研究講習会」を10月に対面で開催
し、「基礎講習コース」として情報提供及びDXに向けた実現構想のグループ討議を実施し、業務に直結する知識・理解の獲
得と意見交換による実践的な考察力の促進を図っています。

教員・職員対象
・教育改革のための情報通信技術活用(ICT)に伴う知識と戦略の普及

全国の大学を対象に毎年９月上旬に「私情協 教育イノベーション大会」をオンラインで実施します。大学におけるデジ
タル変革(DX)が今後一層進展していくことを踏まえて、先行して取組んでいる好事例の紹介及び意見交流を行います。文部
科学省による国の施策、変革の世紀を成就する教育DX、デジタル人材の育成・確保、リカレント教育の推進、大学生の
ChatGPT利用実態、学びの質向上を目指す生成AIの活用、生成AIを活用した授業、AIと著作権、AIと成績評価の在り方、
生成AIを活用した業務DX、ICTによる学びの個別最適化と質向上を目指す取組み、AI時代におけるアントレプレナーシッ
プ教育、メタバースを活用した授業、文系学生向けデータサイエンス・AI授業のワークショップなど実践事例の発表、大
学・賛助会員連携によるICT導入、大学教職員によるICT活用事例の紹介を通じて理解の促進・共有を図ります。

・短期大学の教育力向上を図るための取組み等の連携及び戦略の探求
短期大学生の社会人基礎力の強化、短期大学のプレゼンス向上を促進する事業として、複数の短期大学と自治体等が協働

する地域貢献支援活動のコンソーシアムをネット上に形成し、教育を通じた「高齢者との交流促進・課題解決策の支援事業」、
「地域価値発見の支援事業」のモデルを策定するため、私立の参加短期大学間によるコンソーシアムを試行し、支援事業の
ニーズや課題を共有して可能性をGoogleクラスルームのプラットフォーム上で意見交流しています。

・情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
情報セキュリティの危機管理能力

のセミナーとしての｢大学情報セキュ
リティ研究講習会｣は休止しますが、
大学でのベンチマークリストを用い
た自己点検・評価・改善が定着する
よう、情報セキュリティ研究講習会
運営委員会においてベンチマークリ
ストの内容を再検討し、更新した上
で、大学に活用の仕方ガイドを添え
て配信することにしています。また､
政府や関連機関と連携して情報セキ
ュリティの関連情報を整理し、大学
が抱える問題に活用できるようにす
るため、本協会のサイトに「情報セ
キュリティ関連情報のプラットフォ
ーム」を設け、情報発信に努めてい
ます。
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6. この法人の事業に対する理解の普及
公益目的事業に対する理解の促進及び普及をはかるために、機関誌

「大学教育と情報」を年４回、全国の大学、政府、関係機関等向けに発
行しています。また、インターネット上で事業の経過及び成果を随時情
報公開するとともに、意見の収集を行い、事業の見直しなどに反映でき
るようにしています。さらに、公益目的事業について理解と協力を得る
ことを目的に、オンラインで全地域の大学・短期大学の関係者、賛助会
員に事業活動報告交流会を実施します。

機関誌「大学教育と情報」
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〒102-0073 東京都千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4階
TEL：03-3261-2798 FAX：03-3261-5473　info@juce.jp  

高度情報化の推進・支援として
� ３年～５年程度の期間を目途に情報化投資額の費用対

効果の点検を本協会から受けることで、費用の有効性※を
洗い出し、教育の質的転換に向けた情報環境活用対策の
改善点を指摘し、大学ごとにフィードバックします。

� 教育改革に求められるICTの活用、教育・学修支援、財
政援助の有効活用など、加盟校の要請に基づき個別にキ
メ細かい相談・助言を提供しています。

� ICTを活用したアクティブ･ラーニング、ｅラーニング
専門人材の育成、IR等を支援する拠点校、クラウドの活
用等について支援する国立情報学研究所と必要に応じて
連携し事業の推進を支援するとともに日本としての
MOOC環境を整備するため、日本オープンオンライン教
育推進協議会（JMOOC)に対して助言等の支援をします。

経営管理者等に対する情報通信技術（ICT）を活用した教育政策の理解普及として
� 加盟校の理事長、学長、役員、学部長、学科長（短期大学）等本人による「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」

を対面又はオンラインで開催します。これにより、教育改革とICTを結び付けた最新の戦略情報を得ることができます。

� 加盟校の事務局長、部・課長を対象とした「教育改革事務部門管理者会議」を対面又はオンラインで開催し、教学マ
ネジメント体制の構築にICTを活用する最新の情報を提供します。

教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンドの配信
� 本協会で実施した発表会、大会等の映像コンテンツ(令和５年度89件、

４年度99件、３年度109件)を希望に応じて配信します。コンテンツは
毎年度更新され、拡大していきます。

� 遠隔地の大学・短期大学でも会員の特典として毎年実施している講
演や研究発表の動画を閲覧できますので、教員・職員の職能開発に活
用できます。

� 映像コンテンツは有料ですが、２年前のコンテンツは１割、３年前
のコンテンツは無料となります。現在、３年度のコンテンツは申込に
応じて全て無料で配信しています。

ビデオ・オンデマンド配信

公益社団法人　私立大学情報教育協会

※情報化投資額の有効性評価リスト

会員を対象としたその他の事業

私情協ニュース
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3

公益社団法人 私立大学情報教育協会

令和６年度 私情協 教育イノベーション大会

オンライン開催　開催要項
 

 

  

 

 
VU

CA
(

)

AI

AI

AI
IC

T

D
X

(
)

AI
AI

D
X

AI
IC

T
AI

AI
IC

T

 
9

4
(

)
 

AAII
CChh

aatt
GG

PPTT
 

9
5

(
)

 
DD

SS
 

9
6

(
)  

   
II

TT
 

 

私情協ニュース



AI
 

AI

Ch
at

G
PT

 

AI
D

X
 

 
AI AI AI

IC
T

 

IC
T

 
K

IT

D
X

Io
T

AI
D

X

AI AI AI

 

IC
T

JV
Ca

m
pu

s

IC
T

AI
AI

BI
(

)

2

9:
00

A-
1

9:
20

A-
2

9:
40

A-
3

10
:0
0

10
:0
5
A-
4

10
:2
5
A-
5

10
:4
5
A-
6

11
:0
5

11
:1
0
A-
7

11
:3
0
A-
8

11
:5
0
A-
9

12
:1
0

13
:0
0
A-
10

13
:2
0
A-
11

13
:4
0
A-
12

14
:0
0

14
:0
5
A-
13

14
:2
5
A-
14

14
:4
5
A-
15

15
:0
5

15
:1
0
A-
16

15
:3
0
A-
17

15
:5
0
A-
18

9:
00

B-
1

9:
20

B-
2

9:
40

B-
3

10
:0
0

10
:0
5
B-
4

10
:2
5
B-
5

10
:4
5
B-
6

11
:0
5

11
:1
0
B-
7

11
:3
0
B-
8

11
:5
0
B-
9

12
:1
0

13
:0
0
B-
10

13
:2
0
B-
11

13
:4
0
B-
12

14
:0
0

14
:0
5
B-
13

14
:2
5
B-
14

14
:4
5
B-
15

15
:0
5

15
:1
0
B-
16

15
:3
0
B-
17

15
:5
0
B-
18

16
:1
0
B-
19

62 JUCE Journal 2024年度 No.2

私情協ニュース



63JUCE Journal 2024年度 No.2

令和５年度(2023年度)

分野連携アクティブ・ラーニング対話集会の
結果報告

1

事業活動報告

令和５年(2023年)12月23日に午前中に文系グループ、午後に理系グループ、2024年１月20日に栄養・医

療系グループの対話集会をオンラインで本協会事務所を配信会場として実施した。出席者は、話題提供者、

運営委員含む参加者全体で、文系グループ55名、理系グループ34名、栄養・医療系グループ47名、合せて

136名でした。

対話集会の進め方は、３グループとも対話集会の当日に、話題提供のビデオコンテンツ(10分程度)５件を

Zoomで配信し、その後で質疑応答を行い、グループに別れて意見交流を行った。以下に、３グループにお

ける話題提供、３グループ共通の意見交流の進め方と開催要項、３グループにおける意見交流実施結果の概

要を報告します。

＜３グループにおける話題提供＞
【文系グループ】

※　法学分野：オンラインでオープンに学び合う全国規模の法律討論会（｢インターカレッジ民法討論会｣)
京都産業大学法学部教授　高嶌　英弘　氏

※　社会学分野：主体的で深い学びに向けたGoogleフォームの活用　
ノートルダム清心女子大学文学部教授　森　　泰三　氏

※　環境情報学分野：オンデマンド授業を応答的に進めるLMSの活用
大妻女子大学社会情報学部教授　木下　　勇　氏

※　スポーツ科学分野：双方向ツールを活用した反転授業の効果と展望・課題
順天堂大学スポーツ健康科学部教授　鈴木　良雄　氏

※　英語教育分野：ChatGPTで英語教育の在り方を探究
立命館大学生命科学部教授　山中　　司　氏

【理系グループ】
※　建築学分野：ICTツールを用いて調布市と南部町における｢空き家活用｣の可能性を探る

共立女子大学建築・デザイン学部教授　髙橋　大輔　氏
※　機械工学分野：学習分析ツールを活用した機械系専門科目の反転授業～予習活動の可視化とその効果～

芝浦工業大学工学部教授　角田　和巳　氏
※　物理学分野：LMSで行う確認テストと振返りによる基礎知識の定着と自発的学修の継続  

北海道情報大学経営情報学部教授　穴田　有一　氏
※　電気通信工学分野：リアルタイムオンライン反転授業の効果と課題

山梨大学教育国際化推進機構大学教育センター副センター長　森澤　正之　氏
※　情報学分野：大規模言語モデル・対話型AIによるプログラミング・データサイエンス演習の学修支援

日本女子大学理学部教授　倉光　君郎　氏

【栄養・医療系グループ】
※　医学分野：ICTを用いたTeam-Based Learningの実施方法

東京女子医科大学医学部講師　茂泉(吉名)　佐和子　氏
※　栄養学分野：管理栄養士国家試験合格率向上を目指したIRとTBLの活用

東京農業大学応用生物科学部栄養科学科教授　福山　直人　氏
※　医学分野：反転授業を取り入れた小児科シミュレーション実習の効果と課題・展望の効果

近畿大学医学部関西空港クリニック所長･教授　岡田　　満　氏
※　歯学分野：ICTを用いた多職種連携の試み～歯科と栄養学科の大学間合同授業～

東京歯科大学歯学部准教授　大久保真衣　氏
※　薬学分野：生成系AIと共生した文章表現基盤教育の実践：次世代医療人育成を目指して

北海道医療大学薬学部教授　二瓶　裕之　氏



＜３グループ共通の意見交流の進め方＞
意見交流のテーマは、持続可能な社会を作り出す担い手としての教育の観点から、ICTや生成AIなどを活

用した効果的な学びの可能性や課題等について、参加教員によるグループでの意見交流を通じて、問題意識

の定着と改善に向けた行動変容の促進を探究することにし、以下の視点で設定しました。

①　｢学修者本位の授業を実現するにはどうすればいいのか｣、LMS等で個別最適化に向け実施している学

修指導の取組みを共有した上で、実現に向けた課題を整理し、改善策の対応を意見交換するとともに、

反転授業を実施している取組みを共有した上で、実現に向けた課題を整理し、改善策の対応を意見交換

します。

②　｢問題発見・課題解決型のPBL授業の理解を深め、推進・普及していくにはどうしたらいいのか｣、実

施に向けた課題を整理し、解決策を意見交換します。

③　｢教員の意識変容を高めていくにはどうしたらいいのか｣、全員の教員が参加するFDの仕組みを議論し

ます。例えば、以下の対策について、賛同の割合を確認し、実行に向けた課題を整理し、対策を検討し

ます。

④　｢生成AIの取扱いとして｣、授業の内外での対応、学修到達度の確認・評価の例示を参考に探求するこ

とにしました。なお、ブレイクアウトルームでの問題の整理、意見の集約は、Zoomにあるホワイトボ

ードやチャットを使いながら、進めることにしました。

＜３グループ共通の開催要項＞
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１．開催趣旨
デジタル革命の真っただ中にあって、持続可能な社会を創り出す担い手としての教育のあり方を探究する観点か

ら、大学としてどのように向き合うことが期待されるのか議論が進められています。それには、教育のDX化を後

戻りさせない中で、学生一人ひとりの能力を伸長する個別最適な授業と、対面授業と遠隔授業を効果的に組み合わ

せた問題発見・課題解決型教育(PBL)の推進普及が急がれます。そこで本対話集会では、大学教員を中心とした分

野連携によるアクティブ・ラーニングの対話集会を通じて、ICT(情報通信技術)や生成AIなどを活用した効果的な

学びの可能性や課題などについて、参加教員によるグループ討議を通じて意見交流を行い、問題意識の定着と改善

に向けた行動変容の促進を探究することにしております。

２．プログラム
(１)　開催趣旨の説明
(２)　ICTを活用したアクティブ・ラーニングの話題提供(上記に掲載)
(３)　意見交流(参加者をグループ分けして行います) 
①　学修者本位の授業実現

＊　LMS等で理解度・成長度の把握や個別に学修指導している状況、反転授業導入等の状況を確認した上で、

個別最適化の実現に向けた課題を整理・共有し、対応について意見交流します。

②　問題発見・課題解決型(PBL)授業の理解促進と推進・普及

＊　対面授業と遠隔授業を効果的に組み合わせた授業の実施状況、PBLの実施状況を確認した上で、PBLの効

果と課題を整理・共有し、対応について意見交流します。

③　教員の意識啓発の促進

＊　上記①、②の授業改善を組織的に進める意識啓発の対策として、FD実施の状況を確認した上で、教員全

員が参加する教学マネジメントの仕組みやFD活動の改善について意見交流します。

④　生成AI(ChatGPTなど)の取扱い

＊　授業の内外で生成AIを体験させている、又はこれから体験させることを考えている状況を確認した上で、

学生が社会で使いこなすことができるよう、大学としての対応・課題について意見交流します。

(４)　総括

＊　ティーチングポートフォリオ等で授業と学修成果の振り返りを行い、学科内で共有し、教員相互で研

究する。

＊　学部・学科として、各授業とデイプロマポリシーとの関連付けをモニタリング化する。

＊　学内の学生調査などを踏まえて、教員全員に改善策を求め、授業改善に対する意識合わせを行う。

＊　FD活動に学生を参加させる仕組みを考える、など。



＜３グループにおける意見交流実施結果の概要＞
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＜文系グループ＞
①　反転授業で事前学修をしてこない学生への対応に苦慮している。対応策として予習をさせるように小テスト等

を成績評価に連動して考える。
②　多くの学生がスマホをツールとしているので、パソコンとの連携ができない。教員と学生とのツールのギャッ

プを埋め合わせる必要がある。スマホでLMSに入ることはなかなかしづらく、そこに断絶がある。教員が学生
のスマホ環境に理解がないと、LMSに情報があがってこない問題もあり、LMS環境の多様化が必要となっている。

③　地域課題の解決などのPBLでは、モチベーションの継続が難しくなっている。グループワークが苦手で、当た
り障りのないコミュニケーションが多い。どういう目標が獲得できるのか、課題出しの目標を明確にしないと学
修意欲が続かない。PBLは就活に非常に有利というファシリテーションをしないと学生が真剣に参加しない。

④　教員は理解しているけれども、お互いに情報共有の場がとれない。情報共有の場をどう工夫するかが課題とな
っている。

⑤　議論した後に、生成AIに意見を求めるけれども、｢なるほど」などと受け止め、そこから深い議論につながら
ない。生成AIの利活用を考えていかないといけない。

＜理系グループ＞
基本的には文系とほとんど同じような指摘がされた。
①　反転授業が効果的であることは共通認識が得られたが、予習活動を行わない学生への対応を課題と捉えている

教員が多く見られた。予習活動を採点対象にすることで対処できるという紹介があったが、学びの楽しさを目指
せるような予習活動を考えないといけないのではないかとの本質的な指摘もあった。LMSは多くの教員が利用
しているが、例えば学生相互による課題評価などもできるため、個別最適な学修へのきっかけとなる可能性がある。

②　PBLについては、到達するべきゴールを示すことが大事である。また、グループワークの役割分担を明確にす
ることも必要で、GoogleドライブやホワイトボードなどのICTツールを併用すれば、活動記録を残すことがで
きて、振り返りに活用することが可能である。ティーチングポートフォリオは、実施されている大学は少ないの
で、これから開発していく必要があると感じた。

③　教員の意識啓発については、FD活動がどこの大学でも色々な形で取組みをされていることが確認できた。ま
た、学生参加による授業改善の取組みも教員の意識啓発になりうるとの指摘があった。

④　生成AIに関しては、強み・弱みを理解して使うことが大切であること、著作権について学ばせるいい機会にな
るとの意見も出された。

＜栄養・医療系グループ＞
①　LMSの導入は、小テストのフィードバックでドロップアウト学生への対応、グループワークを動画視聴してレ

ポート作成に活用、学生理解度の評価に使用している。しかし、活用の仕方に温度差があり、有効性はわからない。
反転授業の導入は、知識の定着や活用に効果があることは納得しているが､学生の参加度に温度差が見られる

ことと、反転授業を多くすると事前学習ができなくなるのどの課題がある。解決策として、グループ編成を積
極・非積極(モチベーションが低い)に分ける、楽しくなるように気づかせる工夫などが紹介された。また、学部
全体で反転授業の量をコントロールする必要があり、各科目で事前学習を早めに提示し、学生の学修が重ならな
いよう工夫することが紹介された。

②　PBLの仕方は、対面とZoomとしているが、演習・実習ではLMSとリンクし対面が重視されている。成果物の
作成などに、専用のチャットルームを設け、意見交換による連携が可能。学部連携のPBLでは、Zoomが効果的
である。

運営上の問題として、チュータ数が不足している。また、チュータ間にレベル差がある。学生間の評価を導入
することでモチベーションが向上したが、不満もかなりあり、中止することもあった。学生の熱意に差があり、
怠ける学生がいるため、評価に不公平が生じている。なお､学部連携PBLでは、非積極学生に学部・学科の代表
としての役割を持たせることで、積極的に参加せざるを得ないようにする方法も紹介された。また、机が動かせ
ない教室も課題となっている。

③　教員の意識啓発の促進では、一つは､授業とDP(ディプロマ・ポリシー)との関連付けのモニタリングはWebシ
ラバスの導入で進行している。教員間の温度差が授業見学や他者評価などで少しずつ改善している。授業ごとに
CP(カリキュラム・ポリシー)の達成度をパーセント表示し、成績と関連付けている大学もある。

二つは、授業と学修成果の振り返りは、授業終了時に単位取得状況を教員間で会議を設け情報共有している。
また、教務やカリキュラム、実習の委員会に学生が参画し、意見や提案を活用しているところもある。

三つは、FD活動はZoomでの動画配信を含めて全教員の参加を目指している。また、臨床実習の様子をオン
ライン上のポートフォリオ(CC-EPOC)で分析結果の共有を目指しているが、利用度合いが低いことから、学生
向け・教員向けの動画を作成し、FDで推進しているところもある。また、学長ワークショッフとして、学生と
教員が参加する意見交流を行っており、その取扱いは個々の教員の判断に委ねられている。

④　生成AIの取扱いは、一部の大学では、事前学修に生成AIを活用している。臨床推論の演習で問診・診察のポイ
ントをまとめる課題を出しているところもある。また、クリティカルシンキングや、生成AIに討論をさせてみる
などを考えているところもある。しかし、先ずは教員が生成AIの活用について理解を深める必要があることが確
認された。
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分野横断フォーラム型授業試行実験の成果と課題
（医療系分野、法政策系分野）

2

ネット上で多分野の知識を組み合わせることにより、新しい知の創造を訓練する授業モデルの可能性を研

究するため、学系別FD/ICT活用研究委員会内に、「医療系フォーラム型実験小委員会」と「法政策等フォー

ラム型実験小委員会」を設置して研究を行っており、以下に、医療系分野と法政策系分野における「分野横

断フォーラム型授業」の試行実験について報告します。

＜医療系分野＞
令和４年度改訂の医学教育モデル・コア・カリキュラムに多職種連携教育の実践が明示されたことを受け

て、６年間に亘り研究・実験してきた「ICTを活用した分野横断による多職種連携教育の実験結果」の成果

を整理し、授業運営及び導入に向けたノウハウをビデオ化して、医療系をはじめ栄養系・社会福祉系の大

学・学部に公表するとともに、配信したビデオコンテンツの視聴状況について理解の促進を目指して、現在

アンケートを行い、それに基づいて分野横断型遠隔授業実践の成果をビデオの他にリーフレットを作成し、

理解の共有を一層図る準備をしています。

１．ビデオ作成・公表の背景
令和４年度(2022年度)の実験授業において、医療・福祉・栄養・情報コミュニケーション６分野の３〜

４年生による２グループで、Zoomによるテレビ会議やLineでの意見交換を通じて、｢コロナ禍時代の持続

可能な医療・健康生活を考える」をテーマに、多分野の視点を取り入れながら問題解決に取り組む授業デ

ザイン、授業環境、授業運営等を研究した。その結果、コロナ禍と共存していく上での本質的な問題は何

か、メディア、精神心理、情報リテラシー、食、医療など、幅広い問題を抽出して問題発見・整理を行い、

問題点の優先順位の決定や課題設定、解決策の検討・提案が行われ、参加学生のアンケートにおいて、高

い評価が得られたことから、新しい学びに向けた成果を確認することができたと判断しました。

他方、令和４年度に改訂の「医学教育モデル・コア・カリキュラム」に「多職種連携能力」がとりあげ

られ、「保健、医療、福祉、介護など患者・家族に関わる全ての人々の役割を理解し、お互いに良好な関係

を築きながら、患者・家族・地域の課題を共有し、関わる人々と協働することができる。」とされています。

そこで委員会では、大学で多職

種の分野(学部・学科)を持たない大

学が単独で「多職種連携授業」を

実施するのは困難と判断し、｢ICT

を活用した多職種連携教育」に取

り組む一つのモデルとして、６年

間の研究と実験のノウハウを提供

することになり、ビデオを制作・

公表することにしました。

２．ビデオの構成と作成のポイント
その際、ICTを活用して分野横断多職種連携を実際に進めていくためのノウハウの提供であり、多職種

の分野を持たない大学がICTを活用してどのように多職種連携教育を行うのか、ネット上で学生が議論す

る仕組み、異なる分野の学生が意見交換し、自分野を他分野に説明する仕組みや、それを通じての気づき

の紹介、そのためのプラットフォームの構築、ICTを活用しネット上で主体的に学ばせるための学生ガイ

ド、ファシリテーションの工夫、振り返りシートの工夫、授業運営のノウハウなどを紹介することにしま

した。例えば、｢ここはこうした方が良い」、｢ここではこういうことが大事ですよ」など、「ICTを活用し

事業活動報告



たネット上で、学生に主体的に学ばせる｣ノウハウについて、以下のような観点から紹介しています。な

お、学生ガイドや振り返りシートなどは、詳細資料として掲載しています。
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３．ビデオの公表
令和５年11月29日に本協会のホームページに、以下のように掲載し、本協会加盟と国・公・私立の

298大学の関係する学部長・学科長宛に案内し、活用を呼びかけました。

事業活動報告

多職種連携教育を支援するビデオの項目と作成のポイント
０．はじめに

医学教育モデル・コア・カリキュラムにとりあげげられた「多職種連携能力」の授業を、多職種の分野を持たな

い多くの医療系大学が単独で多職種連携授業を行うのは難しいことから、本協会で実験してきた「ICT活用による

分野横断型遠隔授業」の６年間における体験の成果について、ノウハウを中心に整理、提供する。

１．授業準備
ICT活用による分野横断型遠隔授業の目標、概要、授業プログラムの決定、課題の作成、授業設計と学生用ガイ

ドの作成、ファシリテーターガイドの作成を紹介する。

２．分野横断型授業のプラットフォームとICT学修システム
分野横断型遠隔授業のプラットフォーム、ICT学修システム、Googleスライド、Zoom-ホワイトボードなど､ネッ

ト授業の進め方を「ICTに疎い先生にもわかる」ように具体的に紹介する。

３．授業運営のポイントと工夫
グループの役割分担、プロブレムマップの活用法、ルーブリック評価、授業終了時の自己評価とフィードバック

の仕方、自己主導学修の仕方、学びを深めるためのリソース講義、ポートフォリオの作成を具体的に紹介し、｢な

るほど、こうやればよいのか」と実感してもらえるよう紹介する。

４．アイスブレーキングの工夫
他分野学生について、お互いの専門分野を十分理解できるように、自己紹介、他己紹介など実際のアイスブレー

キングの事例を紹介する。

５．ファシリテーションの基礎と工夫
ファシリテーションとは(概論)、ファシリテーションの工夫とポイント、ファシリテーションで苦労したこと、

ファシリテーションで良かったことやICTでの苦労、ICTではこういう工夫も必要になるなどのノウハウを紹介する。

６．分野横断型授業の成果と課題
問題発見・整理、課題設定、多分野グループによる課題解決案、｢分野横断型学修を実施してわかったこと」、学

生アンケート、テキストマイニングの解析結果、分野横断型学修の成果を具体的に紹介する。

ICT活用による「各専門領域を超えた分野横断型遠隔授業の実践」のご紹介
本協会では学部・大学を越えてネット上で多分野の知識を組み合わせることにより、新しい知の創造を訓練する授

業モデルの試行研究に取組んでおりますが、その事業の一環として、医療系分野フォーラム実験小委員会ではICTを

活用して複数の大学が連携する「ICT活用による分野横断型遠隔授業」について６年間研究と実験を行い、従来の大

学教育を超えた新しい学びに向けた成果が認められました。

今回、医学・歯学教育モデル・コア・カリキュラムに「多職種連携能力」が取り上げられたことから「多職種連携

教育」に取組む一つの方法として参考にしていただきたく、６年間の研究と実験のノウハウを「各専門領域を超えた

分野横断型遠隔授業の実践」として映像化し、とりまとめましたのでご紹いたします。※映像は「０．はじめに」か

ら順に通して視聴いただく他に、｢１．〜６．」のタイトルをクリックして視聴いただくことも可能です。

分野横断型遠隔授業の実践　(掲載サイト：http://www.juce.jp/medforum/experiment/
０．はじめに （2：13） 
１．授業準備   （7：45）
１）授業プログラムの決定

２）課題（シナリオ）作成

３）授業設計と学生用ガイドの作成

４）ファシリテーターガイドの作成

２．授業運営のポイントと工夫 （4：45） 
１）役割分担と共同編集可能なグループプロダクト

２）プロブレムマップの活用

３）評価（ルーブリック評価）について

４）授業終了時の自己評価とフィードバック

５）自己主導学修を充実させるために

６）学びを深めるためのリソース講義

７）ポートフォリオの作成

３．分野断型学修のプラットフォームとICT学修支援システム （5：08）
４．アイスブレイキングのポイント （6：26）
５．ファシリテーションの基礎と工夫 （10：00）
６．分野横断型遠隔授業の成果と課題 （10：08）
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法政策系分野フォーラム型授業実験の成果と課題

１．実験授業とりまとめの経緯 
この報告は、私立大学情報教育協会の「法政策等フォーラム型実験小委員会」において、令和元年度から令和４

年度にかけてオンラインで実施した「法政策等フォーラム型実験授業」の試みが一応の終結を見たことを契機とし

て、その概要を報告し、成果と問題点を明らかにすることにした。今後、多くの大学で同様の試みがなされること

を期待し、その実施に際して何らかの手がかりが得られるよう、要点を纏めた。

２．法政策フォーラム型実験授業の目的
実験授業の目的は、ネット上で新しい知の創造を訓練する授業モデルの可能性を研究するため、担当教員以外に

有識者を交えて意見交流する学生主体の学びを目指した。

学生に実践的な気づきをもたらすために、複数分野の教員及び現場でさまざまな職種に就く専門家や有識者(以

下「学外有識者」という。)がネット上に参加し、集団で指導する体制を構築することにした。

大学教育における一つの問題点として、「教員は自分が教えることができる範囲でしか学生に教授できない」こ

とを直視すべきとした。この問題に対処する方法として、教員の知識量ないし研究範囲に縛られることなく、自ら

問題を調査・検討するアクティブ･ラーニングの手法が有用であると判断した。

実験授業では、学生のアクティブ･ラーニングを支えるため、「各別の教員が担当する複数のゼミナールを合同す

ること」、及び「多方面の分野の研究者、実務家の助言を得ること」を実現して、新しい授業方法を模索すること

にした。

３．実験授業での新規の試みや工夫
この実験授業の目的を達成するため、以下のような方法を試みた。

（１）電子掲示板の活用
授業実施時間帯がそれぞれ異なる複数のゼミナールを合同し、かつ学外の有識者からの助言を随時受けるため

に、インターネットを介してアクセスできる実験授業専用の電子掲示板を設置した。

学生は電子掲示板上ではいわゆるハンドルネームを使って投稿を行うようにすることで、大学間の学生交流が

自然に発生することを期待した。学外有識者も原則としてハンドルネームを使うことにしたが、学外有識者の投

稿はその投稿内容からみて学生ではないことが明瞭であった。但し、一部の学外有識者が電子掲示板上でまるで

学生であるかのように振る舞った例があり、このケースでは学外有識者と学生のフラットな意見交換が実現した。

また、後述で、電子掲示板が「閉じられたグループ」のものであるという事実に気づいた学生は、匿名性が高め

られた電子掲示板といえども、心理的な警戒感から積極的な議論を避けていたようにも見受けられた。相手の投

稿内容を肯定したり補強する返答には抵抗がなかったようだが、相手に強烈な反論をするような投稿は希少であ

った。必ずしも全ての学生が、小委員会の期待通りに積極的に活用するには至らなかったが、授業に電子掲示板

を導入する際の利点と問題点は明らかになった。

（２）学外有識者が参加する｢合同最終報告会｣の実施
実験授業の最終回は、遠隔会議システムを利用し、実験授業に参加したすべてのゼミナールの学生が同時に集

合する合同最終報告会とし、実験授業に参加したすべての学生と学外有識者が無理なく参加できるように、土曜

日の午後に設定した。

合同最終報告会では、チームごとにプレゼンテーションを実施し、これに対する学生間の質疑応答の後、学外有

識者からの質問や評価などが行われた。学外有識者からは、各チームの成果について概ね肯定的な評価をされる一

方、全体に対しては基本的な学問の方法論から研究手法に関する技術論まで、厳しい指摘や指導も多く見られた。

２年目以降においては、実験授業を開始する前に前年度の合同最終報告会の録画を学生に視聴するように促し

た。年度を追うごとに学生の発表の時間は長くかつ濃密な内容となり、４年間を通じて見ると最終報告の質は明

らかに上昇傾向を示した｡

（３）学外有識者による「ミニシンポジウム」の実施
最終年度の令和４年度では、実験授業の第１回目に共通テーマについて、学外有識者を交えたミニシンポジ

ウムを土曜日の午後に遠隔会議システムを利用して行った。

ミニシンポジウムの目的は、学外有識者が共通テーマに関する生の情報や現場で生じている未解決の問題など

を学生に提示し、実際の当事者らがどのようなことを考えながら問題と向き合っているのかを伝えることにより、

迅速にかつ正確に問題発見を行えるようにした。実際、ミニシンポジウムで示された情報は、書籍やインターネ

ット等からは得られない極めて有用なもので、学生らは取り組むべき問題を例年になく速やかに発見することが

でき、その論点は極めて現実に即したものとなった。

小委員会では、学外有識者に教員の能力の限界を補うことを期待していた。その意味では、このミニシンポジ

ウムこそが実験授業における学外有識者の存在意義を際立たせたと言える。

＜法政策系分野＞
実験に参加する大学が増えないことから、令和元年度から４年度までの４年間における実験の成果報告を

整理し、令和６年２月に「FDのための情報技術研究講習会」を通じて成果の報告を行うとともに、改めて

活動報告のとりまとめを「法政策系分野フォーラム型実験授業の成果と課題」として、概ね以下のように報

告しました。なお、その後、オープンに学び合う遠隔インターカレッジ法政策討論会の構想について、現在

研究を進めています。構想がまとまりましたら本誌で後日公表する予定にしています。



69JUCE Journal 2024年度 No.2

事業活動報告

４．実験授業の実施体制
（１）基本的な方法
実験授業は、インターネット上に設置した電子掲示板と各大学で実施する対面のゼミナールの授業とを並行して

実施することを念頭において設計した。電子掲示板は、複数大学の学生によるフラットな議論、多分野の研究者

および実務家から構成される学外有識者による情報提供や簡単な助言と指導を期待した。

対面のゼミナールでは、電子掲示板での議論や提示された情報に基づき、チームごとに問題発見と解決案の策

定作業を行った。電子掲示板と対面授業の融合によるアクティブ･ラーニングを７〜８週にわたって実施した。

（２）実験授業の基本的な枠組み
実験授業は、毎年度異なる共通テーマを設定し、各大学の学生が一つまたは複数のチームを形成し、それぞれ

のチームが共通テーマに基づく個別の論点を立てて問題発見と解決策の提案を行うという手法を採った。但し、

各大学の個別の事情を考慮し、解決策の提案までは行わず、学生が個別的に電子掲示板上での議論に参加するに

止めるという参加形態も認めることとした。

なお、各年度の共通テーマ以下の通りである。

＊　2019年度　「食品ロス」

＊　2020年度　「ジェンダー平等」

＊　2021年度　「日本の健康と福祉」

＊　2022年度　「インターネット上の広告の影響について考える」

（３）参加大学
上記の共通テーマについて、解決策の提案まで実施したゼミナールは年度によって異なるが、神奈川大学の２

つのゼミナール(法学部中村壽宏教授・井上匡子教授)と、京都産業大学の１つのゼミナール(法学部高嶌英弘教

授)であった。

これに、日本大学(大学院法学研究科の佐渡友哲教授(当時)）、青山学院大学(地球社会共生学部の菊池尚代教授、

沖縄大学の神澤真佑佳講師(現山形大学)のそれぞれ指導する学生が、電子掲示板上での議論に参加する体制をと

った。

（４）管理の体制
実験授業の実施に際しては、電子掲示板の準備及び管理、全体の統括を神奈川大学の中村氏が担当した。それ

ぞれの大学が公式に設置する授業支援システム(LMS)は、各大学に学籍を持つ学生しかアクセスできないことか

ら、当初の２年間はインターネット上の無料電子掲示板サービスを借用し、最後の２年間はサーバ領域だけを借

用して無償の授業支援システムであるmoodleを構築して運用した。

（５）学外有識者等の参加
実験授業の実施には、学外の専門家や有識者の参加が前提となるため、その選定と依頼は、参加大学教員の提

案に基づいて小委員会が計画し、提案した教員から個別に参加の打診とその後の連絡を行った。

学外の有識者は、各年度の共通テーマに沿って選定した。特に、最終年度の「インターネット上の広告の影響

について考える」においては、詐欺的商法等の消費者被害について対応の最前線にいる消費生活相談員、消費者

被害対策の研究にあたるNPO法人の研究員、高等学校において消費者教育を実施する教員などに加え、実際に広

告業界において活動する大手広告代理店の管理職の方や、似非科学と思われる商材に対して警鐘を鳴らす活動を

している物理学の研究者などに参加していただけた。

５．実験授業のスキーム
実験授業は、基本的に７週にわたって実施し、教室内での対面授業と教室外での調査等及び電子掲示板での議論

を進める形式となっている。参加したゼミナールによって異なるが、学生は数名のチームを形成し、対面授業にお

いては基本的にチーム単位で活動する。各週の内容は、以下のように設定した。

第１週　「課題認識」：問題の詳細を調査し、問題の本質を理解する。

第２週　「問題発見」：問題を解決する鍵がどこにあるのか検討する。

第３週　「問題の洗い出し」：解決策立案のための切り口や合理的な道筋を考える。

第４週　「解決策の探究」：具体的な根拠やデータなどで補強しながら、解決策の素案を完成させる。

第５週　「中間発表と討論」：素案をチーム内で発表し、問題点や修正点について討論する。

第６週　「解決策の完成」：中間発表および討論の結果を踏まえ、素案を見直して完成させる。

第７週　「解決策の最終発表」：プレゼンテーションファイルを作成し、最終的な発表を行う。

６．浮き彫りとなった問題点の存在とこれらに対する対処の方法
４年間にわたり実験授業を実施してきた中で、実験授業の手法にはいくつかの問題点があることが明らかとなっ

た。

（１）学生の電子掲示板への参加が低調であること
初年度に生じた最大の問題点は、対面授業で学生に電子掲示板への意見等の投稿を強力に促したものの、結果

として電子掲示板への参加は低調であった。

形式的にはハンドルネームを利用した匿名の議論であるようでいて、「教員には誰がどの発言をしたか分かる｣

という完全匿名ではないとの懸念が学生の警戒感を高めた。学生たちには、投稿内容が教員によってチェックさ

れ、それが成績評価に直結すると考え、内容が乏しい又は間違っている内容の投稿をしてしまうことへの恐怖感

があったのであろう。このことを受け、２年目からは、完全匿名に近い運用とし、電子掲示板における投稿は成



績評価の対象としない、公序良俗に反する投稿については投稿者を特定することをしないまま削除(非表示化)す

るという運用ルールを置いた。

その結果、投稿は増加したが、今度は特定の積極的な学生だけが濃密に情報交換を行う現象が生じた。もっと

も、一部の積極的な学生にだけ電子掲示板が効果をもたらしたということではなく、ほとんど投稿を行わない学

生も電子掲示板に大量に投稿される情報を取得して彼らなりに理解しており、結果的にほとんどのチームの最終

発表の内容に電子掲示板で展開された情報が取り込まれていることが確認できた。

電子掲示板の活用においては、「情報を提供する学生・学外有識者」と「情報を取得して利用する学生」という

構造が生じることとなったが、それ自体は学修上の問題を生起させることはなかった。

（２）学生間又は学外有識者との電子掲示板での議論が白熱しないこと
電子掲示板において、異なる大学間の学生および学外有識者が比較的フラットな関係を保ちながら情報提供や

意見交換をすることができるだろうと期待していたが、激しい討論や意見交換はまれであった。

インターネット上で不特定多数のユーザーに開放されている匿名電子掲示板と異なり、限られたメンバーの電

子掲示板であるという事情に原因がある。たとえ相手が誰であるか分からないとはいえ、ともに学修する仲間に

対して強烈な批判や反論をすることに抵抗を感じたと思われる。参加大学の数を増やすなど、同じ実験授業の参

加者同士であるという一体感を希薄化させれば、この問題は解消できるのかもしれない。

（３）学外有識者に大学ないし学生に対する遠慮が感じられること
初年度の電子掲示板の利用について生じた問題であった。当初は、学外有識者からの投稿が極端に少ないとい

う現象が見られた。事情を調査したところ、学外有識者からは、大学の授業に積極的に関わることについて、自

分たちは学生の成績に責任が持てないこと、最近の学生に対してどのように接するべきか距離感がつかめないこ

と、などの意見が出された。

学外有識者に実験授業の趣旨と概要を詳細に伝え切れていなかったことに原因があったと考えている。２年目

以降においては､実験授業の目的が「ゼミナールの教員の知識と指導力を学外有識者が補う点にある」ことを強

調し､学外有識者の役割は学生に対してそれぞれの知識と経験に基づく情報を提供することと、議論についても

学生に気づきを与える程度とすることを説明した。

（４）電子掲示板の管理と運用について技術的な問題が生じたこと
電子掲示板の準備と運用については、さまざまな技術的な困難が生じた。それぞれの大学が公式に設置する授

業支援システム(LMS)にも電子掲示板の仕組みは実装されていたが、学籍を持つ学生しかアクセスできないこと

から、実験授業で利用する電子掲示板を別に用意する必要があった。当初の２年間は、インターネット上の無料

電子掲示板サービスを借用したが、これはサービス提供会社による管理が優先してしまうため、学生のアクセス

権の管理や電子掲示板の体裁などは、大学の授業に対応したものとはならなかった。また、一時的に学生のアク

セスが予告なく制限されることもあった。結局、最後の２年間は無料電子掲示板サービスを諦め、安価で提供さ

れていたサーバ領域だけを借用して、そこに無償の授業支援システムであるmoodleを構築して運用した。この

方法は学生のアクセス権の管理や電子掲示板の体裁について自由度や対応の即応性が増したが、最終的にサービ

ス提供会社のサービス終了という事態に直面することとなった。安定的な電子掲示板の運用のためには、一定の

予算を組んで信頼できる大手のレンタルサーバを借用する必要があると痛感した。

７．今後の展望
実験授業は令和４年度(2022年度)で一旦終了となったが、当初計画において構想されていた要素の内、結局実現

に至らなかったものがある。それは、海外の大学との連携である。

実験授業は法政策を取り扱うものであったが、わが国の法政策は国内の問題のみを対象とすれば良いわけではな

いことは当然である。実際、４年間において、何組ものチームが国際的視野に立った問題解決の提案を行った。例

えば、「ジェンダー平等」を共通テーマとした年度では、わが国と諸外国との間の意識や制度の違いを論じる必要

があったし、「日本の健康と福祉」を共通テーマとした年度においては、日本という枠組みを超えて貧困国の健

康・福祉問題の解決に日本がどのように貢献できるかを論じるチームがあった。このような論点を立てて問題解決

を検討するときに、実際に外国の学生の意見を聞き、意見交換ができていれば、最終報告における解決策の提案が

さらに現実性や有用性を帯びることができたと思われる。

海外の大学との連携が計画のみに終わってしまった理由は、実験授業それ自体を毎年手探りで実行していたため、

余力が足りなかったこともあるが、最大の要因は学生の語学力に不安があった点にある。学生たちは、共通テーマ

にかかる前提問題を調査し、そこから未解決の問題を発見し､その解決のための基礎資料やデータ等を収集して､チ

ーム全員で議論をして解決案を作るという作業で手一杯であった。そこに外国の学生とのコミュニケーションとい

う負荷をかけることに躊躇があったからである｡

しかし、この問題も技術的に解決されつつある。電子掲示板における外国語での投稿に際しても、学生の英文作

成をサポートするツールがインターネット上に充実しつつあり、最大の問題であった遠隔会議システムによる外国

の学生との同期型直接の意思疎通についても、自動翻訳ツールの実装によって解決の目処は付きつつある｡

学生に基本的な語学力の鍛錬を求めるべきという意見もあろうが、この実験授業において学生に求めるスキルは、

それとは別にあることを考えれば、海外とのコミュニケーションについては、先進的な技術に頼れば良いと割り切

ることもあながち間違ってはいないと考えている｡

今後、この実験授業の手法をさらに発展的に実施する機会が訪れたときは、是非とも海外の学生との意見交換も

実現したい｡
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PBLを通じて獲得する論理的・批判的思考力、問題発見・課題解決力、価値創造力などの達成度を卒業ま

でに学びの振り返りを通して身に付けられるよう訓練する仕組みとして､クラウド上で外部者がビデオ試問

するモデル構想を研究するため、本協会では「外部評価モデル小委員会」において､モデル構想の試行を実

験するための詳細計画の策定、試行実験に向けた準備を中心に研究を進めました。以下に、研究活動の概要

を報告します。

（１）モデル構想の試行実験に向けた詳細計画の策定

詳細計画の策定において、特に次の点を重視することにした。

①　「外部点検・評価・助言モデル構想パイロト化の意義」では、学修成果の質保証システムの一環とし

て、PBLによる思考力等の獲得が不可欠と判断し、学生が卒業までに身に付けることができるよう、複

数外部者によるビデオ試問で点検・評価し、その結果を大学の担当教員にフィードバックし、担当教員

を通じて学生一人ひとりに助言を支援する学修成果の質保証システムとしての有効性を検証することに

しました。

②　「ビデオ試問による点検・評価の仕組み」では、ビデオコンテンツを提供した大学教員１名、他大学

の教員１名、企業等自治体関係者１名の３名で、思考力等の到達度点検・評価・助言ルーブリックに基

づいて行い、自動的に点数化するとともに、評価者からのコメントをルーブリックに掲載することにし

ました。評価者により異なる意見があるので、その点を学生に伝えることにより、振り返りに役立つこ

とを期待しています。

③　試問コンテンツに対する外部評価者の意識合わせが重要なので､事前に「外部点検・評価コンソーシ

アム」を設けて、理解の共有を徹底します。その段階で、ルーブリックとビデオ試問コンテンツの整合

性を確認します。整合性がとれていない場合は、ビデオ試問コンテンツ、ルーブリックの内容を修正す

ることにしています。

④　ビデオ試問のプラットフォーム構築は、クラウドではなく、実験用に本協会で準備できるWebサイト

にします。点検・評価クラウドの機能として、評価結果の自動数値化、レーダチャートによるデータ可

視化、評価者のコメントによる評価結果の通知をシステム化します。

⑤　パイロット化の参加協力の依頼校は、コンテンツ試作を担当の３分野の委員校としました。また、本

実験で得られたデータの帰属は外部評価モデル小委員会に帰属するようにしました。

以上の方針に沿って、令和６年度に実施する「思考力等の外部点検・評価・助言モデル構想」の試行実験

に向けた詳細計画を次のように策定しました。

｢思考力等の外部点検・評価・助言モデル構想｣の試行実験に向けた詳細計画
１．試行実験の意義

様々な分野で答えの定まらない課題に最善の解を見出していく知の変革が求められてきております。本質を捉え
洞察する力を訓練するには、客観的な情報・データを根拠に論理的・批判的に捉え、課題発見・課題設定を通じて
考察し、発想や価値創造などを訓練するプロブレム・ベースドラーニング、プロジェクト・ベースドラーニングの
普及・充実が急がれています。
このことから、課題探求型学修(PBL)による思考力等の獲得が不可欠になると判断し、学生が卒業までに身に付

けることができるよう、外部者のビデオ試問による思考力等点検・評価の結果を踏まえた学内教員の助言支援の仕
組みについて、学修成果の質保証システムとしての有効性を検証することにしました。

２．試行実験の概要
(１)　ビデオ試問による点検・評価の仕組み
①　試行実験の対象学生は、各大学でPBL(プロブレム・ベースドラーニング、プロジェクト・ベースドラーニ
ング)科目で思考力等の訓練を受けた学生とし、３分野とも20名以内とします。

②　試行実験の実施分野は、３分野(経済学、工学、栄養学)を有する大学で行います。
③　評価者の構成は、３分野ともビデオコンテンツを提供した大学教員１名、他大学教員１名、企業当自治体関



係者１名の３名とします。
④　試行実験の仕組みは、「点検・評価クラウド (実験用Webサイト)」に蓄積されているビデオコンテンツ(映像、
写真、アニメーション、図・表等)に、試問を受ける学生が大学で指定する教室からURLにアクセスし、イヤ
ホンやヘッドフォンを用いてパソコン等端末を介して問題を受けとり、記述方式で点検・評価Webサイトに回
答を送信し、２段階の方法で点検・評価と助言を行います。また、生成AIの使用を防止するため、試験監督
者を配置します。

④-１　第１段階として、試問コンテンツと「思考力等の到達度点検・評価・助言ルーブリック」の整合性がと
れているかどうか、３名の評価者間でルーブリックの到達度レベルを点検・評価します。試問内容の相互理
解・調整を行う組織として、「点検・評価・助言検討会議」(以下、｢外部点検・評価コンソーシアム」という)
を構築します。その上で、試問コンテンツの内容と、思考力等の到達度点検・評価・助言ルーブリックの内
容が整合しているかどうかを検討し、能力要素別の到達度点検・評価のレベルについて､外部評価者間で相互
理解・調整を行います。その際、必要があれば試問コンテンツ、到達度ルーブリックの内容を修正・調整し
ます。また、能力要素間の評価の重みづけ(割合)を確認・調整します。
点検・評価は、思考力等のプロセスがどのレベル(５／３／１／０)にあるのか、判定します。知識の量や正
確性・活用に関する点検・評価は、大学や外部機関の試験で実施していますので、点検・評価の対象外として
います。また、PBLに求められる巻き込み力、傾聴力、計画遂行力などの行動特性は能力要素に含めていません。
ルーブリック到達度の判定は、到達度のレベル評価と、レベル評価で注視した良かった点、不足している点
や、思考力等を高めるために心がける点などの助言について、ルーブリック下欄の「評価者からのコメント」
に記述します。
その上で、事前に申し合わせた能力要素の重みづけに基づいて、３名の評価結果を自動的に数値化します。
また、数値化前の３名によるルーブリック評価データ、評価者コメントも授業担当教員にフィードバックで
きるよう格納しておきます。

④-２　第２段階として､試問後日に３名の評価者結果(数値データ、ルーブリック評価データ、評価者コメント)
を授業担当教員にフィードバックします。
授業担当教員から、学生の資質等に配慮して本協会で作成した能力要素の助言内容(参照例)を基に、助言の
テンプレート化を作成します。また、学生が助言を踏まえて到達度の基準を振り返えることができるように、
能力要素別の到達状況及び評価者コメントを一覧化します。なお、標準レベル(ルーブリック参照例の点検・
評価基準「３」)の到達度に達しない学生には、思考力等の点検・評価の基準に沿った思考プロセスが見に付く
よう、対面又はeラーニングで個別に指導・助言するサポート体制が必要となります。

（２）点検・評価後の助言フィードバックの仕方
①　助言テンプレートの作成

授業担当教員は、学生一人ひとりに思考プロセスの振り返りを支援できるようにするため、試問者からの
点検・評価結果に基づき､学生の資質に合わせた助言をフィードバックします。本協会では「学生への助言フ
ィードバックの作り方」として、能力要素別の思考行動で「何ができるようになればよいのか」目標を明確
化し、段階的に学びを身に付けられるよう参照例を作成しました。
②　ポートフォリオの作成・提出

授業担当教員は、学生に助言フィードバックした後、学生が次の目標に向けどのような点に注意して思考
行動をすればよいか、ポートフォリオを提出させます。その上で、PBLの中でポートフォリオに書き出した思
考等が実施できているか、自己点検させます。

（３）試行実験の実施時期と実施体制
①　実施時期は、３分野とも令和６年７月中旬から下旬に行い、12月に実験の効果を確認します。
②　実施に伴うプラットフォーム等の環境及び運営全般の検討・準備は、本協会の外部評価モデル小委員会で
行います。

３．試行実験の実施環境
（１）試問対象の分野設定、試問内容の相互理解・調整を行う組織
①　試問の対象分野は、外部評価モデル小委員会委員で試問コンテンツの作成に携わってこられた委員の担当
分野とします。文系では経済学の分野、理系では工学と栄養学の分野とし、協力が得られることを前提にし
ます。
試問時間は、経済学系90分、工学系60分、栄養学系90分とします。

②　試問内容の相互理解・調整を行う組織として、「外部者による点検・評価・助言コンソーシアム」(以下、
「外部点検・評価コンソーシアム」という)を構築します。メンバーは、分野ごとにビデオコンテンツを作成し
た大学教員１名、他大学の教員１名、企業等自治体関係者１名の３名とし、ズームを用いて協議します。
③　分野別評価者は、外部評価モデル評価小委員会の担当委員、学系別FD/ICT活用研究委員会委員、企業等社
会人有識者とした。
＊経済学系分野：担当教員　　(名古屋学院大学経済学部長　　　　　　　　児島　完二氏)

大学関係者　(愛知学院大学経済学部教授　　　　　　　　渡邉　隆俊氏)
社会人有識者(元名古屋市教育長　　　　　　　　　　　　伊藤　　彰氏)

＊工学系分野：　担当教員　　(芝浦工業大学工学部教授　　　　　　　　　角田　和巳氏)
大学関係者　(金沢工業大学工学部教授　　　　　　　　　高野　則之氏)
社会人有識者(株式会社オプテック代表取締役　　　　　　大原　茂之氏)

＊栄養学系分野：担当教員　　(東京家政大学栄養学部准教授　　　　　　　服部　浩子氏)
大学関係者　(中央学院大学短期大学健康栄養学科准教授　由良　　亮氏)
社会人有識者(中部飼料株式会社社外取締役　　　　　　　酒井　映子氏)
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（２）「試問コンテンツ」の決定と「到達度点検・評価・助言ルーブリック」の確認・調整
①　「試問コンテンツ」の決定は、本来ならばビデオ試問コンテンツの公募・収集及び適格性の確認を実施し
た上で、分野別の外部者コンソーシアムを設けて決定しますが、試行実験では便宜的に３分野の試作コンテ
ンツを「試問コンテンツ」として決定します。
②　｢到達度点検・評価・助言ルーブリック｣の確認は、３分野の外部者コンソーシアムにおいて、点検・評価基
準の内容・レベルについて協議し、評価者間で想定される回答の取扱いや思考力等能力要素について評価の
重みづけを協議し、以下の通り確認しました。
＊経済学系分野・・「問題発見・課題設定・解決力」40％、「論理的な思考力」40％、「価値創造力」20％
＊工学系分野・・・「批判的な思考力」40％、「科学的な考察力」40％、「論旨明快に表現する力」20％
＊栄養学系分野・・「論理的な思考力」30％､「問題発見・課題設定・解決力」50％、「論旨明快に表現する

力」20％
なお、ルーブリックとビデオ試問コンテンツの整合性を確認する段階で、整合性がとれていない場合は、ビデ

オ試問コンテンツの内容又はルーブリックを修正しました。

（３）ビデオ試問のプラットフォーム構築
プラットフォームに求められる機能は、本来はクラウド上に構築しますが、試行実験では本協会で準備できる

Webサイトに設けます。
①　｢外部者コンソーシアム｣の構築
３分野の外部者による到達度点検・評価基準の申し合わせは、｢外部点検・評価検討会議」としてZoom及び

掲示板で行います。
②　｢点検・評価Webサイト(クラウド)」の構築

ビデオ試問コンテンツの格納とオンデマンド配信、大学の教室端末からの記述回答の格納、３分野の外部
者による記述回答の点検・評価結果データの格納と評価結果の自動数値化、レーダチャート化、大学への点
検・評価結果通知などのシステム化を行います。※１詳細参照
③　｢能力要素別の助言テンプレート」の構築
｢点検・評価クラウド」からの結果を受けて、大学の担当教員が学生一人ひとりに助言を迅速にフィードバ
ックし負担の軽減を図れるようにするため、｢能力要素別の助言内容(参照例)｣を踏まえて、助言テンプレート
を簡易に作成できるように掲示板に掲載します。

（４）試行実験の参加協力依頼校と依頼条件
①　本実験に伴う大学教室の端末機器(ヘッドフォン含む)は無償で使用させていただきます。
② 本実験で得られたデータの帰属は、本協会の外部評価モデル評価小委員会とします。

※１「点検・評価Webサイト(クラウド)」の機能及び運営
＊　分野別のビデオ試問コンテンツは、実験当日に指定の教室に配信し、学生からの回答を「点検・評価Webサ
イト」に格納します。なお、試問コンテンツは、必要な個所を繰り返し見て回答できるよう、資料(パワーポ
イントのPDF)を掲載します。

＊　｢点検・評価クラウド」に格納された回答を後日、分野別に評価者(３人)でルーブリック評価を行います。
ルーブリック評価は、３名の評価者で能力要素の点検・評価基準欄の該当箇所(５、３、１、０)に〇をつけた
個数を自動的に数値化するとともに、３人の評価結果から平均値を算出し、授業担当者に評価者コメントと
ともに送信します。
＊　また、助言フィードバックのテンプレートを「点検・評価Webサイト」に掲載し、授業担当教員が作成する
助言テンプレートの作業を支援します。

（２）学生への助言フィードバックの作り方

外部評価者からのルーブリックに基づく点検・評価を受けて、大学の担当教員が学生の資質に合わせた

助言を行い、学生一人ひとりに学び方の振り返りを支援できるようにするため、「学生への助言フィード

バックの作り方」について、学生からの意見を参考に、何ができるようになればよいのか、理解できるよ
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うに作成しました。その際、助言スタイルとして、「褒める」、「促す」、｢励ます｣ことを配慮した。その上

で、能力要素別の点検・評価基準に向けて、目標を明確化することにより、段階的に学びを身につけられ

るように配慮しました。

点検・評価基準の助言パターン
①「5」・・・「褒める」、「目指す」

＊「○○力の(思考)プロセスよくできていましたね。特に〜の部分は素晴らしいです。」
＊「次は、○○力を発揮して〜に挑戦してみてください。」　
②「3」・・・「褒める」、「促す」

＊「○○力の(思考)プロセスの基本(レベル「３」)はできていましたね。」
＊「次は、○○力の〜に気を付けたら、もっと良くなると思います。」
③「1」・・・「励ます」、「促す」

＊「○○力の(思考)プロセスの基本(レベル「３」)がもう一歩でしたね。」

＊「次は、○○力の〜に気を付けて、頑張って下さい。」
④「0」・・・「励ます」、「質問する」

＊「○○力の(思考)プロセスは難しかったようですね、でも諦めないで下さい。」
＊「大学では思考力等の能力を身に付けるため、○○のような個別授業を行っています。希望する場合はメール
して下さい。

能力要素別の助言内容（参照例）
①　論理的な思考力(ロジカルシンキング)

＊「5」
課題を確かな根拠に基づいて適切に捉え、解決につながる原因や要素の因果関係、相関関係を整理して筋道

を立てて考えることができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化
させることを期待しています。

＊「3」
課題を根拠に基づいて思考するプロセスは理解できています。次は、大まかではなく重要な視点を捉えて思

考できるようにするため、より広く情報・データを用いて結論を整理してみましょう。
＊「1」

課題を部分的に捉えて、結論を考えてしまいましたね。課題の原因・背景をもっと広げ、実現可能性の面か
ら思考できるようにするために、結論に優先順位をつけてみましょう。

＊「0」
課題になっているのはなぜか、例えば、生活、経済、政治、環境保護、健康、福祉などの広い面から、書き

出してみましょう。それから、その原因・背景の根拠を探して､結論を導き出してみましょう。

②　批判的な思考力(クリティカルシンキング)
＊「5」

課題の最も重要な視点を認識し、データ・情報で仮説を立て、客観的・多面的に解決策の検証ができていま
した。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
課題の重要な視点を認識し、データ・情報で仮説を検証する思考プロセスは理解できていました。到達度の

レベルアップを目指して、多面的に検証できるようにするため、課題解決の原因・要素を広く精査し、正確な
情報・データを用いて十分点検し、評価してみましょう。

＊「1｣
課題の視点を部分的に認識し、データ・情報を部分的に関連付けて課題の解決を思考するプロセスは理解で

きていました。しかし、思考の正当性を証明する仮説・検証が欠けていました。そのためには、課題解決につ
ながる原因をもっと広げ、データ・情報を鵜呑みにせず、分析する過程を入れて十分点検し、評価してみまし
ょう。

＊「0」
まず、問題の中で何が課題となるのか、書き出してみましょう。次に、課題を解決するための対策をあげて

みましょう。それから、その対策を実行する上で必要となる要点を整理してみましょう。その上で、客観性の
あるデータ・情報を用いて、課題の解決に結びつくのか十分点検し、評価してみましょう。

③　科学的な考察力
＊「5」
的確なデータを用いて仮説をモデル化し、こうではないかと考える推論をシミュレーションにより検証する

ことができており、科学的考察プロセスの手続きはレベルに達しています。科学の特徴は、証拠に基づいて真
偽が決定される「実証性」、同じ条件で何度繰り返しても同じ結果が得られる「再現性」、正しさは当面のもの
という｢暫定性｣があります。定説とされる理論・法則も新しい発見があれば覆されます。論理を組み立てるだ
けではなく、論理を飛躍しなければ科学的思考の限界を超える豊かな想像力は生まれません。次は、真理の探
究という科学の本質にチャレンジし、未知の分野解明に常に関心を抱くことの重要性に言及されることを期待
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しています。
＊「3」

客観的なデータで仮説をモデル化し、シミュレーションを試みることで推論する仕組みを理解することはで
きていました。次は、推論が現実に適用できるかどうか、シミュレーションを用いて検証できるようにしまし
ょう。

＊「1」
部分的にデータを用いて、モデルを可視化するところまでできていました。次は、仮説を立てて、こうでは

ないかと考える推論をシミュレーションしながら考えてみましょう。
＊「0」

問題の特性を明らかにするために、どのようなデータを用いるとよいのか、次に、そのデータを用いて、
「なぜ・どうしてそうなるのか」を説明・計算できるようにし、その上でよくわからないことを、客観的にわ
かる方法で表現する「モデル化」について調べてみましょう。

④　問題発見・課題設定・解決力
＊「5」

問題の発見から課題を設定し、実現可能な複数の解決策について優先順位を付けて考えることができていま
した。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
問題の発見から課題を設定し、実現可能な解決策を考えるプロセスはできていました。次は、重要な点を捉

えて課題として設定し、複数の解決策について優先順位をつけ、最短で解決できる実現性の根拠を考えてみま
しょう。

＊「1」
問題の発見から課題の設定が部分的になっていました。次は、あるべき姿との違いをより広く問題として捉

え、実現性のある課題の解決策を考えてみましょう。
＊「0」

現象について何が問題となるか、よく調べてみましょう。あるべき姿との違いを解決するためのテーマ(課
題)を書き出してみましょう。

⑤　価値創造力
＊「5」

常識や固定観念にとらわれずに、新しい視点から問題を指摘し、多角的・複合的な立場から問題を正確に見
直し、価値創出を発想するプロセスができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素につ
いても一層深化させることを期待しています。

＊「3」
常識や固定観念などにとらわれずに、多角的・複合的な立場から問題を見直し、価値創出することの必要性

まで理解できていました。次は、実現性を考慮した新しい価値の創出に繋がる発想のプロセスができるように
取組んでみましょう。

＊「1」
常識や固定観念などにとらわれずに、多角的・複合的な立場から問題を部分的に見直すことができていまし

た。次は、全体的に問題を解決するために、視点を広げ、価値を創出することの必要性について理解できるよ
うに取組みましょう。

＊「0」
新聞・書籍・ニュース等の情報を通して、様々な事象が｢なぜ、そうなっているのか｣など自問自答すること

を習慣化するようにしましょう。知らないことに疑問を持ち問題化して､考えるように取組みましょう。

⑥　論旨明快に表現する力
＊「5」

思考や判断の内容について、確かな根拠をもとに論理を組み立て、言語を用いて誰にでも分かりやすい表現
ができていました。十分なレベルに達していますので、他の能力要素についても一層深化させることを期待し
ています。

＊「3」
思考や判断の内容について、根拠に沿って大まかに論理を組み立て、言語で表現することができていました。

次は、根拠を正確に捉え、論理に一貫性を持たせ、誰にでも分かりやすい表現ができるように取組んでみまし
ょう。

＊「1」
思考や判断の内容について、根拠に沿って一部分表現ができていました。次は、結論に至る過程に論理の一

貫性を持たせて表現できるようにしてみましょう。
＊「0」
取り上げた課題について、根拠に基づいて考えた内容、その中で伝えたいことを書き出してみましょう。
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本協会機関紙「大学教育と情報」に掲載する原稿「生成AIを利活用した授業改善の取組み」について、以
下のように募集します。

１．原稿の内容
①　生成AIを利活用した授業改善の取組みとして、実際に先生が授業の中で利活用された経験に基づいて

情報提供して下さい。

②　情報提供の内容

＊　学生に生成AI利活用を薦める背景

＊　利活用した授業科目名、授業科目の目標、履修対象者、授業での利活用の仕方

＊　事前・事後学修の課題と生成AI利活用の仕方（コピペの実態、利活用の内容表示、課題提出後の口

頭確認等）

＊　学生への生成AI使用指導の有無と指導の内容

＊　授業での学生の生成AI使用実態（アイデア出し、文章構成、翻訳、プログラミング、創作等）と学

びの効果、生成AIを使用した成績評価の仕方、今後の課題など

２．応募資格
大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
①　字数・・・3,600字（機関誌２ページ分）、図表等含む

②　構成・・・タイトル、見出し（上記１．②を参考に作成）

③　表現・・・Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。

図表（めやす：ヨコ７㎝× タテ５㎝、約200字分)

４．送付方法と送付期限
①　本協会事務局へメール添付にて送付ください。

info＠juce.jp

送付期限は３期に区分します

②　１期 ： 令和６年 ５ 月末日
２期 ： 令和６年 ７ 月末日
３期 ： 令和６年10月末日

５．原稿の取扱い
本協会の専門委員会において取扱を決定します。掲載が決定した場合には、掲載号を書面で通知し、修

正を依頼する場合はその内容と期日についても通知します。

６．問い合わせ・送付先
公益社団法人 私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　E-mail：info＠juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル４階

募 集

「大学教育と情報」に掲載
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
139法人（154大学　40短期大学）

（2024年９月30日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

松本　章代（情報処理センター長）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

石田　努（総合情報センター長）

白鴎大学

舩田　眞里子（情報処理教育研究センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

福田　光良（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

藤田　貴宏（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長、DX推進センター長）

江戸川大学

宮崎　孝治（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

増井　由紀美（メディアセンター長）

秀明大学

高見澤　秀幸（秀明IT教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

淑徳大学

杉原　亨（高等教育研究センター准教授）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

蜂屋　孝太郎（総合情報技術センター運営委員会副委員長）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

安倍　達哉（教育支援センター部長）

桜美林大学

鈴木　克夫（教育探求科学群教授）

学習院女子大学

清水　將吾（国際文化交流学部准教授）

共立女子大学・共立女子短期大学

鈴木　孝之（総合情報センター長）

工学院大学

田中　輝雄（学術情報センター工手の泉所長）

駒澤大学

青木　茂樹（総合情報センター所長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山崎　壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

成蹊大学

渕　史彦（高等教育開発・支援センター所長）

専修大学・石巻専修大学

髙橋　裕（情報科学センター長）

昭和女子大学

金尾　朗（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

創価大学・創価女子短期大学

久米川　宣一（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

水谷　正大（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）
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名　簿

玉川大学

倉見　昇一（ICT教育研究センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

岡田　工（学長室部長（情報担当））

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京都市大学

河原林　順（情報基盤センター長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

杉本　雅彦（情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

澤口　隆（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

武蔵大学

山下　奨（経済学部教授）

武蔵野大学

林　浩一（MUSICセンター長）

明治大学

阿部　直人（情報基盤本部長）

明治学院大学

中村　友哉（情報センター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（事務局長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（情報マネジメント学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

杉原　多公通（理事長、学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

大下　福仁（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

水野　勝教（情報科学部教授）

愛知淑徳大学

牧　勝弘（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

君山　博之（情報センター長）

中京大学

髙坂　拓司（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

名城大学

加藤　雅士（情報センター長）

大谷大学

廣川　智貴（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

舟杉　真一（副学長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

木村　文輝（学長）
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京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都ノートルダム女子大学

加藤　佐千子（図書館情報センター長）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

正司　久博（ICT連携機構部長）

大阪歯科大学

山本　景一（医療イノベーション研究推進機構専任教授）

大阪女学院大学

橋本　誠一（教務課ICT情報管理課長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

川下　維信（高等教育推進センター長）

帝塚山学院大学

西川　隆蔵（学長）

阪南大学

伊田　昌弘（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

佐々木　英洋（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

三浦　欽也（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

尾崎　誠（情報教育センター長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

稲冨　恭（教学部長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（学務部長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

矢吹　優子（事務部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

鬼追　一雅（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（副学長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

流通科学大学

清水　信年（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

藤村　まこと（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（e-キャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（文学部長、理事）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（情報処理センター所長、商学部教授）

鹿児島国際大学

大西　智和（情報処理センター所長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　https://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。

大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員
□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

公益社団法人  私立大学情報教育協会賛助会員名簿
39社

（2024年９月30日現在）

株式会社アルファシステムズ
株式会社内田洋行
株式会社映像システム
株式会社ＳＲＡ
NECネッツエスアイ株式会社
NTTアドバンステクノロジ株式会社
株式会社NTT ExCパートナー
株式会社NTTデータ関西
株式会社大塚商会
株式会社きんでん
コレオス株式会社
サイオステクノロジー株式会社
株式会社ＳＩＧＥＬ
株式会社システムディ
清水建設株式会社
シャープマーケティングジャパン株式会社
住友電設株式会社
チエル株式会社
電子システム株式会社
株式会社東和エンジニアリング

西日本電信電話株式会社
株式会社ニッセイコム
日鉄ソリューションズ九州株式会社
日本事務器株式会社
日本システム技術株式会社
日本ソフト開発株式会社
日本電子計算株式会社
パナソニックコネクト株式会社
東日本電信電話株式会社
株式会社日立製作所
フォーティネットジャパン株式会社
富士通Japan株式会社
丸善雄松堂株式会社
三谷商事株式会社
ユニアデックス株式会社
リコージャパン株式会社
株式会社レスターコミュニケーションズ
株式会社ワッセイ・ソフトウェア・テクノロジー
ワールドビジネスセンター株式会社
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